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要旨 
近代経済学は、貨幣の持つ【一般的価値尺度(standard of value)】という機能を使い、

貨幣数量によって経済過程を“価値表示”する。近代経済学は、この貨幣数量を唯一無二

の価値尺度として採用してきた。それを最も象徴する指標が、“国内総生産”（GDP）であ

る。 
ところが、GDPは、付加価値の総計（Gross Added Value）であって、経済過程の全

体を表すものではなく、これを捉えるには、GDPに「中間投入」を加えなければならな

い。この大前提が、ともすれば置き去りにされているという問題がある。 

さらに、近代経済学は、 伝統的にGDPを投入された資本と労働という「生産要素」へ

の見返りと見做している。このため、エネルギーは「生産要素」として明示的に取扱われ

ない。確かに、多くのエネルギーが消費されることで生産力が増強されたとしても、その

改善による所得の増分が自然界に配分されることはあり得ない。しかし、この取扱いで

は、エネルギーの使用効率改善や消費拡大がもたらす経済過程への寄与が「技術進歩」の

ごく一部に取り込まれてしまい、明確に認識されることはないという問題が残る。 

本研究は、この二つの問題意識に基づき、＜「エネルギー」を基準にした評価指標の

定立とそれを活用した評価方法の確立＞を最大の研究課題とする。 
本論文は、序章と 8 章から構成される。序章は、序論であり、本研究の背景を詳述し、

研究目的を明確にし、構成を提示する。 
第1章においては、富を実質的富と仮想的富に区分するフレデリック・ソディの富の理

論を中心に本研究の理論的基礎を述べ、現実の経済過程には、(A)財の交換プロセスを構

成する仮想的富（貨幣システム）の側面、(B)社会における全てのエネルギーと物質の変

換を構成する実質的富の側面、という内在する二つの様相が装備されているとの認識をま

ず示す。そして、(A)と(B)を同時に取り扱うことができる、経済－資源・エネルギー問題

に対する二元的または二重焦点（「両建て」）アプローチを採用することが不可欠であると

提起する。そのうえで、「エネルギー量的価値（Energy Content Value）」というもう一

つの価値概念の導入を提唱する。その意味するところを電力産業に基づき説明し、「ある

財または経済行為の価値を、投入（＝消費）された1次エネルギー量に対応させて評価し

たもの」と位置づける。 
次に第 1 章の提起を受けて、第 2 章から第 4 章では、日本の電力産業の営業活動を取り

上げ、(A)と(B)を同時に取り扱う両建てアプローチの実際例とする。 
第2章では、「家庭用」と「産業用」の二重価格制度のもと電力産業に埋め込まれた営

業構造分析を進め、第3章では、この分析で利用した電力産業の損益計算書と貸借対照表

に基づき現金支出レベルの費用推計に進む。 
そして第4章においては、この推計結果に、別途算定した発電実績に基づく1次エネル

ギー投入量の推計を投影し、水力、火力、原子力という各発電部門と送・配電部門のそれ

ぞれに投じられた費用を「エネルギー量的価値（ECV）」による評価に置き換える。その

うえで、この各発電部門に投入されたECVと需要電力量を比較して、エネルギーレベル

の投入・産出効率を導く。この一連の操作により＜「エネルギー」を基準にした評価指標

の定立とそれを活用した評価方法の確立＞が可能であることを証明する。 
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なお、第 2 章では、大口電力が規制緩和された以降においては、（電力需要の 2/3 を占め

る）「産業用電力」の一貫した赤字を、（需要の 1/3 しか占めない）「家庭用電力」の大幅な

黒字が補填して、電力産業全体の営業利益が確保される営業構造となっている、という知

見を得ている。 
また、第 3 章の「損益計算書ベース」「現金支出ベース」の収支推計では、水力発電が好

成績を収めており、原子力発電が火力発電に優位性を保っているが、第 4 章で、エネルギ

ー量的価値（ECV）ベースまで含めて投入・産出効率を比較すると、水力発電は、設備利

用率の低さが反映されて ECV ベースでの投入・産出効率は低水準に止まっており、金額

ベースではほぼ同等の投資効率となっている火力発電と原子力発電は、ECV ベースでは火

力発電が圧倒的に優位となっている、という知見が得られている。 
第 5 章では、両建てアプローチを国民経済レベルに導入する方法の開発に取組む。この

課題解決のために、中間需要に最終需要を加えた「全産業産出（Total Industrial Output）」
と「1 次エネルギー供給（Primary Energy Supply）」という二つのマクロ統計が、同一の

経済過程の二つのアスペクトであることに着目して、両者を対照させ換算係数を設定し、

それを使って TIO の各要素 を PES に投影することにより、当該要素を貨幣価値からエネ

ルギー量的価値（ECV）に変換するという具体的な方法論を展開する。 
次いで第 6 章では、第 5 章の変換方式を使って求めた「エネルギー量的価値（ECV）で

表示した全産業産出（TIO）」の推移を示すとともに、日本の 3 鉄道事業の ECV レベルの

事業評価を行い、国民経済レベルでも＜「エネルギー」を基準にした評価指標の定立とそ

れを活用した評価方法の確立＞ができることを立証する。 
第 7 章では、研究課題の解明状況の確認と本研究の意義についての考察を深める。ここ

では、貨幣価値次元の産出額をエネルギー次元の産出量に変換可能とすることで、例えば、

電力産業が社会経済に提供した電力量の反対給付としての受取り（売上）を、貨幣価値か

らエネルギー量的価値に変換して、その結果と実際の供給電力量とを物理量レベルで比較

可能にした、という本研究の成果を具体的に示す。 
最後の第 8 章で、残された課題と今後の展望を述べて本研究を結ぶ。 
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序章 背景・目的・構成 
 
1 背景 

「貨幣は交換手段であることから、一般的価値尺度となる。交換のなかだちであるか

ら、財貨の相対的価値関係を一身に引き受けて示す価値基準となる。貨幣が価値尺度とし

て機能するのは、それが計算単位であるからであって、この計算単位によって、他の財の

価値を表示することができる。」（長谷田 1994） 
 
近代経済学は、この貨幣の持つ【一般的価値尺度(standard of value)】という機能を使

い、貨幣数量によって経済過程を“価値表示”する。近代経済学は、この貨幣数量を唯一

無二の価値尺度として採用してきた。それを最も象徴する指標が、“国内総生産”（GDP）
である。 

 
しかし、「GDP はガバナンスシステムに私たちの実感している以上に強い影響を与え

る。政治家は GDP の成果を評価し、選挙を行うか否かを決めることができる。高い

GDP 成長率を誇る国々は、G20 から世界で最も裕福な国を含む OECD（経済協力開発機

構）に至る独占的な国際クラブに加わるよう招かれる。ビジネスリーダーたちに生産量の

増大が期待されているのは、それが GDP に取り込まれ、国家経済の成功に向けてカウン

トされるためである。投資の選択肢は、GDP の現在および将来の予測で決まり、国際信

用格付けの力がそれを示している。国、企業およびその他の組織は、低い GDP 成長率に

もとづくマイナスの格付けによって破滅的なダメージを被る可能性がある」。（Lorenzo       
2017 p.15） 

すなわち、「GDP は単なる統計以上に強力なものなった。それは、世界レベルおよび

国家レベルにおける成功の総合的な指標、序列化の原理となり、経済的および政治的な

『ゲームのルール』を確立した。これは、20 世紀の社会主義と資本主義のすべての型に

当てはまる。なぜなら、GDP 成長に関するコンセンサスは顕著にイデオロギー超越的で

あり、したがっていかなる政治イデオロギーよりも広範に普及しているからである」。

（Lorenzo 2017 p.16） 
 
要するに GDP はもはや経済指標を超える存在となっているということである。 
 
ところで GDP は、市場で取引される産出物に付加された価値を貨幣量で計測する。こ

のため、市場取引の増加が「成長」とみなされる。それ故、「市場の失敗」が引き起こす

交通渋滞や健康被害、環境汚染などの社会問題をマイナス勘定に入れない。それどころ

か、公害対策や病気治療などへの支出は「産出」として加算されてしまう。 
このような GDP が内包する問題は、日本でも比較的早い時期から意識されていた。 
例えば、1970 年に朝日新聞は「くたばれＧＮＰ：高度経済成長の内幕」1という連載を

 
1 この当時、国民経済計算の指標として GDP ではなく国民総生産（GNP）が用いられて

いたので、このタイトルとなったものである。 
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開始した。（朝日新聞 1971）この連載の背景には、1967 年の「新潟水俣病（阿賀野川水

銀事件）」を皮切りとした「四日市喘息（四日市公害訴訟）」、「水俣病」、「イタイイ

タイ病」のいわゆる四大公害訴訟があった。日本は驚異的な高度経済成長を達成したが、

それは深刻な環境破壊や回復不能な健康被害と引き換えにもたらされたものだった。しか

も、その修復や治療への支出が GNP を名目的にさらに嵩上げする。このような経済発展

のあり方や GNP に対する疑問が噴出した。渋谷他（2008）は、「GNP の拡大に象徴さ

れる経済成長至上主義への疑問が生じた時期といえる」としている。 
こうした GDP が多くの問題を内包していることを踏まえて、とくに「豊かさ」の指標

としてこれのみを採用することは必ずしも妥当でないとの問題意識から、GDP 概念を補

正する指標の開発もかなり早い時期から取り組まれている。その最初の試みとして、

1970 年代初頭に、ノーベル経済学賞受賞者のウィリアム・ノードハウスとジェイムズ・

トービンが提唱した「経済福祉尺度（Measure of Economic Welfare）」が上げられる。

（Nordhaus and Tobin 1973） 
1980 年代後半には、エコロジカル経済学者の Herman Daly と神学者の John Cobb

は、持続可能な経済厚生指数（Index of Sustainable Economic Welfare）を発表し、後

に真の進歩指数（genuine progress indicator）に修正した。（Daly and Cobb 1989） 
国連開発計画（UN Development Program）は人間開発指数（Human Development 

Index）を開発しており、ブータンの「国民総幸福度（Gross Domestic Happiness）」も

有名である。 
経済協力開発機構（OECD）は、2011 年から 2 年毎に“How's Life?”を刊行し、

OECD and partner countries の‘Better Life’水準を示す 50 の“ECD Well-being 
Indicators”を公表している。（OECD iLibrary） 

2015 年 9 月 には、国連開発計画（UNDP）の「持続可能な開発目標（SDGs）」が採

択されている。これは貧困や地球環境劣化といった問題を解決するための 17 項目の目標

を提示したものである。 
 
GDP 統計に内在する別の問題として、「基準自体の改定」がある。現在の SNA は国

連が国際的な共通基準を作成し、加盟各国にそれを導入するよう勧告している。最初に公

表されたのは 1953 年であり、53SNA 若しくは旧 SNA（Old SNA）と呼ばれている。

1968 年に大きく改定され（68SNA）、その後も 1993 年（93SNA）、2008 年

（08SNA）と改定が重ねられている。日本は 1978 年、2000 年、2016 年にそれぞれの基

準に移行している。 
じつは最新の 08SNA に移行することによって、2015 年の名目 GDP は、500.6 兆円か

ら 532.2 兆円と約 32 兆円も増加した。このことから、明石（2017）は、基準改定に乗じ

て意図的に「かさ上げ」する統計操作が行われたのではないかとの疑念の声を上げてい

る。 
では、これら改定が日本においてはどのようなものであったか、具体的に対比してみ

よう。図 1 は、68SNA、93SNA、08SNA のすべての推計が出揃っている 1995 年（暦

年）における各基準の国内総生産（GDP）の推計値に、総務省の産業連関表に推計され
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ている国内総生産を比較対象として並べて表示したものである。 
 

 
図 1 1995 年国内総生産（GDP）の 68・93・08SNA における推計値の比較 

出所:総務省（2019a）、内閣府（2019b）を基に筆者作成 
 

これらの改定は統計の精度を高めるために行われたと説明されているが、この図 1 に

は、日本の場合、いずれの改定においても、改定後の GDP はそれ以前の GDP に比較し

て「大きく」なっていることがはっきり示されている。 
少なくとも GDP 統計というものは、度量衡と違い、「絶対的、安定的なものではな

い」ということを前提にしておく必要がある。 
 
その上で、GDP は経済の総体を表していない。このことをしっかり確認しておくべきで

ある。家事やボランティア活動などの無償労働、賭博や麻薬、売春など違法な経済取引、

課税を逃れる目的の地下経済などが GDP に加算されないことは、多くの論者が指摘して

いる。しかし、ここで確認しておきたいのは、もっと基本的なことである。 
いま一度確認すべきは、国内総生産（Gross Domestic Product）の意味するところは、

付加価値の総計（Gross Added Value）でしかないということである。企業会計でいえば

「売上高」から「売上原価」を引いたもの、すなわち「粗利」もしくは「売上総利益」に

相当するのが、GDP なのである。従って、GDP をどのような角度から見ても、それだけ

では経済の総体は捕まえられないことになる。 
社会全体が財・サービスを需要するためになした「総支出」の裏返しである「総売上」

を算出するには、粗利である GDP に、売上原価である「中間投入」を加えなければいけ

ない。 
このことは、社会経済の総体を捉えるために、欠くべからざる原理としていくら強調し
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ても、し過ぎることはない。そして、この「総売上」を産出する過程こそが、言葉の正し

い意味での「経済過程」となる。 
 
加えて、貨幣基準による尺度はエネルギー資源や鉱物資源など物質的な冨とは無関係に

自律的に膨張ないし変動する可能性がある、ということを予め認識しておかねばならない。 
現状の貨幣システムである「管理通貨制」の下では、貨幣は負債から作り出される。フ

レデリック・ソディは、貨幣的富を”Virtual Wealth & Debt”という対概念で提示した

（Soddy 1921）が、まさしく本質をついていた。現代の通貨は、中央銀行によるマネタリ

ーベースの増加や市中銀行における預金通貨の創造によって、同額の負債と引き換えに「幾

らでも」（意図的に）作り出すことができる。歯止めと期待できるのは、通貨当局者や銀行

家の「良識」か「恐怖心」くらいなものである。それ故、貨幣的富の増大をひたすら追い

求めるバブル経済に一度突入すると、実物資産に想像を絶する高値が付けられたり、それ

が破裂した途端、逆に徹底的な安値で負債弁済に供されたりする。最悪な場合、国家破産

状態に至ることもある。実物資産の生産力が一切変化していないにもかかわらず、こうし

たことは起こる。Galbraith（1994）が描くように重症の「Euphoria（陶酔的熱病）=バブ

ル」を罹った挙げ句、これを「This time is Deferent（今回ばかりは違う）」（Reinhart and 
Rogoff 2011）と嘯きながら経済大崩壊に突き進んだ事態を、人類は何度となく経験してい

る。 
さらに、外国為替の「変動相場制」を採用している現行システムにおいては、自国通貨

の価値は外国通貨との相対でしか決まらない。管理通貨制と変動相場制が共鳴して、各国

の通貨価値は絶えず変動している。 
果して貨幣経済の暴走と通貨価値の揺らぎを計算入れて、貨幣を安定的で信頼できる価

値尺度として機能させることができるのか。そのためにはどうすれば良いのか。根源的な

考察が必要である。 
 
一方、経済活動はエネルギーの変換・消費と一体不可分である。 
 
Morgan（2013）は「経済が現実に機能する（really works）メカニズムを理解するた

めには、＜エネルギーの普遍性（commonality）という概念＞が不可欠（critical）であ

る。エネルギーのことを考える場合、我々は、石油・石炭・天然ガスや電力など自明な形

態のものに思考を限定しがちである。しかし、＜エネルギー＞はそれよりはるかに広範な

概念であることを理解しておく必要がある。人間の活動はエネルギーであり、そのエネル

ギーは我々が食べる食糧（これ自体も一種のエネルギーである）から得られる。食糧の栄

養分はカロリー（熱の単位）で計られ、人間労働はワット（電力の常用単位）で量的に計

測できる」といっている。（pp.11-12） 
 
このように「物理量」として計測可能な＜エネルギー＞を「価値量」に置き直した評価

指標の定立は出来ないか。 
そして、それを使うことで、国内総生産（GDP）とその算出方法を規定する SNA（国民
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経済計算体系）に内在する問題を補正する評価手法の確立が出来るのではないか。 
このような動機を持ったことが、本研究に取組んだ背景にある。 

 
2 目的 

本研究は、＜「エネルギー」を基準にした評価指標の定立とそれを活用した評価方法

の確立＞に到達すべき研究目標をおく。さらに＜その評価指標を経済社会の持続可能性や

社会資本の更新可能性を図る尺度としても機能させる＞という課題解決を目的とする。 
何故なら、繰り返しになるが「エネルギー」は人間活動の全てにおいて要求されるも

のだからである。 
前節でも述べたが、GDP は、最も重要視される経済指標となっている。しかし、それ

が経済の全過程を表しているわけではない。一国の産業的産出の総額を算出するために

は、＜GDP に中間投入を加える＞必要がある。 
そして、この「全産業産出（Total Industrial Output）」はエネルギー供給なしに実

現することはあり得ない。 
つまり、一国の全産業産出と供給（＝消費）されたエネルギー総量は、コインの表裏

のように切り離せない関係にあると考えてよい。 
このような前提のもとに、本研究では、次の諸課題を解明する。 

A：「貨幣価値で表示された経済過程」(A)は、「それを実効的にサポートするエネルギ

ー量」(B)と密接に対応している。この対応関係に着目し、両者を照合しつつ追究する

ことによって、一国経済の発展段階をより正確に把握することが可能になると期待さ

れる。このアプローチを観察可能な事実にもとづいて検証することができるか？ 
B：そのために、(A)と(B)の関係に着目すると、「貨幣価値で表示された経済過程」(A)を

構成する各要素を「それを実効的にサポートするエネルギー量」(B)に投影するという

方法論を導入する可能性が開けてくる。ここにおける研究課題は、この方法を現実の

経済に適用して、その妥当性を立証することである。 
C：このようなアプローチは、「それを実効的にサポートするエネルギー量」 (B)の次元

において、経済過程にエネルギー量的評価を与える（貨幣価値的評価をエネルギー量

的評価に置き換える）ことを意味する。この方法を適用すると、現実の経済活動をエ

ネルギー次元で評価・分析することができる。その結果が有効かつ的確であると確認

されれば、このアプローチ（エネルギー次元における経済表示）は、貨幣と並ぶ「も

う一つの価値基準」として成立する。ここでの課題は、実際の経済過程をこの方式で

具体的に説明することである。 
D： C の価値基準を使えば、貨幣価値での比較に必要な時点修正（デフレータ、割引現

在価値など）や為替レートを介することになしに、時間と空間を超えて経済的パフォ

ーマンスの直接的な比較が可能になる。ここでの問題は、この考察を実際の経済過程

に適用して検証することである。 

 
以上の諸課題の解明に日本の電力産業の構造的分析を通じて取組むが、この構造的分

析において解明すべき電力産業固有の課題もある。 
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日本の電力産業は、2016 年 4 月以降、小売り電力料金が完全に規制緩和され、2020 年

には、発電部門と送配電部門を法的に分割する「発送電分離」が図られるなど、大きな産

業構造変革のただ中にある。 

電力供給は営利事業でありながら、社会に大きな効用をもたらす公益事業でもある。

電力の安定供給は電力産業の健全性に依るところが大きい。この健全性を判断する前提と

して、＜電力産業が歴史的に形作ってきた営業構造を客観的に捉える＞という課題があ

る。 

何故ならば、日本の電力産業は、1951 年に 9 電力体制が敷かれて以来、認可料金によ

り一定の利潤が保証される「総括原価」方式のもと、水力、火力、原子力といった発電部

門構成を組立て、人員を配置し、設備投資を実施してきており、電力産業がこの営業構造

を変えることは、構造変革の有り無しにかかわらず容易ではないからである。 
そこで、本研究では次の課題解明に取組む。 

①「家庭用」「産業用」という需要先別の営業収益とそれを稼ぎ出すために支出した営業

費用はどれほどで、需要先別にどれほどの「利潤」を獲得したのか？ 
次に水力、火力、原子力という発電部門別に、 

②電力産業はどれほどの商品（電力）を「生産」したのか？（発電電力量の解析） 
③需要者はどれほど電力を「消費」したのか？（需要電力量の解析） 
④電力産業は電力生産のためにどれほどの「経費」を支出したか？（営業費用の解析） 
⑤需要者は電力の「購入」にどれほどの負担をしたか？（営業収益の解析） 
⑥電力産業はその結果どれほどの「利潤」を上げたのか？（営業利益の解析） 

 
3 構成 

 まず、第 1 章において、本研究の理論的基礎であるジョージェスク＝レーゲンの問題提

起を入り口に経済過程の産物である富を物理次元（Wealth I・Wealth II）と心理次元

（Virtual Wealth）に分離するというフレデリック＝ソディが最初から採用していた二元

論的構成を紹介する。 
次に、ソディの提起したこの二元論的構成に基づいて、「経済過程を物理次元（エネルギ

ー・フロー）と制度次元（貨幣・フロー）という二つの次元で複眼的に捉え直す」必要性

と、その実現可能性があることを提起する。 
そのうえで、両者の対応関係、すなわち「貨幣価値で表示された経済過程」(A)と「それ

を実効的にサポートするエネルギー量」(B) に着目し、（A）を構成する各要素を（B）に

「投影」するという方法により「エネルギー量的価値」に置き直し、この価値基準により

経済活動を評価・分析するというフレームを提案する。 
この評価・分析フレームは、当然ながら、現実の経済過程に即して実証的に検証される

べきものである。 
この課題を果たすために、まず電力産業を対象として分析を進める。 
電力産業は、1 次エネルギーから電力（エクセルギー）を、発電設備、送電設備、配電

設備という膨大な実物資本を介して、つくり出すこと（エネルギー変換過程）を業態とし

ている産業部門である。 
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この産業分野では、エネルギー的な入出力に関するデータと財務会計データが長期的に

完備され、継続的に公表されている。このため、エネルギー消費と経済過程の定量的な照

合が特異的に容易である。（相互参照が可能） 
また国民経済のエネルギー・フローの 4 割を単独で消費する最大の基幹産業である。 
エネルギー的な投入・産出効率を推計するためには、「発電・送配電に要するエネルギ

ー量」を把握する必要がある。 
しかし、取得できるのは生産に要した「費用」に関する財務会計データのみである。 
この財務会計データから、「発電・送配電に要するエネルギー」 に対応する「発電・送

配電に要する費用」部分を抜き出し、エネルギー量に評価し直すことを試みる。 
これが出来れば、投入・産出効率を近似的ながら解明することが可能となる。 
本研究では、電力産業におけるエネルギー収支を最終的に導くために、次のような段階

的アプローチを採る。 
①需要先別事業収支の把握：まず、電力供給の全体構造を把握するために、「価格」と「原

価」の関係を整理する。日本では電力価格が「家庭用」と「産業用」で二重となってい

る。それぞれに供給した電力量と売上からそれぞれの販売単価を求め、これに要した費

用単価を求めて、これを比較する。（第 2 章） 
②発電方式別の発電電力量及び需要電力量の把握：発電等エネルギー的な入出力に関する

データから、発電端から需要端に至る発電方式別の実績を推計整理する。（第 3 章） 
③損益計算書ベースの発電部門別事業収支の把握：年間の事業収支を把握する通常の財務

会計的アプローチである。本研究ではこれを発電部門別に行う。（第 3 章） 
④現金支出ベースの発電部門別事業収支の推計：損益計算書だけでは、発送電設備に投じ

られた設備投資額を把握できない。本研究では(a)損益計算書データから減価償却費相当

額を控除し、これに(b)貸借対照表データから抽出した新規設備投資額を加えて、現金支

出ベースの事業収支を推計する。（第 3 章） 
⑤発電部門別エネルギー量的収支の推計：③からエネルギー（物理量的）発電コストを求

め、これと需要電力量を比較してエネルギー（物理量的）収支を推計する。（第 4 章） 
さらに、上記から得られた知見、結果を踏まえて、第 5 章以下で国民経済全般への展開

を試みる。 
第 5 章においては、前章までに提示した評価・分析フレームの国民経済への展開を試

みる。第 1 章では、「貨幣価値で表示された経済過程」(A)と「それを実効的にサポートす

るエネルギー量」(B)という概念提示に止まっていたが、後者(B)はエネルギーバランス表

に示される「1 次エネルギー供給」にあたり、前者(A)は産業連関表のデータから導く

「全産業産出」に当たる。そして、「1 次エネルギー供給」は一年間に経済過程で商品生

産のために消費された総価値をエネルギータームで表し、全産業産出は 1 年間に経済過

程で産出された商品の総価値を金銭タームで表す。つまり、これらマクロ統計は同一の経

済過程の二つのアスペクトである。この関係に着目して、全産業産出の構成要素（貨幣表

示）を 1 次エネルギー供給（エネルギー表示）に投影することによって、経済活動の総

体を「エネルギー量的価値」で評価する、という評価・分析フレームが定立できることを

提示する。 
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第 6 章では、それまでに提起してきた経済過程を貨幣価値とエネルギー量的価値の両

面から評価するというアプローチに立脚して、日本経済をケーススタディして、その有効

性の確認を試みる。まず日本における 1 次エネルギー供給、全産業産出、国内総生産の

年次推移を一表に並べて対比し、第 1 章で述べた「経済過程を物理次元（エネルギー・

フロー）と制度次元（貨幣・フロー）という二つの次元で複眼的に捉え直す」ことを実践

する。次いで、第 5 章の変換方式を使って求めた「エネルギー量的価値（ECV）で表示

した全産業産出（TIO）」の推移を示す。さらにリニア新幹線、東海道新幹線、愛知高速

鉄道東部丘陵線の 3 鉄道事業を、エネルギー量的価値レベルで比較して、第 5 章で提示

した評価・分析フレームの実際の適用例とする。 
第 7 章では研究課題の解明状況の確認と本研究の意義についての考察を深め、第 8 章で

結論を述べて本研究を締めくくる。 
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第 1 章 エネルギー量的価値を用いた経済過程の構造分析 

 

1.1 本研究の理論的基礎 
1.1.1 ジョージェスク＝レーゲンの問題提起 

伝統的経済学の論述は「有用性に価値を見いだし、それを貨幣量で表現する」という

原理にもとづいている。つまり、伝統的な経済学における経済過程は、生産（効用の新規

の創出）と消費（効用の消滅）のバランスで成り立つ。「消滅」が「創出」分を超えない

かぎり、この「循環」システムは論理的に自己維持可能である（外部からの新規投入を必

要としない）。 
これに対して、ニコラス・ジョージェスク＝レーゲンは、1971 年に『エントロピー法

則と経済過程』（Georgescu-Roegen 1971）にて、経済過程が「エントロピー法則―有用

性を生む物質・エネルギーの質が劣化し、しかも再利用できないという法則」に従うプロ

セスであることを指摘した。（Daily 1996, p.195） 

このアプローチを採ることによって、彼は伝統的な論述法―経済フローを効用の産出過

程とみる―における根源的な欠落を正そうとした。 

デイリーの表現を借りると、エントロピーとは「有用な資源と無用な廃棄物との間の

質的なちがいを表す尺度」(Entropy is the measure of the qualitative difference 
between useful resources and useless waste.)ということになる。（Daily 1996, p.194）
これに、エントロピーとは「分子論的な拡散の度合い（測度）を表すものであり、それゆ

えに＜有用性の減耗＞の尺度となる」という要件を補うと、より正確な定義となる。 

レーゲンの指摘は、主流派経済学が長年依拠してきた「循環的フローモデル」が観念

上の虚構に過ぎないこと、したがって、実在の時空における物財の移動や変換という次元

では成り立たないことを明確にしていた。 
レーゲンの熱学的経済学は、経済過程を物的に駆動する動因は有効エネルギー（エク

セルギー）と捉える。 
エクセルギーたとえば電力の「創出」は不可能であり、燃料（化学的エクセルギー）

からの「変換」によってのみ得られる。経済過程一巡の後当初投入されたエクセルギーは

すべて消滅して無効エネルギー（アネルギー）に転じる。したがって、つぎの経済サイク

ルはエクセルギーを全量更新（外部から注入）してはじめて可能になる。外部からの注入

を必要としない自律的な経済システムの「循環」はあり得ない2。 
このように、彼のエントロピー論的・熱学的アプローチは、伝統的経済学における価

値・効用論的アプローチの対極に立つ。この両者は容易に架橋しえないだけでなく、熱学

的なアプローチに徹すれば徹するほど、既存経済学からの理解可能性は狭まってしまう。 

 
2 エネルギーは創出も消滅もなく、常に量的に保存される（エネルギー保存則）。しかし

「保存」というと質的変化が見えにくい。じつは、エネルギー保存則は＜当初の投入エク

セルギー⇒最終的な排出アネルギー＞の変換過程において、等量条件がたもたれているこ

とを表す。一言で言うと、エネルギー保存則とは、段階的なエクセルギー⇒アネルギー変

換がつねに等量条件を満たすことにほかならない。 
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すなわち、レーゲンのアプローチが物理学的な論理を徹底すればするほど、それは伝

統的な「効用の産出・循環」の思考フレームから乖離していく。このため彼のアプローチ

は、通常の経済学的思考から隔絶した論考となり、大多数の経済学者にとって理解不能な

ものとなった。 
しかし、ジョージェスク＝レーゲンの問題提起は、経済学に原理的変革をもたらす可

能性を秘めていた。これを承けて、貨幣数量一辺倒の経済学に＜物理学的価値尺度を導入

する必要がある＞という命題を正面から受け止める経済学者が少ないながら現れた。 
日本においては、エントロピー論的な社会理論が物理学者から提起され、それに触発

された経済学者がジョージェスク＝レーゲンの問題提起と相即する考察を発展させてき

た。 
まず、槌田（1976）は、資源の条件を地球のエネルギー収支から求める論文を物理学

会で発表し、後日、槌田（1982）にまとめる「開放定常系」の考え方を提示した。「開

放定常系」とは、地球は物質的には閉じているが、熱に対しては開放されており、これに

より廃熱となったエントロピーが代謝可能となっているという理論である。 
次いで室田（1979）が、ジョージェスク＝レーゲン、フレデリック・ソディ、スタン

レー・ジェボンズなどの理論を紹介した上で槌田の理論を加えて、地球環境にかかる熱力

学的（エントロピー）制約を無視するかたちで石油エネルギーと原子力発電に依存を強め

る現代文明を批判的に考察し、「エコロジカルな共生の論理を活かす経済学の方向性を模

索」した。なお、特筆すべきに「スリーマイルアイランドで起こったこと3、あるいはそ

れをはるかに上回る終末世界は、明日にでも、福島県で、あるいは茨城県で、また静岡

県、福井県、島根県、愛媛県で発生しうる」としていたことがある。室田は、この書籍に

おいて早くも今日の事態を予見していたのだった。 
そして、これらを受けて玉野井（1979）は、「産業あるいは社会の根底には、人間と

自然との物質代謝を繰り返される基礎的な領域、開放定常系の世界があり、その中に生態

系のいとなみがある。」「そういう生きた系（living system）を社会科学がこれからさ

きどうしても原理的に問題としなければならない、おそらくそういう方向へと広義の経済

学は眼を向けざるをえないだろう」と提起した。 
これらと平行して、小出・室田・鹿島（1981）は、未発表を含むジョージェスク＝レ

ーゲンの著作のうち「エントロピー法則と生物経済学に関係した」論文を訳出し、彼の思

考の普及に努めた。 
こうした試みは、物質循環の重要性や地球のエントロピー代謝機構を解明することに

ついてはある程度成功した。とはいえ、成長志向的・市場原理主義的な主流的思潮に対し

ては原理的な異議申し立てを表明するにとどまっていた。つまり、具体的な経済過程（価

格表示体系）を熱学的／計量的に解明するところまで進めなかった。 
ところが、この状況を打ち破る理論視座が（1920 年代後半には）フレデリック・ソデ

ィによってつとに提起されていた。彼は、核化学の創始者の一人として、現実の国民経

済・世界経済にエントロピー論的分析を施す一方、それを伝統的な経済学における貨幣表

 
3 スリーマイルアイランド原子力発電所 2 号炉の炉心溶融事故は、1979 年 3 月 28 日に

発生した。 
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示的アプローチと意識的に対照することを試みた。すなわち、ソディは＜両方の理論体系

の乖離・その原因・乖離自体の限界＞に理論的分析のメスを入れたのである。 
 
1.1.2 フレデリック・ソディの理論的洞察 

ソディは、レーゲンより約半世紀も先行して、同じくエントロピー概念を明示的に取

り入れ、具体的な経済過程の説明にこの概念を適用すべく苦闘した。 
ソディはまず”Available”という語を次のように定義する。 

 
「ここで定義する”有効な”という表現は、熱力学第二法則で使われるのと同義である。

同法則はエネルギーを、〈利用可能・有効なエネルギー、つまり「自由」エネルギー〉お

よび、〈利用不能な・無効な、または「束縛」エネルギー〉という二つのカテゴリーに区

分し、後者はエントロピーとも呼ばれる。」（Soddy 1921, pp.108-109） 
 
ソディは、このような前置きのうえで、「富の物理的定義は、生活を可能にし、賦活

化するエネルギーまたは仕事の形態あるいは産物である」とした。（Soddy 1921, 
p.118） 

そして、これを説明するのに、次のような数式的表現を用いた。（Soddy 1921, 
pp.118-119） 

 
Raw Materials + Available Energy = Wealth I. (1) 
Wealth I = Life-Energy + Waste Energy and Materials. (2) 
Raw Materials + Available Energy = Wealth II + Waste Energy. (3) 

 
これらをソディの言葉で詳しく説明すれば、以下のようになる。 
 
「富の生産は、負債の生産とは異なり、物理学的な保存則に従う。そこには、物理的科

学の厳密な論理が適用できる。富は支出（expenditure）なしには生産されえない。富の

継続的な供給は、なんらかの一回的な（消尽性の）支出の結果としてのみ実現できる。な

ぜなら、富はエネルギーの様態であるか、またはエネルギーを知的な指示にもとづいて支

出した結果だからである。 
富には二つの異なるカテゴリーがあり、一方は消耗性、他方は耐久性という反対の特性

において価値付けがなされる。両者は生産の様式は似ている。しかし、消耗性の富・カテ

ゴリーⅠでは、必要なエネルギーが後日実際に消費されるときに備えて貯蔵される。それ

はすべて、食糧、燃料、爆薬、肥料、その他、使用時の変化に価値があるものである。そ

れらの利用は一回限りであり、それらの機能は通常、パワーや熱の給付や実際の生命維持

である。 
耐久性の富・カテゴリーⅡでは、製造に要するエネルギーは製造過程で消尽され、製品

中に残存していない。もし残存していれば、それは製品の耐久性を損なう。それは生活を

可能にし、便利にするが、活力を与えるものではない。それは生活時間の支出をなにほど
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か節約するが、生命を支えるものではない。この富Ⅱは、あらゆる種類の持続的所有物を

含む（実際の耐久度はさまざまであるが）。カテゴリーⅠと明白に異なり、富Ⅱの損耗は

有用性の理由にはならない。それは、偶発的でまったくの損失である。このカテゴリー

は、本書で用いた意味における資本、すなわち製造に使用される生産の機関をすべて含

む。」（Soddy 1921, pp.294-295） 
 

ソディによるこれらの規定は、「生活」や「経済活動」を熱物理学・熱化学の次元で

整合的に記述するために導入された。 
ソディの提起したコンセプトの理解を深めるために、これを図示してみよう。 
 

 
図 1.1 ソディの提起した実質的富の産出過程詳解 

出所：筆者作成 
 
この図 1.1 において、赤系統のフローはソディの(1)式及び(2)式に対応する。これは、

原料資源が有効エネルギーにより生活エネルギーに精製される過程を示す。 
青系統のフローは(3)式に対応する。これは、原料資源が有効エネルギーを使って富Ⅱ

に製造される過程を示す。 
ソディの(1)式と(3)式の左辺は、（Raw Materials + Available Energy）と同一の表現

となっているが、内容を異にする。 
赤系統の変換過程=(1)式はエネルギーベースであり、青系統のそれ=(3)式は物質ベース

である。 
ただし、ソディは明示的には述べていないが、 (3)式で使われた Available Energy は

Wealth II に「体化」される（埋め込まれる）と考える。 
ソディがここで述べた「物理学的な保存則」とは、いうまでもなく熱力学第１法則＝
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エネルギー保存則のことである。エネルギー変換はすべてエネルギー保存則に従う。「有

効エネルギー」（Available Energy）は、利用（＝消費）の際に、“消滅する”のではな

く、「無効エネルギー」（Waste or Unavailable Energy）―廃熱など―に“転化する”ので

ある。しかし、我々にとって重要なのは有効エネルギーなのであって、それが使えなくな

る（無効になる）という側面に限定すれば、あたかも「消費」しているように見える。た

だし、そのとき無効エネルギーという廃物が同時に生ずる。このことをソディは強調した

のである。 
そのうえでソディは、「実質的富」（Real Wealth）4には二つの範疇があることを明

確にする。 
実質的富Ⅰ（Real Wealth I）は、食料や燃料など社会生活を営むうえで必要なエネル

ギーを賄うために天然資源から取り出される物資からなる。この富は消耗性で、消耗（エ

ネルギー変換）過程でこそ効用を発揮する。われわれは自然資本の中にある有効エネルギ

ー（Available Energy）と原料資源（Raw Materials）から生活エネルギー（Life-
Energy）を獲得して、同時に無効エネルギーと廃物（Waste Energy and Materials）を

排出する。両者は不即不離の関係にあり、獲得した生活エネルギーも無効エネルギーに転

化する。 
この実質的富Ⅰに対して、実質的富Ⅱ（Real Wealth II）は、衣服・住居や機械・器具

など直接・間接に実質的富Ⅰを利用するのに役立つ媒体（資本財・耐久消費財）を意味す

る。 
実質的富Ⅱにおいては、原料資源（Raw Materials）の加工に支出された有効エネルギ

ー（Available Energy）は、形態としては残存しないが実態としては生産物自身に「体

化」されることになる。例えば、金や白金は原鉱から精製までに莫大なエネルギー投入を

必要とするが、製品の金・白金は化学的に不活性で内包エネルギーはゼロである。 
実質的富Ⅰも実質的富Ⅱも物質保存則（エネルギー保存則の１形態）の制約下にあ

る。 
また、その両者を得るためには、有効エネルギー（Available Energy）と原料資源

（Raw Materials）の投入を要する。ソディが「富は支出（expenditure）なしには生産

されえない」とした所以である。ただし、それを獲得してしまうと、「無効エネルギーと

廃物」（Waste Energy and Materials）もしくは「無効エネルギー」（Waste Energy）
のみが必然的に残る。ソディの示した数式表現は、実質的富の「生産」および「消費」は

熱力学第２法則、即ちエンエトロピー増大則に厳密に従うことを意味している。 
ソディ理論は、そのユニークな着眼点により画期的しかも先行的な意義をもってい

た。 
ソディは、既存の経済学が＜経済過程の熱学的実体に無知である＞こと、そしてそれ

故に＜経済学的な効用（価値・価格）と物理学的な有用性との乖離が不可避となる＞こと

を洞察した。 

 
4 この研究では以下において、Wealth I・Wealth II に当たる富を「実質的富」（Real 
Wealth）と呼ぶことにして、ソディの提起したもう一つの重要な概念である「仮想的

富」（Virtual Wealth）と区別にする。 
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ところが、その後、ソディは＜両者の乖離構造を解明する段階＞を飛び超えて、＜乖

離構造を解消する制度的な仕組み＞をひたすら追究した。これはいわば、明白な「手順前

後」であり、ここに彼の挫折の大きい一因があったと考えられる 
 
1.1.3 実質的富Ⅰと実質的富Ⅱの関係とレーゲン／デイリー・モデル 

当時ソディは、実質的富をカテゴライズして、その存在様態を指摘するにとどめ、富

Ⅰと富Ⅱの関係にまで踏み込んで論じることをしなかった。 
これに対してデイリー（Daily and Farley 2011, p.72）は、レーゲンの提起を踏まえて

資源概念を以下のように整理している。 
 
ストック・フロー資源 

・生産物に物質的に変形される（質量因）。 
・ほぼどんな速度でも好きに使うことができ（変形のために必要となるファンド・サ

ービス資源が使えることが条件）、それを変形して作られるものの物理的な数量に

よって生産性が測られる。 
・貯蔵することができる。 
・消費されるものであって、消耗するものではない。 
ファンド・サービス資源 

・生産物中に物質的に変形されない（始動因）。 
・一定速度で使うことしかできず、時間当たりの産出によって生産性が測られる。 
・貯蔵することはできない。 
・消耗されるものであって、消費されるものではない。 
 
このレーゲン／デイリー・モデルをソディ理論に導入すると、富Ⅰと富Ⅱの関係をよ

り一層明確に説明できる。 
レーゲン／デイリー・モデルにいう「ストック・フロー資源」とは、自然資本の中に

ある［〈有効エネルギー〉と〈原料資源〉］のことである。これらは［質量因］として作

用する。 
実質的富Ⅰは、自然資本の中にある〈有効エネルギー〉を使って〈原料資源〉から

〈生活エネルギー〉を取り出すと同時に〈無効エネルギーと廃棄物〉（＝エントロピー）

を排出する「フロー」として発現する。 
これに対して実質的富Ⅱとは、〈有効エネルギー〉を使って〈原料資源〉を加工して

作り出された「製品」のことである。これをレーゲン／デイリー・モデルでは「ファン

ド・サービス資源」と規定する。これは［始動因］として作用する。 
富Ⅱの存在理由は、いま述べたように「富Ⅰを利用するのに役立つ媒体」というとこ

ろにあり、現代都市工業文明では、富Ⅱ（＝始動因）を介在させることなしに、富Ⅰへの

フロー（＝質量因）は実現しえない。また、冨Ⅱ（＝始動因）に対しては、その機能を維

持するためには［〈有効エネルギー〉と〈原料資源〉］（＝質量因）の継続的投入が不可

避となる。 
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例えば、電力産業においては、原燃料（石炭・石油・天然ガス・ウランなど）から、

発送電設備という富Ⅱを介して、電気エネルギー形態の生活エネルギーという富Ⅰのフロ

ーを実現する。一方、発電設備・送電設備という富Ⅱは、維持・更新のための設備投資を

不断に要求する。電力産業はこれらに要した費用に企業利潤を加えて「価格」をつけて需

要者に販売し、需要者は、ソディが「仮想的富（Virtual Wealth）」と規定した貨幣と交

換に、この生活エネルギーを取得する。 
以上を図示すると、図 1.2 のようになる。 
 

 
図 1.2 富Ⅰと富Ⅱの関係を加味したソディ・コンセプト 

出所：筆者作成 
 
1.1.4 EROI（エネルギー投資効率）と Net Energy Cliff（正味エネルギーの崖） 

ソディは、1.1.2 項で紹介したように「富は支出（expenditure）なしには生産されえ

ない。富の継続的な供給は、なんらかの一回的な（消尽性の）支出の結果としてのみ実現

できる。なぜなら、富はエネルギーの様態であるか、またはエネルギーを知的な指示にも

とづいて支出した結果だからである」と規定している。 
後日の資源経済学、エコロジー経済学などでは、エネルギー獲得において「EROI : 

Energy Return on Investiment（エネルギー投資効率）」という概念を導入している。

これは、ソディの提示をより精緻に整理したものと考えられる。 
EROI とは、エネルギー資源の獲得に要したエネルギー量と獲得したエネルギー量の比

を示す。例えば、原油 100 トンを獲得するのに要したエネルギーが原油換算で 2 トンで

あったとすると、EROI は、100÷2＝50 となる。また、この場合の「Net Energy（正味

のエネルギー）」の獲得率は、（100-2）/100＝98(%)である。この Net Energy こそが、

社会経済が実質的に使えるエネルギー量的な余剰となる。 
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この関係の推移を、横軸に EROI の減少、縦軸に Net Energy の獲得率を取って表す

と、図 1.3 にようになる。 
 

 
図 1.3 EROI と Net Energy の獲得率の関係と Net Energy Cliff 

出所：Cobb(2008)に基づき筆者作成 
 

EROI と Net Energy の獲得率の関係は、EROI＝40 で（100-2.5）/100＝97.5(%)、
EROI＝30 で（100-3.3）/100＝96.7(%)％、EROI＝20 で（100-5.0）/100＝95.0(%)と
EROI の値が大きいうちは重大な影響を受けない。しかし、EROI が 10 を切るあたりか

ら、Net Energy の獲得率は急速に減少していく。EROI＝10 で（100-10.0）/100＝
90.0(%)、EROI＝5 で（100-20.0）/100＝80.0(%)、EROI＝4 で（100-25.0）/100＝
75.0(%)、EROI＝3 で（100-33.3）/100＝66.7(%)、そして、EROI＝2 では（100-50.0）
/100＝50.0(%)となる。つまり、EROI＝2 では投入エネルギーと獲得エネルギーが同量と

なり、これ以下では投入エネルギーが獲得エネルギーを上回ることになる。この状況を迎

えると、いくらエネルギー資源が残っていても、実際に使うことは出来ない。 
山本（2016）がいうように、「EROI の大きいエネルギーが優れているのは、ひとえ

に余剰エネルギーとして社会が使える割合が大きいためであり、逆に EROI の小さいエ

ネルギーは仮に大量の埋蔵量があったとしても実際に社会で使用可能な余剰エネルギー量

は少なくなってしまう」。 
さらに、EROI の高いエネルギー資源を使い尽くしてしまうと、次第に EROI の低いエ

ネルギー資源に依存せざるを得なくなり、やがて実際に使えるエネルギーが急減する事

態、“Net Energy Cliff”（正味エネルギーの崖）に直面することは避けられないという

論理的帰結に至る。 
 

1.1.5 ハバート理論 
このような資源理論が組み上げられる背景には、M.K.ハバートの大きな学術的貢献が
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ある。Hubbert（1956）は、米国南部の原油生産が左右対称のベル型のカーブ（ハバー

ト曲線）を描いて推移し、そのピークが 1960 年代後半頃にあたると、史上初めてエネル

ギー資源の産出ピークを予測した。その後の米国の原油生産がハバートの予測にほぼ近い

経過をたどったことから、一躍その分析は資源生産予測の嚆矢と目されることになった。 
ハバート曲線は、基本的に枯渇性資源の「年産量」の推移を表す。この曲線を導出す

るために用いたのが「ロジスティック関数の時間微分」である。数式自体は昔から存在し

ていたが、ハバートは成長論ないし成長終焉論の文脈で縦横に活用した。「ハバート関

数・曲線」という呼び名もここに由来する。彼は、化石燃料の累積産出量（≦究極可採埋

蔵量）がロジスティック関数にほぼ従うと想定し、したがって、年産量はその微分になる

と推定したのである。 
では、ハバート関数とは何であり、在来の成長関数とどこが異なっているのか。それ

を端的に示すのが次の図 1.4 である。 
 

 
図 1.4 成長関数の 3 類型 

出所：Hubbert(1976)から転載 
 
この図 1.4 で、「無限成長（unlimited exponential growth）」の曲線は指数関数、

「更新性資源（renewable resource）」の曲線はロジスティック関数、「枯渇性資源

（exhaustible resource）」の曲線はロジスティック関数の時間微分（ハバート関数）で

ある。 
図から明らかなように、第 1 類の指数関数と第２類のロジスティック関数はともに単

調増大であり、第 2 類型は頭打ちになるものの、第 1 類型とともに本質的に＜増大一途

の様態を表す＞ものである。＜ピークを経て減少に向かう＞傾向を表しうるのは、第 3
類型の関数だけである。 

これまでの人類文化では、成長＝増大が支配的であった。そこでは、第 1 と第 2 の類
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型しか認識されず、成長テンポの議論は、最高～指数関数、最低～ロジスティック関数の

一方ないし両方を論じることで十分だとされてきた。 
これに対して、Hubbert（1976）は、第 3 類型、＜増大・山・減少＞モードもまた

「成長形態」（経年変化）の仲間に入れるべきだと主張した。そして彼は、むしろ無限成

長（指数関数型）こそ人類史における一時的・過渡的な現象にすぎないことを立証した。 
そもそも＜成長・増加＞の過程を扱うかぎり、成長ペースは指数関数以上になること

はなく、ロジスティック以下になることもないと考えてよい。実際に起こり得る成長がみ

な両曲線の中間に入るとすれば、両側で考えておくことはそれなりに意味があった。ちな

みに、第３類のハバート曲線でさえ、相当の期間、第 1 類・第 2 類と同様の急伸を示

す。つまりこの期間内では、当該システムが 3 コースのどれに乗っているのか判別でき

ない。このことをハバートは当初から認識しており、だからこそ＜過渡的（transient）
には指数関数型成長が一般的に（モデルによらず）成り立つ＞ことを指摘したのである。 

ところが、石油ピークの到来を予期するハバートの最初の問題提起は、無限成長論の

全盛期（1956 年）になされた。そのため、彼の先駆的な問題提起は当時の主流派経済学

者から猛反発をうけ、学術誌の一隅に押し込まれたままになっていた。 
本格的に再評価されるのは、21 世紀に入り、「ピークオイル」が現実問題として認識

されだしてからである。 
 
1.1.6 エネルギー消費と経済活動の関連に関する先行研究 
 近代経済学が抱える問題として、国内総生産(GDP)がじつは「生産活動の全てを表す指

標ではない」という大前提がほとんど無視されていることに加えて、「エネルギーを【生

産要素】として明示的に取り扱えていない」ということがある。 
このことは根本的な疑問を生じさせるが、何人かの研究者は、エネルギー消費を経済

活動の要素に取り入れようとする、いくつかの先行研究を行っている。 
その一人に、英国の物理学出身の研究者であるピーター・チャップマンがいる。彼

は、生産コストを分割していくと、最終的には「全コストは四個の基本インプット、【労

働】【土地】【利潤および利子】【燃料】への分割が得られる」と提起した。 
一方、ライナー・キュンメルは、主流派経済学で普遍的に用いられている生産要素であ

る「資本」「労働」に「エネルギー」を加えた KLEC(capital-labor-energy-creativity) モ
デルを提唱し、「経済成長をより精密に理解しよう」と試みた。 

次いで、ロバート・エアーズとその共著者は、発電所や製造工程、輸送、暖房など主

要なエネルギー消費部門について熱力学の効率の推移を調べ、経済のなかで有効な仕事量

（熱力学的な有効エネルギー：エクセルギー）を測る指標を開発し、これをキュンメルの

開発した手法に基づくモデルに投入して「理論値」を計算し、それが 20 世紀中の米国と

日本の実際の経済成長率の実績値に、何ら再修正することなしに、ほぼ完全に一致するこ

とを示した。 
これらの先行研究は、本研究の意義と密接に関連するので、第 7 章の 7.3 節において、

詳細に取り上げる。 
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1.1.7 仮想的冨及び負債 
ソディ理論のもう一つの核心は、貨幣は「仮想的冨」（Virtual Wealth）に過ぎず、こ

れは負債（Debts）と表裏一体の存在である、という根源的な洞察にある。 
貨幣を‘Virtual Wealth and Debt’（「仮想的富及び負債」）という「対概念」として提

示したソディのコンセプトは、「貨幣を負債から作り出す」（＝債務マネー）という信用

創造と管理通貨制の本質をまさしくついている。 
さらにソディは、この貨幣という仮想的富が実質的富の増加に直接リンクしてはいな

いが故に、実質的富と乖離して膨張することが起こりやすいことを指摘し、この弱点の発

現を防ぐために、1)政府が通貨価値の維持と物価安定に責任をもつこと、2)銀行の信用創

造を禁じること、3)通貨を国際的な完全変動相場制の下におくことを提唱した。 
ソディの時代にあっては、通貨当局が行う通貨発行は未だ「金準備」（Gold 

Reserve）という実物資産に束縛されていた。このため、ソディの矛先は、市中銀行が行

う過剰な信用創造を禁止する方向に専ら向かったのだった。 
しかし、貨幣システムはソディにとっては不完全なものであっても、当時でも現実に

機能し、広く受容されていた。 
ソディの限界は、その理由を深く考察することなしに、自身の問題意識（Wealth と

Virtual Wealth の乖離とその危険性）を一方的に主張し、Myers（1940）が批判的に解

説していような「通貨改革（Monetary Reform）」を熱心に説いて回るのみだったとこ

ろにある。その結果、彼はほとんど理解されることなく、単なる変人扱いの処遇に終っ

た。 
 
1.1.8 ソディ理論の現代的意義 

貨幣はエネルギーと違い 1 回の使用で価値を失わず、その流通が支持される限り、そ

れに備わる購買力を取引の都度何回でも再現できる。貨幣は、「効用」の購入という人間

独特の経済行為を繰り返し行うことを可能にする。 
例えば、貨幣の交換方程式  M×V＝P×T は、アービング・フィッシャーが貨幣数量説

に基づき定式化したものであるが、貨幣の持つ購買力が何度でも再現できるということを

前提としている。この式は M(Money:貨幣量)に V(Velocity:貨幣の流通速度)を乗じたもの

は、P(Price:物価)に T(Transaction: 1 期間における財・サービスの取引量)を掛け合わせ

たものに事後的に一致することを示している。（Fisher 1916） 
左辺の M は貨幣総量で、V はそれが何度使われたかを表す回転率なので、この式はド

ル、ユーロ、円など通貨が単位となる。通貨総量というのは、「マネタリーベース」また

は「ベースマネー」称されるマネー量と考えて差し支えないだろう。要するに、中央銀行

が作り出したマネーのことである。 
右辺は少々注意を要する。（P×T）という式は一種の集合的概念である。P と T とい

う各単一の項があるわけでなく、個別の財の価格（物価）に（取引量）を乗じたもの（=
売上）を全集計したものである。従って、この式も通貨が単位となる。 

このように、貨幣は基本的に購買力の維持・再現という「機能」をもつ。この特性が

大きな力となって、＜人々が貨幣を普遍的富とみなすこと、そして経済学が経済過程を循
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環的とみなすこと＞が可能（かつ現実）になったと考えてよいのではないか。 
また、レーゲンが経済過程をエントロピー概念で一元的に説明しようとして、その理

論を貫徹させることができなかったのも、彼の視点が貨幣の機能まで及んでいなかったこ

とに最大の原因があったと考えられる。 
このレーゲンのエントロピー一元論的理論構成に対して、ソディは経済過程の産物で

ある富を物理次元（Real Wealth I・Real Wealth II）と心理次元（Virtual Wealth）に

分離するという二元論的構成を最初から採用していた。そのうえで、冨の物理的定義を

「エネルギーの態様であるか、またはエネルギーを知的な指示にもとづいて支出した結

果」としたのである。 
ソディの提起した二元論的構成に基づけば、我々は経済過程を「制度次元（貨幣・フ

ロー）」と「物理次元（エネルギー・フロー）」という二つの次元で複眼的に捉えなおす

ことができる。 
そこで、「貨幣価値で表示された経済過程」(A)と「それを実効的にサポートするエネ

ルギー量」(B)に着目し、(A)と(B)の両面からのアプローチが導入可能であることを提起

する。 
 
1.2 「エネルギー量的価値」 

ソディは、「富の物理的定義はエネルギーの様態であるか、またはエネルギーを知的な

指示にもとづいて支出した結果」としている（前者が実質的富Ⅰ、後者が実質的富Ⅱに相

当する）。このことは、＜経済過程は、エネルギー量という物理的な尺度によっても計測

可能である＞と示唆していると考えてよい。 
本研究において最も重要な取組みは、このソディの＜エネルギー量という物理的な尺度

によっても計測可能＞という示唆を方法論として確立することである。 
これまでは、経済過程を計量すべき物理的尺度が提起されていなかった。このため、エ

ネルギーレベルでの投入・産出効率の計測やエネルギー量を基準とした事業評価を行うこ

とが困難であった。 
本研究では、この物理的尺度として「エネルギー量的価値」概念を導入し、それを使っ

た計測方法を提示する。 
そして、日本の電力産業を題材に、実際に金銭レベルとエネルギー量的レベルでの価値

評価を行うことで、この「エネルギー量的価値」という概念の導入とそれを活用した評価

方法の確立が可能であることを、実証する。 
さらに、これを国民経済に展開する方法を具体的に提起するとともに、日本経済をケー

ススタディして、その有効性を示す。また、それを通じて、「エネルギー量的価値」が社

会資本の更新可能性を図る尺度としても機能することを示す。 
 
では、「エネルギー量的価値」とは何か？ 
電力産業を例に簡単に説明しよう。 
電力の流通過程は、発電設備・変電設備・配電設備を使って電力という財を需要者まで

届ける過程であるが、それは水力、石炭、石油、天然ガス、ウラン燃料といった「1 次エ
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ネルギー」から電力という「有効エネルギー」を取り出す過程でもある。 
ここから、相互に補完的な二つの見方をとりだすことができる。 
ひとつは、貨幣を基準として＜交換価値が付加されていく＞という見方であり、もう一

つは、物量を基準として＜1 次エネルギーが継続的に変換され、有効エネルギーに精製

（refine）され、不純成分が除去される＞という見方である。 
ここで、電力量 1kWh に家庭用、産業用を平均して約 21 円の価格が付けられていると

しよう。この価格は需要者に届けられたエネルギーの「経済価値」を示す。 
一方、電力の取引単位”kWh”が表すエネルギー量は、いま述べたように投入された 1 次

エネルギー総体の一部でしかない。もちろん、ここでいう「1 次エネルギー総体」は現存

する量ではない。たとえば、それは過去（e.g. 現実の配電以前） における関連投入分を含

む。 
しかし、「価値」の側からみることによって十分把握可能である。需要者は、じつは 21

円でこの 1 次エネルギー総体に対応するエネルギーの「量的価値」を購入しているのであ

る。 
このような関係に着目して、「エネルギー量的価値」というもう一つの価値概念の導入

を図る。それはすなわち、「ある財または経済行為の価値を、投入（＝消費）された 1 次

エネルギー量に対応させて評価したもの」を意味する。 
 
 本研究は、1.1.5 項で述べた「貨幣価値で表示された経済過程」(A)と「それを実効的に

サポートするエネルギー量」(B) に着目し、（A）を構成する各要素を（B）に「投影」し

て、この「エネルギー量的価値」に置き換えるという方法と、この価値基準により経済活

動を評価・分析するというフレームを提案する。 
この方法とこの評価・分析フレームの有効性を、現実の経済過程に即して実証的に検

証するべく、まず電力産業を対象として研究を進める。 
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第 2 章 日本の電力産業における需要先別事業収支 
 

2.1 目的 

第 2 章から第 4 章においては、＜「エネルギー」を基準にした評価指標の定立とそれ

を活用した評価方法の確立＞を実証的に図るために、電力産業を対象として研究を進め

る。 
最初に本章で、分析を展開する大きな前提として、電力産業に埋め込まれた収入面と

費用面における営業構造の解明に取り組む。 
これは、第 1 章の図 1.1 に示す、実質的富 I（Wealth I）の電力産業における産出過程

を貨幣価値的に捉えることになる。 
 
2016 年 4 月以降、日本の小売り電力料金が完全に規制緩和された。これは、日本の電

力政策において大きな転換を意味する。  

日本の電力料金は、政府認可を必要とする「家庭用」規制料金と 2000 年から部分的に

認可が不要となった「産業用」規制緩和（規制なし）料金の二重構造をとってきた5 6。 
それ以前においては、ほぼ 20 世紀全般を通じて、「産業用」にも認可制が敷かれて、

日本の電力産業は、地域市場の独占を長らく享受してきた。いわゆる「総括原価」方式で

元々利益を上げており、通常市場での価格競争を避けることができた。 しかし、そのよ

うな営業体制には、かねてから疑問や批判が投げかけられてきた。 

 

室田（1993）は、「（総括原価方式が）利潤の最大化ではなく、資産の一定割合を利潤

と定めて規制するのは、無制限な独占力の行使を抑止するうえでは良い方法であると思わ

れる。しかし、これだけでは、巨額の設備投資を要する原発などの開発に傾けば傾くほど

電気料金は高くなり、また、そのことが次期の巨額の投資にとって資金調達を容易にする

という構造への傾斜を助長することになるのではないだろうか」と根源的な疑問を提起し

た。 

吉岡（2004）は、「総括原価方式の下では、電力会社は不適切な経営上の判断に伴う損

失やリスクを免除される。たとえばいかに巨額の核燃料サイクルコストを負担しても、電

力料金による損失補填を享受することができる」と総括原価方式が電力産業の営業リスク

回避を可能にさせていると批判している。 

内橋（2011）は、「おなじ発電所をつくるなら、『事業報酬』も『適正原価』もともに

大きくなる原発を選んだほうが、『総括原価』が大きくなる。『総括原価』が大きくなれ

ば、（販売電力量が一定ならば）それだけ電気料金を高くきめることができる。料金が高

くなれば、電力会社の収入（売上高）はふえ、業績は上がり、収益は好転する」と総括原

価方式が電力産業にもたらす収入構造を批判的に解き明かしている。 

 
5 1995 年からは、卸発電市場には独立系発電事業者（Independent Power Producer）の

参入が可能となっていた。 
6「家庭用」には、50kW 未満の小規模の供給を受ける、商店、事務所、工場等が含まれ

る。 
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金森（2016）は、東京電力を事例に「総括原価方式によって黒字経営が保証されて

いるうえに、規制当局による検討が不十分だったことにより、歴史的に東電において

高コスト体質が招来されていることが立証されている」としている。さらに「固定費

の割合が高く、変動費の割合が低い原子力発電は、総括原価方式のもとでは，電気料

金の安定ひいては電力会社の財務的安定を意味する。このため、原子力発電は，火力

発電に比して、総括原価方式のもとで選好されたといえる」と批判的に分析してい

る。 
このように、総括原価方式は電力産業に高コスト体質を根づかせ、原子力発電推進の

原動力として機能したとの批判が加えられてきた。 

日本の電力供給の地域独占を担ってきた電力産業は、しかし、この総括原価方式のも

とに、「家庭用」「産業用」という「二重価格」制度を採用し、その収入を前提に設備投資

と人員配置といった経営資源を配置してその営業構造を組み立ててきた。この構造を変え

ることは、電力産業にとって規制緩和の有り無しにかかわらず容易ではない。 

いっぽう、電力供給は営利事業でありながら、社会に大きな効用をもたらす公益事業

でもある。電力の安定供給は電力産業の健全性に依るところが大きい。電力産業が過去の

呪縛から逃れないない以上、この健全性を判断する前提として、電力産業が歴史的に形作

ってきた営業構造を客観的に捉えておく必要がある。 
このようなことを踏まえて、本章においては「家庭用」「産業用」という料金体系の

もとで構築された電力産業経営の基本構造を、料金収入と費用負担の観点から歴史的に解

明することを目的する。 

 

2.2 方法 
この研究を進めるためには、まず需要先別の営業収益とそれを稼得するために支出し

た営業費用を把握すること、さらに需要先別の営業利益を推計する必要がある。 
そのために本研究では、需要家が負担する「実勢価格」の水準(A)を「家庭用」「産業

用」の部門別に割り出し、これと電力産業が支出した「実勢費用」の水準(B)と比較する

という分析アプローチを考案した。 
具体的には、電気事業連合会（電事連）が加盟各社から集めた発電および需給実績、

損益計算書や貸借対照表などの財務諸表といった電気事業に関する統計データを使う。こ

れは電事連（2018）の web サイトで公開されている。このデータベースから得たデータ

を使い、電力需要を「家庭用」と「産業用」に区分し、その需要別の収支の推計を試み

る。 
推計方法の詳細については、手法の説明と推計結果を近接させたほうが分かりやすい

と考え、後述することとした。 
なお、本研究における「家庭用」とは、電力統計で「電灯」に区分にされる電力需要

とそれに対応する収益（売上高）を指す。また「産業用」とは同じく「電力・特定規模」

に区分にされる電力需要とそれに対応する収益のことである。 
  また、電力各社の 2016 年度の「有価証券報告書」を用いて、小売り完全「規制緩和」

直後の事業活動の分析し、規制状態における企業活動と対比しつつ、その特徴や課題抽出
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を試みる。  
 
2.3 日本の電力産業の需要構造分析 
2.3.1 日本における需要別電力需要と収益 

日本の電力産業は、構造的には、(1)発電・高電圧送電システムと(2)低電圧配電システ

ムから構成されている。前者(1)は、産業用電力を直接に供給し、かつ後者(2)を介して家

庭用電力を供給する。 
まず、2015 年度のデータを用いて「家庭用」、「産業用」それぞれの電力需要とそれぞ

れの収益を見てみよう（図 2.1） 
 

 
図 2.1 需要別電力需要・収益の比較（2015 年度） 

出所：電事連（2018）を基に筆者作成 
 
2015 年度に日本で消費された電力総量は、797.1 TWh であり、このうち「家庭用」に

あたる電灯需要は 266.9 TWh、「産業用」にあたる電力需要と特定規模需要を合わせた需

要は 530.2 TWh であった。需要シェアでみると、家庭用 33％、産業用 67%である。 
ここにおいて、「家庭用」部門からの電灯料金収入は 6 兆 4601 億円であり、「産業用」

部門からの電力料金収入は 9 兆 3556 億円、両者を合わせた電力料金収入総計は 15 兆

8157 億円であった。収入側でみたシェアは、家庭部門 41％、産業部門 59%となる。つ

まり、日本の家庭は、全電力の 33％しか消費していないにも関わらず料金総額の 41％を
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負担していることになる。これに対して産業部門は電力の 67%を消費しながら料金負担

は総額の 59%に止まっているのである。 
要するに、現在の日本の電力料金は「家庭用」規制料金が「産業用」に比してより負

担の重い「二重価格」となっている. 
 

2.3.2 日本における電力料金決定方式：レートメーク 

「家庭用」規制料金の算定法は、資源エネルギー庁の公表資料によれば、つぎのよう

なものであった。（資源エネルギー庁 2013）（資源エネルギー庁 2011） 
(1)人件費、燃料費、修繕費、減価償却費、公租公課、購入電力料、その他経費を加えて

「営業費」を積算し、これに「事業報酬」を加える。 
(2)前項(1) から他社販売電力料や託送収益など電気事業を行う上で得られる料金収入以外

の収益（「控除収益」）を除いて、「総原価」を算定する。 
(3)総原価を各発電費（水力、火力、原子力、新エネ等）、送電費、変電費、配電費、販売

費、一般管理費等の９部門への整理した後、(A)送電・高圧配電関連費用と(B)それ以外

の費用に整理し、(C)低圧需要関係費用のみを集計した上で、小売規制料金を決定す

る。 
以上が「電気事業法」で規定される規制部門の電気料金単価の設定手順である。これ

がいわゆる「総括原価方式」と呼ばれる料金決定方式であり、そのうち規制料金の設定を

「レートメーク」と称している。（資源エネルギー庁 2013） 
料金構成における「家庭用」と「産業用」の部門区別それ自体は経済合理性に背くも

のではない。なぜなら、両部門のコスト構造が異なっており、それを料金に反映すること

は十分に経済合理的だからである。すなわち、「家庭用」低圧電力は、発電所から高圧送

電網を経由し、さらに低圧配電網を通して需要家に届けられる。したがって、その料金算

定にこれらの要因を加算し、その結果、「産業用」の高圧需要料金より割高に設定するこ

と自体は、決して不合理ではない。むしろ、そのほうが受益者負担の原則（公平性）に適

っている。 
ところが、その「レートメーク」による料金設定の運用が真に「妥当かつ合理的に実

施される」という保証はない。むしろ、実際の料金設定にさまざまな政策的思惑が競合的

に持ち込まれるというのが実態である7。 
  

 
7 高野（2004）は、料金規制下の電気通信事業における認可料金について、政策的な恣

意的誘導が持ち込まれた可能性について論じている。 
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2.3.3 二重価格の推移 
料金水準の歴史的推移をみておく。つぎの図 2.2 は、料金水準の歴史的変動を示す政府

の公開資料である。（資源エネルギー庁 2011） 
 

 
図 2.2 一般電気事業者の電気料金の推移（1951 年度～2010 年度） 

出所：資源エネルギー庁（2011） 
 

図 2.2 が示すとおり、日本の電力政策は、上記の二重価格構造を第２次世界大戦後一貫

して実施してきたのであり、＜産業用料金を規制対象外に移す＞という（部分的）改変の

ほうがむしろ最近のできごとである。ここから明らかなように、電力産業の営業構造には

このような「家庭用」と「産業用」の 2 階建ての価格体系がしっかりと組み込まれてい

る。 

しかし、電力産業の営業構造とその歴史的推移を知るためには、図 2.2 の情報（電力料

金水準）だけでは足りず、このほかに費用面の情報を取得しておかなければならない。 
 
2.4 費用分析の結果 

そこでまず、発電、変電、送電を通じて最終的に需用者が受電するまでに支出された

「総費用」を推計し、この「総費用」単価(a)と図 2.2 に示された「家庭用」販売単価(b)
および「産業用」販売単価(c)という三要因の関係を明らかにしよう。 
 
2.4.1 「家庭用」及び「産業用」売上単価と「総費用」単価の推計 

本研究の分析は、基本的に電事連データベースにもとづいている。ここでは、そこか

ら損益計算書と電灯・電力需要を抽出する。 
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まず損益計算書に記載される「電気事業営業収益」のうち、「電灯料」収入を電灯需要

で除して「家庭用」収益単価を求め、「電力料」収入を電力需要と特定規模需要の合計で

除して「産業用」収益単価を求めることとした。これは、図 2.2 で資源エネルギー庁が採

用した推計方法と同様である。ただし、データベース収載が 1963 年度からとなっている

ので推計のスタートもそこになっている（以下同じ）8。つぎに「総費用」単価は、同じ

く損益計算書に記載される「電気事業営業費用」を電力総需要（電灯需要、電力需要、特

定規模需要の合計値）で除して求めている。 
ただし、損益計算書の「電気事業営業収益」には他社販売電力料や託送収入、貸付設

備収入などの電力料金収入以外の収入も含まれているため、これらは例えば他社購入電力

料や送電費、貸付設備費用など相応する費用から控除することにした。 
なお、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（再エネ

特措法）」による「交付金」については直接的な電力事業収益ではない。同じく同法に基

づく「納付金」についても発送電に要する費用と見なすことができない。このため、交付

金は収益から、納付金は費用から、それぞれ差し引いておく。 

 

 
図 2.3 需要別収益単価と総費用単価の推移 

出所：電事連（2018）を基に筆者作成 
 

 
8 電事連のデータベースでは、沖縄電力のデータ収載は 1889 年度以降となっている。従

って、本研究で扱う全社合計および全社平均は 1988 年度までは沖縄電力を除く 9 社とし

ている。 
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以上のように整理したうえで、「家庭用」収益単価、「産業用」収益単価そして「総費

用」単価を推計し、その推移を図示したものが、図 2.3 である。この図から、「産業用」

収益単価は、20 世紀中「総費用」単価と同一ないしやや上回る水準で推移していたが、

今世紀に入ると「総費用」単価を下回る水準に陥ったこと、しかもその損失がトレンドと

して定着し、年とともに増大する傾向にあることが分かる。 
2000 年 3 月までは「産業用」料金も認可制のもとにあり、実際の収益単価も認可料

金と同水準にあったとみなせる。全量規制の時代には、「産業用」収益単価の認可基準は

「総費用」単価のレベル、すなわち採算割れを生じる直前の水準に設定されていたことが

わかる。 

図 2.3に表れたもう一つの重要な事実は、「家庭用」収益単価が「総費用」単価を大きく上回り、
しかも両単価の差がほぼ一定の幅を保って推移していたことである。このことから、日本の電力産

業は、結果的に、認可料金制度の下で利潤の大半を「家庭用」電力需要から継続的に確保してい

たといえる。 
つまり、経年的な実績で見るかぎり、日本の電力産業は「産業用」の料金を、総費用を丁度回収

する水準に抑え、専ら「家庭用」の料金収入から大きな利益を上げる営業構造を構築してきたとみ

てよい。 
 

2.4.2 家庭用部門及び産業用部門から上げた利益の推計 

「家庭用」と「産業用」それぞれの需要先別の営業利益は、前節で示した「家庭用」「産業用」そ

れぞれの収益単価と「総費用」単価の差額に、それぞれの需要量を乗ずれば推計できる。しかしこ

の方法は、推計値（単価差額）に実績値を乗ずる操作であり、ある種の曖昧性を免れない。 
その曖昧さを除く方法がある。すなわち、まず年度毎の「総費用」を「家庭用」・「産

業用」の各部門の需要量に比例配分して、部門別の費用支出を算定する。そして、この部

門別費用支出を、「家庭用」・「産業用」の部門別収益から差し引いて、電力需要が部門別

に上げた営業利益を求めることにした。これによって、すべて実績値による評価となる。

この推計方法で得られた結果を図示すると、図 2.4 のようになる。 
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図 2.4 需要別営業利益の推移 

出所：電事連（2018）を基に筆者作成 

 
図 2.4 からも、日本の電力産業は「家庭用」需要から持続的に大きな営業利益を得てき

たことが見て取れる。それに対して、「産業用」への売電は、かつてかなりの営業利益を

もたらした時期（主に 1980 年代）もあったが、「家庭用」需要に比して比較にならない

ほど利幅が薄く、21 世紀に入ってからはついに損失を生じるに至った。 
要するに電力会社にとって家庭部門への売電は、かつては利益を一層厚くするための方途であ

ったが、いまや産業部門への売電（全体の 2/3）で生じる損失を補填した上で、企業総体の黒字を
確保するための唯一の収入源となっているとみなせる。 
 
2.5 財務会計ベースで見た需要先別利益 

前節では、総費用を「家庭用」と「産業用」に需要量に比例して配分して、営業利益

を求めた。本節では、財務会計で一般的に行われる「費用」と「収益」を対応させて損益

計算を行う場合を考えてみる。この場合、総費用がここでは「家庭用」部門には割高に、

「産業用」部門には割安に配分されることになる。 
すなわち、2.2.2 の「レートメーク」で説明したとおり、「低圧配電費用」分は「産業

用」コストから控除され、それを「家庭用」コストが負うことになる。この結果、総費用

のうち「家庭用」需要に充当される費用が相対的に高くなる。したがって、「家庭用」・

「産業用」部門別の需要に計上される営業利益も、この上乗せ分（費用移転分）に応じて

「家庭用」が減り、「産業用」が増えることになる。 
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このような収支分析は事業経営に必要不可欠であって、電力各社の内部では日常的に

行われているはずだが、これまで外部に公表されることはなかった。しかし近年、資源エ

ネルギー庁は、「一般電気事業部門別収支計算規則」において義務づけられた規制緩和部

門での「当期純損失額」の公表に併せて、部門別収支を web サイトで公表するようにな

った。（資源エネルギー庁, 2018） 
ただし、そこには直近の 6 年度分しか載っていない。そこで、この公表データに、資

源エネルギー庁が内閣府「消費者委員会」に提出した資料（資源エネルギー庁, 2012）か

ら得られるデータを加えて、2006 年度以降の通算 10 年間における推移を再現してみ

た。その結果を示したものが図 2.5 である。 
 

 
図 2.5 財務会計ベース需要別営業利益の推移 

出所：資源エネルギー庁（2018）、資源エネルギー庁（2012）を基に筆者作成 
 

財務会計ベースの分析でも「産業用」は「家庭用」に比べて大きな利益は上げていな

い（2015 年度は格別）。（東日本大震災のあった）2011 年から 2013 年においては重大な

損失生成部門になっていることは明らかである。このような現状に至った根本的な原因

は、すでに述べたように、「産業用」単価が総費用単価を下回るところにある。 
 

2.6 完全小売り「規制緩和」後の営業構造 
では、2016 年 4 月 1 日以降どのような変化が電力産業に起きたのか？完全規制緩和の

圧力はいかなるものだったのか？この問題に焦点を当てて、規制緩和前の 2015 年度と直

後の 2016 年度の営業業績を比較してみよう9。 

 
9 2016 年度は東京電力を除く 9 社平均。東電は 2016 年に分社化して、以後東京電力ホ

ールディングスの財務諸表のみが公表され、全体のデータは公表されなくなった。 
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販売単価では、「家庭用」単価が 24.2 円/kWh→21.1 円/kWh となり、3.1 円/kWh の大

幅下落となった。これに対して「産業用」単価は 17.6 円/kWh→16.0 円/kWh と 1.6 円

/kWh の下落に止まっている。この両者の加重平均である平均販売単価は 19.8 円

/kWh→17.7 円/kWh となり、全体の下落幅は 2.2 円/kWh となっている。 
以上に対して、「総費用単価」はどうなったか。これも 18.3 円/kWh→16.7 円/kWh と

1.6 円/kWh 縮減している。この下げ幅は「産業用」単価のそれと同じである。 
結果的に、既存の電力産業は、総体として、それまで稼いでいた「家庭用」から大き

な営業利益を吐き出した。しかし、総費用を削減したことによって、電力産業はかろうじ

て利益を確保できた。これが完全小売り「規制緩和」直後の営業構造であったといえよ

う。 
 

 
図 2.6 2015 年度と 2016 年度の営業実績の比較 

出所：電事連（2018）、電力各社「有価証券報告書」を基に筆者作成 
  

ところが、この急速なコスト低下には問題がある。関西電力㈱を対象として費用の下

落を考察すると、その主要因は火力発電費（6.8 円/kWh→5.5 円/kWh）の低下であるこ

とが分かる。この下落は、天然ガス、石炭、原油というエネルギー資源価格の低迷を反映

したものと考えるべきである。 
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図 2.7 2015 年度と 2016 年度の発電単価内訳の比較（関西電力） 

出所：関西電力「有価証券報告書」2015 年度及び 2016 年度版を基に筆者作成 

 
さらに、「家庭用」の大幅下落が、直接「家計」に恩恵を与えたわけでもなかった。経

済産業省（2017）によると、完全規制緩和から１年経過した、2017 年 3 月 31 日時点

で、規制緩和の「進捗状況」は、大手電力が 2016 年 3 月末に持っていた一般家庭等の通

常の契約口数（約 6,253 万件）をベースとして、＜大手電力から新電力への契約先の切

替え（スイッチング）＞の件数は約 4.7%（約 295 万件 ）、＜大手電力の自社内の契約切

替え＞（規制→自由）の件数は約 4.1%（約 258 万件）、合わせて約 8.8%（約 553 万件）

となっている。 
 販売価格の大きな下落は、これらの契約のうち、＜自社内の契約切替え＞（規制→規制

緩和）で起こっていた。「家庭用」の範疇には、50kW 未満の低圧需要の「産業用」も含

まれている（脚注 6 参照）。東京電力と関西電力は、これらの低圧需要を含む大口顧客

（日本郵便や大手コンビニチェーンなど）の電力調達をめぐって、壮絶な「値引き合戦」

を演じた。就中、日本郵便の競争入札では、前年度（低圧規制下）の販売額を約 3 割も

下回る驚異的な落札額となった、と山根（2017）は報道している。 
「家庭用」の販売価格の下落にはこうした背景があったのである。 

 
2.7 結論 

本章の目的は、「家庭用」「産業用」という料金体系のもとで構築された電力産業経営

の基本構造を歴史的に解明することであった。 
完全規制下においては、経年的な実績で見るかぎり、日本の電力産業は「産業用」の料金を、

総費用を丁度回収する水準に抑え、専ら「家庭用」の料金収入から大きな利益を上げる営業構造

を構築してきたとみてよい。（図 2.3） 
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さらに、電力産業にとって家庭部門への売電は、かつては利益を一層厚くするための方途であ

ったが、大口電力が規制緩和されて以降 2003 年度からは、「産業用電力」（電力需要の 2/3
を占める）の収支が一貫して赤字であり、「家庭用電力」（需要の 1/3 しか占めない）の収

支が大幅な黒字となっている。そして、後者が前者を補填して電力産業全体の営業利益が

確保される営業構造となっている。（図 2.4） 
 
ただし、日本と同様な電力価格体系をもつ国がないのではない。例えばヨーロッパ諸

国においては、ドイツでは徹底した産業優先の料金体系が敷かれている。これに対し、イ

タリアでは「家庭用」「産業用」の負担格差はほとんどみられない。英国はその中間の料

金体制となっている。（資源エネルギー庁, 2011） 
 
電力供給は、通信、交通、鉄道、上下水道、医療など基幹となる社会資本を十全に機

能させるために必要な「社会資本中の社会資本」である。さらに、産業界も固定動力はほ

ぼすべて電力に依存している。このため「安定供給」が最大の使命とされ、需給は千分の

1 秒ないしそれ以下の時間幅で一致している必要がある。この安定供給を実現するには、

発電所から変電所、高圧送電網、低圧配電網に至る膨大な「設備」を必要とする。これら

設備を維持し更新していくためには、電力産業の事業体としての健全性の確保が必須とな

る。 
一方で、電力の購買価格には、雇用者所得と企業利潤からなる国民所得（～支払い能

力）に応じた負担限界が厳然と存在する。その枠組のなかで、日本の電力産業において

も、“事業体としての収益性確保”と“購買価格に対する制約”との調整を「市場」に委

ねる試みが本格的に始まっている。 
価格破壊の圧力にさらされた既存の電力産業が、必要最低限の安全化投資やメンテナ

ンス費用などまで削ることになると、安定供給自体が脅かされる。この段階に至ると、需

要者としては、規制時代にいや増して電力価格の「適正」性に最大限の関心を払う必要が

ある。 
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第 3 章 日本の電力産業における発電部門別事業収支 
 
3.1 背景、目的 

本章は、第 1 章の図 1.1 を電力産業において描くための前段階として、電力産業におけ

る実質的富Ⅰ（Wealth I）と実質的富Ⅱ（Wealth II）を貨幣価値的に把握することを目

的とする。 
 
日本の電力産業は、国際エネルギー機関（International Energy Agency）の示すとこ

ろによれば供給されたエネルギーの約４割を需要する10基幹産業中の基幹産業であり、そ

の態様いかんによって、日本の産業活動と国民生活は多大な影響を受ける。また、電気エ

ネルギーというエクセルギー（有効エネルギー）そのものを「商品」として取り扱うため

に、ミリ秒単位の需給ミスマッチさえ許されない特殊な産業部門である。 
一方、電力産業は、地域独占の公益事業として市場的価格競争を免れ、いわゆる「総

括原価」にもとづいて一定の利潤が予め保証されてきた。このような業態については、か

ねてからさまざまな疑問が提起されてきた。さらには福島原発震災以降、その損害賠償や

収束策、原発再稼働などをめぐって世論の厳しい批判を浴びるに至ったが、改善は遅々と

して進んでいない。 
第 2 章で見たように、日本の電力料金は、認可を必要する「家庭用」規制料金と、そ

れが不要な「産業用」規制緩和（規制なし）料金の二重構造をとってきた。これが 2016
年 4 月からは「家庭用」も認可制を解かれ、完全に規制緩和されるという大きな政策転

換が図られた。 
電力供給は営利事業でありながら、社会に大きな効用をもたらす公益事業でもある。

その場合、電力の安定供給は、電力産業の財務的健全性に依るところが大きい。 
日本の電力産業は「産業用」にも認可制が敷かれていた時代から、電力供給の地域独

占を担うことを前提として設備投資と人員配置という経営資源を配置し、その営業構造を

組み立ててきた。このため、電力会社が規制緩和に対応して経営安定化ために資本構成の

効率化を図ろうとしても、過去から形作られた営業構造が容易にそれを実施させない阻害

要因になる可能性がある。こうしたことを踏まえて、電力産業の経営的健全性を判断する

前提として、電力産業が歴史的に形作ってきた営業構造を客観的に捉えておく必要があ

る。 
果たして、電力産業にはどのような営業構造が埋め込まれているのだろうか。 
これを解明するためには、次の基本的な設問にすべて答えるだけの分析が必要であ

る。 
①電力産業はどれほどの商品（電力）を「生産」したのか？（発電電力量の解析） 
②需要者はどれほど電力を「消費」したのか？（需要電力量の解析） 
③電力産業は電力生産のためにどれほどの「経費」を支出したか？（営業費用の解析） 
④需要者は電力の「購入」にどれほどの負担をしたか？（営業収益の解析） 

 
10 IEA （2019）には、2016 年に日本で生産又は輸入されたエネルギー454.2MTOE の

うち、発電部門は 189.6MTOE を需要していることが示されている。 
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⑤電力産業はその結果どれほどの「利潤」を上げたのか？（営業利益の解析） 
ところが不思議なことに、これらの諸課題を意識的に設定した実証的解析が、筆者の

知る範囲ではこれまで現れなかった。この欠落の影響は大きく、たとえば原子力発電をめ

ぐる推進、反対の両論とも「事実認識のレベルでの共通了解」さえ形成することなく推移

してきたように思われる。 
本研究は、上記の設問に水力、火力、原子力という主要な発電部門に即した解析結果

を与えることを目的する。これによって、可否論議の基礎となる実態分析を提供し、さら

には発送電分離による電力小売り「完全規制緩和」以降、電力産業がどのような動向を示

すかに関しても有効な分析視座を与えることを期したい。 
 

3.2 方法 

電力産業の業績評価については、主に株式投資や債券格付けなどを決定することを目

的とした膨大な分析結果が残されている。したがって、これらは全社的な財務分析の観点

からなされており、当然のことながらその分析視野は発電部門別の実績を解明する段階に

は及んでいない。 
他方、発電部門別のコスト分析は、企業経営の観点からではなく、専ら発電部門各々

の「効率性を計測する」という観点から以下に挙げたような研究がなされてきた。 
この分析の測定基準として用いられたのが「均等化発電原価（LCOE：Levelized Cost 

Of Electricity）」といわれるものである。これは発電所の設計、建設から運営、廃止に至

るまでのすべてのコストを算定し、生涯発電量で除して求める。 
これを求める手法として、発電規模を「想定」し、LCOE を算定するモデルプラント

方式が先行していた。これは現在でも経済協力開発機構（OECD, 2015）や電気事業連合

会（電事連, 2013）が採用している。 
これに対して、室田（1993）はこの LCOE を求めるための画期的な手法を開発した。

彼は LCOE を「有価証券報告書」から抽出した電力量や決算値などの「実績値」を使っ

て求めたのである。これによって、OECD や電事連が採用する、発電規模を「想定」し

原価を推計する従来のモデルプラント方式に比べ、推計値が「実勢価格」により近づくこ

とになった。 
室田の推計方法は、大島（2010）の研究にも引き継がれ、社会的費用を加えるなどよ

り精緻化され、より長期間にわたる分析も行われている。また、松尾・山口・村上

（2013）グループもこの方式でコスト算定に取り組んでいる。 

たしかにこの分析方式は、水力発電、火力発電、原子力発電といった発電部門固有の

コストパフォーマンスを算定するのに適している。 
しかし、この算定方式にもなお限界があり、分析対象は事業報酬込みの「送電端」単

価の段階にとどまる。それがなぜ不十分かというと、この LCOE 段階の送電端単価だけ

では、実際に需要者が支払う費用の負担総額を把握することができないからである。すな

わち、送電端価格に、送電、変電、配電という経路を経て需要端に至るまでに投じられた

費用をすべて上乗せしてはじめて、需要者が実際に負担する費用総額になるからである。 
この問題点をカバーするために、本研究では次のような分析アプローチを採った。 
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①電事連が web サイトで公開している、加盟各社から集めた発電および需要実績、損

益計算書や貸借対照表などの財務諸表といった電気事業に関する統計データと各社

の有価証券報告書を用いて、 
②発電および需要実績から、発電量、送電端電力量、需要端電力量に整理して各段階

の電力量を把握する。 
③さらに、財務諸表から需要家が負担する「実勢価格」の水準(a)を割り出し、 
④これと電力産業が支出した「実勢費用」の水準(b)と照合する。 
⑤(a)と(b)の差として、営業利益(c)を算定する。 

 
3.2.1 発電部門ごとの発電端から需要端に至る各段階の電力量算定 

電事連が web サイトで公表する電事連（電力統計情報）には、沖縄を除く北海道・東

北・東京・北陸・関西・中国・四国・九州の電力各社と 9 社計のデータが 1963 年度か

ら、また沖縄電力および 10 社計のデータが 1989 年度から保存されている11。 
ここからまず他社受電を含む発電電力量と供給電力量を抽出し、以下の方法で、発受

電から需要端での供給に至るまでの各段階の電力量を発電部門別に算定することとした。 
なお、算定期間は、電事連加盟企業での原子力発電の本格稼働を考慮して 1970 年度か

ら最後のデータが取得できる 2015 年度までの 45 年間としている（以下同じ）。 
①発電電力量・受電電力量： 

①－Ⓐ水力発電電力量：「自流式発電」と「貯水池式発電」の合計発電電力量を計上 
①－Ⓑ火力発電電力量：「汽力発電」「ガスタービン発電」「内燃力発電」の合計発電電

力量を計上 
①－Ⓒ原子力発電電力量：発電電力量を計上 
①－Ⓓ新エネルギー等電力量：発電電力量を計上 
①－Ⓔ他社受電電力量：「他社受電」電力量に「一般電気事業者間融通（差引）」分を

加算または減算した電力量を計上 
②所内消費電力量：①－Ⓐ～①－Ⓓのそれぞれの発電方式おいて発電所内で消費した電力

量（＝発電に要した電力量）を計上 
③発電端電力量：①－Ⓐ～①－Ⓓで計上した発電方式それぞれの「発電電力量」から②で

計上した発電方式それぞれの「所内消費電力量」を控除した電力量と、

①－Ⓔの他社受電電力量を計上 
④発電端分担率：③で求めたそれぞれの発受電部門の電力量の比率 
⑤揚水式純消費電力量：「揚水式発電電力量」から「揚水用電力量」を控除した電力量を

計上（ここで電力の消費＝純損失が生じるために、送電端電力量

が発電電力量より減衰する。） 
⑥送電端電力量：③で求めた「発電端電力量」の総量から⑤で求めた「揚水式純消費電力

量」を控除した電力量を、④で求めた「発電端分担率」で比例案分して

求めた発受電方式それぞれの電力量を計上 

 
11 従って、本研究で扱う全社合計および全社平均は 1988 年度までは沖縄電力を除く 9 社

としている。 
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⑦総合損失電力量：「送電損失電力量」と「変電所内消費電力」の合計電力量（＝⑥「送

電端電力量」合計と⑧「需要電力量」の差）を計上 
⑧需要電力量：電力統計で示される「需要電力量」を実量で計上 
⑨需要端電力量：⑧で求めた「需要電力量」を④で求めた「発電端分担率」で比例案分し

て求めた発受電部門それぞれの電力量を計上 
⑩発電端→需要端変換率：⑨で求めた「需要端電力量」を③で求めた「発電端電力量」で

除した比率 
なお、本項の分析は、第 1 章の図 1.1 に示す、実質的富 I（Wealth I）の電力産業にお

ける産出過程にエネルギー量的な評価を与えることになる。 
 
3.2.2 発電部門別の電気事業収益の算定 

電力産業が需要者に届ける電力は、昼間の高需要時から深夜の低需要時に及ぶ電力の

需要変動に対応しながら、かつ十分な事業収益が確保できるよう電源構成を選択するとの

建前（いわゆる「ベストミックス」）のもと、設備投資を行って各発電部門が産出した電

力を合成したものである。 
これらの事実を踏まえると、3.2.1 項の④において示したように発電端における発電部

門別の発電実績から部門別の分担率が求められる。この部門別シェアに応じて、需要端に

おける電力総需要（＝供給実績）を分配すれば、発電部門別の需要端における供給電力量

となる。この計算結果を使って以下の手順で各発電部門が上げた電気事業収益を推計する

こととした。なお、ここにおいても電気事業者ごとに年度を区切った発電部門別発電量に

即して当該発電部門の収益をまず算定し、それを合計して集計値を求めている。こうする

ことで、各電気事業者の発電部門ごとの収益を、当該年度の電源構成に則したかたちで算

定することとした。 
①「損益計算書」から次の「経常収益」を抽出する。 
ⓐ電灯料 ⓑ電力料 ⓒ地帯間販売電力料 ⓓ他社販売電力料 ⓔ託送収益 
ⓕ事業者間精算収益 ⓖ再エネ特措法交付金 ⓗ電気事業雑収益 ⓘ貸付設備収益 

②「経常収益」を「電気事業収益（ⓐ電灯料＋ⓑ電力料の合計）」と「附帯収益（それ以

外のⓒ地帯間販売電力料～ⓘ貸付設備収益）」に分離する。 
③②で求めた「電気事業収益」に、3.2 節の④で求めた「発電端分担率」（前節表１の

④）を乗じて、発電部門ごとの電気事業収益を算定する。 
④附帯収益については、その収益勘定（科目）に応答する費用勘定（科目）と相殺して費

用側に計上する。（3.5.1 項の②、③参照） 
⑤③で求めた「電気事業収益」を 3.2 の⑨で求めた「需要端電力量」で除して、「収益単

価」を算定する。 
本項の分析は、前項で把握した電力産業が社会経済に提供した電力という実質的富 I

（Wealth I）の反対給付として受け取った貨幣価値を推計することになる。 
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3.2.3 営業費用算定における二つのアプローチ 
本研究においては、電気事業の営業費用を算定するにあたり、「損益計算書」から営業

費用を抽出する標準的な算定手法に加え、「貸借対照表」のデータも活用する算定手法を

考案し、二段階の縦深的分析アプローチを用いることにした。 
その理由は、各発電方式に要した「実勢費用」のうち「設備投資に要した費用」と原

子力発電に固有な「核燃料の購入に要した費用」を算定するためには、損益計算書のデー

タだけでは不十分という問題点があるからである。この制約を超えた解明こそ本章の基本

的な目標である。 
電力事業の財務会計システムでは、設備投資と核燃料購入に投じた先行投資を①いっ

たん「貸借対照表」の「資産」に計上しておき、②後年度に「減価償却費」と「核燃料費

（＝核燃料減損額）」という項目で費用化し、順次（分割的に）回収する、という処理を

行う。 
本研究ではここに着目して、設備投資と核燃料資産の購入にどの程度の先行支出があ

ったか推計することにした。それには損益計算書の「減価償却費」及び「核燃料費」のデ

ータに、「貸借対照表」の「固定資産」及び「核燃料資産」のデータを組み合わせること

により、先行支出の額そのものを評価できると考えた。本研究ではこれを【現金支出ベー

ス】のアプローチと呼ぶことにする。 
さらに、この損益計算書ベースと現金支出ベースの二つのアプローチから得られた算

定結果を比較することよって、「先行投資をどこまで回収し得たか」を推定することがで

きると考えて、この課題にも取り組むこととした。 
 

3.2.4 損益計算書ベース・アプローチでの費用算定 
3.2.4.1 発電部門別の直接費用と共通費用の解明 

本目では、水力、火力、原子力といった発電部門がどの程度の営業費用を負担して需

要先まで電力を届けているか算定することをめざす。このため、営業費用を各発電部門に

固有に発生する「直接費用」と、送電、配電に要する費用など発電部門から需要先に至る

まで発生する「共通費用」に区分けし、次の手順で解明することした。 
①損益計算書から、次の電気事業「経常費用」を抽出する。 
❶水力発電費 ❷汽力発電費 ❸原子力発電費 ❹内燃力発電費  
❺新エネルギー等発電費 ❻地帯間購入電力料 ❼他社購入電力料 
❽送電費 ❾変電費 ❿配電費 ⓫販売費 ⓬休止設備費 ⓭貸付設備費 
⓮一般管理費 ⓯再エネ特措法納付金 ⓰電源開発促進税 ⓱事業税 
⓲電力費振替勘定（貸方） 

②発電部門別「直接費用」（以下）と 
Ⓐ水力発電費：❶水力発電費 
Ⓑ火力発電費：❷汽力発電費＋❹内燃力発電費の合計 
Ⓒ原子力発電費：❸原子力発電費 
Ⓓ新エネルギー等発電費：❺新エネルギー等発電費 
Ⓔ他社購入受電費：❻地帯間購入電力料－（3.2.2 項の①）ⓒ地帯間販売電力料＋ 
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❼他社購入電力料－（3.2.2 項の①）ⓓ他社販売電力料の合計 
③電気事業「共通費用」に分離し、 
④収益側に応当する勘定があるものは、相殺して費用側に計上する（以下）12。 

Ⓕ送電費：❽送電費－（3.2.2 項の①）ⓔ託送収益の合計額 
Ⓖ変電費：❾変電費 
Ⓗ配電費：❿⑩配電費 
Ⓘ販売費：⓫販売費  
Ⓙ休止設備費：⓬休止設備費 
Ⓚ貸付設備費：⓭貸付設備費－（3.2.2 項の①）ⓘ貸付設備収益の合計額 
Ⓛ一般管理費：⓮一般管理費－（3.2.2 項の①）（ⓕ事業者間精算収益＋ⓗ電気事業雑収

益）の合計額 
Ⓜ事業税：⓱事業税 
Ⓝ電力費振替勘定（貸方）：⓲電力費振替勘定（貸方） 

⑤「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（再エネ特措

法）」による「⓯再エネ特措法納付金」とこれに対応する収益である第３項の①「ⓖ再エ

ネ特措法交付金」については、直接的な電力事業費用及び収益ではないので、それぞれ費

用と収益に別途計上する。 
⑥⓰電源開発促進税は、発電部門別配賦額を別途に算定する。（3.2.4.3 目を参照） 
 
3.2.4.2 電気事業「共通費用」の発電部門への配賦 

前項③で抽出した電気事業「共通費用」を合計（前項⑥Ⓕ～Ⓝの合計）し、3.2.1 項の

④で求めた「発電端分担率」（表 3.2 の④）を乗じて、各発電部門への配賦額を求める。 
 

3.2.4.3 電源開発促進税の発電部門別費用への配賦 
電源開発促進税は、「原子力発電施設、水力発電施設、地熱発電施設等の設置の促進及

び運転の円滑化を図る等のための財政上の措置並びにこれらの発電施設の利用の促進及び

安全の確保並びにこれらの発電施設による電気の供給の円滑化を図る等のための措置に要

する費用に充てるため」と使途が特定された、「一般電気事業者の販売電気に」課される

目的税である（電源開発促進税法第１条）。 
その税率は算定時点で 1,000kWh 当たり 375 円（1kWh 当たり 0.375 円）であり、内

税方式で需要者が負担し、電気事業者が納税することになる（同法第３条）。このため、

電気事業者の損益計算書には「費用」として計上されている。 
いっぽう、その使途については、毎年度の政府当初予算で特定されることになる。 
本研究では、電源開発促進税が上述のように政府予算によって使途が特定される従量

間接税であること及び損益計算書に費用計上されることに鑑み、これを特定の発電部門を

 
12 いわゆる「総括原価方式」では、次の算式で「総原価」を算定することになってい

る。 「総原価」＝「適正費用」＋「公正報酬」－「控除収益」 
計上の相殺分はこの「控除収益」にあたる。なお、資源エネルギー庁（2011）を参

照。 
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維持するために需用者が負担する費用と位置づけて、各発電部門に次の手順で配賦するこ

ととした。 
①源開発促進税を「立地費用」と「開発費用」に区分して、発電原価に加えるという整理

をした大島堅一（2010）の研究成果を応用し、同書の 39 ページに示された表１－３の

数値により、各年度の同表の左欄に示された項目の予算構成比率を算出する。また大

島研究にない 2008 年度～14 年度までは、同研究と同様な分類で仕訳をする13。 
②「立地」については、同じく同書 36 ページの表１－２に示された比率で、同表の左欄

に示された項目にさらに再分配し、修正比率を算出する。 
③①と②を合計して、合成比率を算出する。 
④③に各年度の電源開発税納付額を乗じて、各項目の配賦額を算定し、発電部門別に整理

して配賦する。 
以上の算定手順を経て算出した結果は、表 3.1 のようになる。 

 このように電源開発促進税を配賦すると、水力発電部門と原子力発電部門を持たない沖

縄電力にもこの部門の費用が発生することになる。しかし、これは国の電力政策による費

用発生であり、沖縄電力管内の需用者にはその分の超過負担が生じていると考えることが

できる14。このため、本研究では補正を加えず、沖縄電力においても両部門に電源開発促

進税を配賦する取り扱いとした。 
表 3.1 電源開発促進税配賦総括表 

 
出所：筆者作成  

 
13 該当する予算項目については、大島堅一（2010）巻末付録１（pp.265～275）を参照

した。 
14 沖縄における電源開発促進税に関しては、2013 年 7 月の第 180 回通常国会において質

疑が行われている。（衆議院, 2013a）（衆議院, 2013b） 

① ② ③（①＋②）

予算構成比率 立地修正比率 合成構成比率

（億円） （％） （％） （％） （％）

原子力 2,118 45.2% 原子力 68.4% 21.1% 66.3%
石炭 11 0.2% 火力 27.3% 8.4% 8.7%
水力 148 3.2% 水力 3.9% 1.2% 4.4%
新エネルギー 622 13.3% 地熱 0.1% 0.0% 13.3%
省エネルギー 62 1.3% 1.3%
立地 1,443 30.8%
その他 277 5.9% その他 0.3% 0.1% 6.0%
計 4,681 100.0% 計 100.0% 30.8% 100.0%

③（①＋②） ④

合成構成比率 配賦額

（億円） （％） （億円）

原子力 66.3% 162.74 →

石炭 8.7% 322.60 →

水力 4.4% 2,473.67 →

新エネルギー 13.3% 496.68 →

省エネルギー 1.3% 49.39
その他 6.0% 224.13
計 100.0% 3,729.21
注）実際の算定は各年度毎に行い、配賦額はその積算値である。このため、ここで算出した合成構成比率

は参考値となっている。

電源開発促進

対策特別会計
立地比率

電源開発促進

税納付額 経費計上区分

3,729.21

原子力発電直接費用へ計上

火力発電直接費用へ計上

水力発電直接費用へ計上

新エネルギー等発電直接費用へ計上

→ 共通費用へ計上
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3.2.5 現金支出ベース・アプローチでの費用算定 
3.2.5.1 現金支出ベース・アプローチの必要性 

各電源や送配電の主要な設備に実際に投じられた資金額を把握するためには、損益計算

書をベースとしたデータから支出の実額をベースとするデータへの組み替えが必須とな

る。 
損益計算書に含まれている「減価償却費」と「除却損」は、現金ベースでは支出されな

い費目である。したがって、損益計算書の「費用」から、一方でこの減価償却費と除却損

を控除し、他方で設備投資額（現金ベースでの支出）を加えるという操作を行う場合にの

み、固定資産取得のために実際に行った現金支出を含んだ費用総額を把握することが可能

になる。 
本研究では、この組み替え操作を施した算定手法を「現金支出ベース・アプローチ」と

規定し、本節においてそれを実施する。 
 

3.2.5.2 核燃料関係の費用計上にみられる特殊性 
原子力発電に固有な「核燃料棒」は、冷媒や触媒などと並び法人税法上の「劣化資産」

とされている。劣化資産とは「生産設備の本体の一部を構成するものではないが、それと

一体となって繰り返し使用される資産で、数量的に減耗し、又は質的に劣化するものをい

う」。（基本通達・法人税法 7－9－1）15 
定期点検時に概ね 1/3 を入れ替える核燃料棒は、「全量を一時に取り替えないで随時補

充する劣化資産」（同 7－9－4）に該当する。 
いっぽう、電気事業会計規則16は「発電に使用するため取得した核燃料（使用済及び再

処理中のものを含む。以下同じ。）は、核燃料勘定をもつて整理し」（第 24 条）、「核燃料

が燃焼により減損したときは、当該核燃料の燃焼度合に応じて適正に減損価額を算定し、

その金額を当該核燃料勘定から減額しなければならない」（第 28 条）と定めている。 
要するに、核燃料は固定資産と同様いったんは貸借対照表の資産の部に「核燃料」とし

て計上され、減損分が燃料費として費用化されて損益計算書に組み込まれることになる。 
核燃料の場合、確かに、一度に費用を計上するとその期の費用計上が過大となる。使用

期間を通じて費用・収益を対応させるという意味では、劣化資産として財務処理するのは

一応合理的である。 
しかし、この「劣化資産として取り扱う」方式では、実際上、投資の実額が非常に把握

しにくくなる。ここに核燃料についても固定資産と同様な現金ベース・アプローチを採用

して、投資額を算定する必要性が生ずる。 
いっぽう、核燃料には「装荷」中のものと「加工中等」のものがある。 
どちらも「総括原価方式」において、「事業報酬」を算出する際のレートベースを構成

する。燃料費として「減損額」が計上されるのは、いうまでもなく「装荷」核燃料であ

る。 

 
15 https://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/tsutatsu/kihon/hojin/07/07_09.htm

を参照。 
16 http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S40/S40F03801000057.html を参照。 
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電気事業会計規則では「加工中等」の核燃料にあたるものとして、①「加工中核燃

料」、②「半製品核燃料」、③（未装荷の）「完成核燃料」、④「再処理核燃料」⑤「雑口」

が上げられている。（電気事業会計規則別表第１） 
④の「再処理核燃料」のように現金支出を伴わない核燃料も含まれるが、それを分離す

ることは非常に困難であることから、本研究では現金支出があったと見なすこととした。 
 
3.2.5.3 設備投資等の状況 

電力産業各社の「有価証券報告書」には「設備投資等の状況」として、核燃料投資を含

め各年度の投資額が掲載されている。これは設備投資の実額と捉えることができる。 
しかし、これには以下の問題がある。 
①2003 年度までは、発電部門や送配電部門など設備種別ごとに投資額が記載されてい

たが、これは拡張工事に限られ、改良工事は一括して計上されている。 
②2004 年度以降は、実績値を採用する企業と計画値を採用する企業に分かれている。 
このような状況であることから、本研究では「設備投資等の状況」記載の投資額を採用

することを断念した。 
 

3.2.5.4 実投資額の算定 
以上を踏まえて、本研究では以下の考察のもとで新規投資額を算定することとした。 

①固定資産の期末残高は、基本的に次の部分から構成される。 
(a)期末残高＝期首残高－（減価償却額＋除却損）＋新規投資額 

すなわち、新規投資額を算定するには、 
(b)新規投資額＝期末残高－期首残高＋（減価償却額＋除却損） 

②本研究では(b)の算式を採用して、新規投資額を算定する。 
③ただし、この値がマイナスとなる場合は、固定資産の純減を意味するので、新規投資額

をゼロとみなす。 
④核燃料も同様に算定し、原子力発電の直接費用に加算する。 

 
3.2.5.5 直接費用及び間接費用への新規投資額の加算 

直接費用及び間接費用への新規投資額の加算は、次の手順で行うこととした。 
①貸借対照表から次の電気事業固定資産と核燃料を抽出する。 
❶水力発電設備 ❷汽力発電設備 ❸原子力発電設備 ❹内燃力発電設備  
❺新エネルギー等発電設備 ❻送電設備 ❼変電設備 ❽配電設備 ❾業務設備 
❿休止設備 ⓫貸付設備 ⓬装荷核燃料 ⓭加工中等核燃料 

②発電部門別直接設備（以下）と 
Ⓐ水力発電設備：❶水力発電設備 
Ⓑ火力発電設備：❷汽力発電設備 ❹内燃力発電設備 
Ⓒ原子力発電設備：❸原子力発電設備 （⓬装荷核燃料 ⓭加工中等核燃料） 
Ⓓ新エネルギー等発電設備：❺新エネルギー等発電設備 

③電気事業共通設備（以下）に分離する。 
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Ⓔ送電設備：❻送電設備 
Ⓕ変電設備：❼変電設備 
Ⓖ配電設備：❽配電設備 
Ⓗ業務設備：❾業務設備 
Ⓘ休止設備：❿休止設備 
Ⓙ貸付設備：⓫貸付設備 

④直接設備、共通設備および核燃料のそれぞれについて、前節(b)の算式を用いて、それ

ぞれの年度毎の「新規投資額」を算定する。 
⑤3.2.4.1 で抽出した直接費用および共通費用のうち「減価償却費」が存在する費用か

ら、「減価償却費」と「除却損」を控除する。 
⑥「直接費用と直接設備」及び「共通費用と共通設備」の対応関係（以下）に留意して、

④で求めた新規投資額を⑤で求めた直接費用及び共通費用に加算する。 
Ⓐ水力発電費：❶水力発電設備 
Ⓑ火力発電費：❷汽力発電設備 ❹内燃力発電設備 
Ⓒ原子力発電費：❸原子力発電設備 （⓬装荷核燃料 ⓭加工中等核燃料） 
Ⓓ新エネルギー等発電費：❺新エネルギー等発電設備 
Ⓔ送電費：❻送電設備    
Ⓕ変電費：❼変電設備 
Ⓖ配電費：❽配電設備 
Ⓗ一般管理費：❾業務設備  
Ⓘ休止設備費：❿休止設備  
Ⓙ貸付設備費：⓫貸付設備 

⑦共通費用については、3.2.4.2 目と同様に、3.2.1 項の④で求めた「発電端分担率」（表

3.2 の④）を乗じて、各発電部門へ配賦する。 
 

以上の推計を通じて、電力産業が所有する図 1.1 に示す実質的富Ⅱ（Wealth II）の貨

幣価値を把握することになる。 
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3.3 解析結果 

3.3.1 発電部門ごとの発電端から需要端に至る各段階の電力量 
3.2.1 の手順を踏んで算定した結果を示すと、表 3.2「段階別電力量総括表（全社計）」

のようになる。 
 

表 3.2 段階別電力量総括表（全社計）（1970 年度～2015 年度） 

 

出所：電事連（2018）を基に筆者作成 
 

これは、電事連加盟各社の電力供給実績を積み上げたものであり、当然のことなが

ら、個別企業の実績は別途算定してある（以下同じ）。 
このように整理して改めて鮮明に認識される要因が、他社受電の存在である。これは

基本的に卸電気事業者である電源開発(株)と日本原子力発電(株)から購入する電力を意味

する。これらが占めるシェアが業界全体の約 16％に達している。この２社が、日本の電

力供給において大きな役割を担っていたことが確認できる。 
 

3.3.2 発電部門別の電気事業収益 
3.2.2 の手順を踏んで算定した結果を示すと、表 3.3「電気事業収益総括表（全社計）」

のようになる。 
 

表 3.3 電気事業収益総括表（全社計）（1970～2015 年度） 

 
出所：電事連（2018）を基に筆者作成 
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※ 新エネルギー等発電については、発電実績は 1993 年度から計上されているのに対し

て、発電費用および発電設備として資産計上がされたのは 2009 年度からとなってい

る。 
このため、新エネルギー等発電については、1993 年度から 2008 年度までは、発電

端分担率により収益のみが案分されている。経費については一般管理費の研究費もし

くは研究開発費において負担し、固定資産については業務設備に計上されていると思

われるが、電力各社の有価証券報告書から当該額を分離することはできなかった。 
このような経緯から、新エネルギー等発電は、収益・費用算定においては、「参考」

扱いとする。 
 
3.3.3 損益計算書ベース・発電部門別収支 

3.2.4.1 目から 3.2.4.3 目までの手順で抽出した発電部門別の費用を、3.3.2 項で算定し

た発電部門別の収益と対照させると、表 3.4 のようになる。 
 

表 3.4 損益計算書ベース・発電部門別電気事業収支総括表（全社）（1970～2015 年度） 

 
出所：電事連（2018）、電力各社「有価証券報告書」を基に筆者作成 

 
3.3.4 損益計算書ベース・費用算定の解析 
3.3.4.1 発電部門別利益率 

表 3.4 に示した収支差額（利益）を電気事業収益で除して利益率を求め、これを主要発

電部門別に整理すると、表 3.5 のようになる。 
 

表 3.5 損益計算書ベース・発電部門別利益率（全社）（1970～2015 年度） 

 
出所：表 3.4 から筆者作成 
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水力発電は、全面的設備更新の必要性がなく燃料費がかからないため、電力事業者に大

きな利益をもたらしている。しかし、新規の大規模なダム建設は環境面と立地に対する地

元の同意など条件整備に難点を抱え、電力事業者にとって現実的ではない。このことから

発電事業者が、この発電方式で今以上の利益を確保するのは難しいと判断できる。 
火力発電は、立地も設備投資も容易に行えるが、その反面燃料費が嵩み、不断の設備更

新も要求される。このため、これは電力事業者にとって大きな利潤を期待できない発電方

式という解析結果が得られた。 
原子力発電は、利益率で見る限り、水力発電と火力発電の中間に位置する。算定時点ま

では発電事業者にとってかなり有利な発電部門であったといえる。 
ただし、福島原発事故以降、原子力発電は安全投資を高度に要請されていること、放射

性核廃棄物の処理コストを現実に負担する場合などを考え合わせると、これまでの利益率

を確保していくことは困難になると判断せざるを得ない。 
 
3.3.4.2 発電部門別の送電端単価、需要端単価の比較 

次に表 3.2 に整理してある「送電端」と「需要端」における費用単価を発電部門別に算

定し、収益単価と比較してみよう。なお、送電端単価は直接費用を送電端電力量で、需要

端単価は費用合計を需要端電力量で除して求めたものである。 
 

表 3.6 損益計算書ベース・発電部門別の送電端単価、需要端単価及び収益単価 

 
出所：表 3.2、表 3.3 及び表 3.4 から筆者作成 

 
損益計算書ベースで算定した送電端単価は、水力 5.7 円/kWh・火力 9.4 円/kWh・原子

力 7.4 円/kWh であり、松尾・山口・村上（2013）の算定値（水力 6.2 円/kWh・火力 9.3
円/kWh・原子力 7.0 円/kWh）と同水準である。 

この算定結果からも、原子力発電が水力発電を除く他の発電部門に比べて発電事業者に

とって有利な発電方式であることがよくわかる。 
しかし、送電端単価に共通費用単価を加え、次に発電部門別に仕分けした電源開発促進

税単価、水力 0.2 円/kWh、火力 0.1 円/kWh、原子力 1.2 円/kWh を加えると、需要者の

負担コストは、水力 11.7 円/kWh・火力 16.0 円/kWh・原子力 15.2 円/kWh と算定され

た。需要者から見ると原子力発電の優位性はかなり薄れる。 
 
3.3.5 現金支出ベースでの算定結果 

3.2.5.5 目の手順で抽出した発電部門別の費用を、3.3.2 項で算定した発電部門別の収益

水力発電 火力発電 原子力発電 他社受電 平均 収益単価

送電端単価 5.7 9.4 7.4 9.6 8.7
需要端単価 11.7 16.0 15.2 15.5 15.4

17.9

 (円/kWh)
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と対照させると、表 3.7 のようになる。 
 
表 3.7 現金支出ベース・発電部門別電気事業収支総括表（全社）（1970～2015 年度） 

 
出所：電事連（2018）、電力各社「有価証券報告書」を基に筆者作成 

 
次に現金支出ベースでの収益率を求めたところ、次の表 3.8 のようになった。 
 

表 3.8 現金支出ベース・発電部門別利益率（全社）（1970 年度～2015 年度） 

 
出所：表 3.7 から筆者作成 

 
さらに損益計算書ベースと同じ手法を用いて算定した送電端、需要端のそれぞれの単価

は以下の表 3.9 のとおりである。 
 

表 3.9 現金支出ベース・発電部門別の送電端単価、需要端単価及び収益単価 

 
出所：表 3.2、表 3.3 及び表 3.7 から筆者作成 

 
3.4 損益計算書ベースと現金支出ベースの算定結果の比較対照 

本節では、3.3.4 項及び 3.3.5 項で得られた算定結果を比較対照してみる。 
 
3.4.1 収支総括 

損益計算書ベースと現金支出ベースの直接費用を比較すると、 

水力 火力 原子力 他社受電 平均

24.1% 5.9% 7.4% 9.5% 8.2%

水力発電 火力発電 原子力発電 他社受電 平均 収益単価

送電端単価 6.5 9.6 8.1 9.6 9.0
需要端単価 13.6 17.4 16.7 16.6 16.8

17.9

(円/kWh)
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(a)水力発電 ： 14 兆 6130 億円→ 16 兆 6657 億円 
(b)火力発電 ：168 兆 0265 億円→170 兆 9891 億円 
(c)原子力発電： 52 兆 4349 億円→ 57 兆 9498 億円 
となる。 

ランニングコストは、どちらの算定においても同一である。したがって、この算定結果

を現金支出ベースから見ると、この対照は先行投資（各部門の設備投資および原子力発電

部門の核燃料投資）の回収水準を表すと考えられる。 
なぜかというと、現金支出の時点での「費用」は単なる支出である。ところが、損益計

算書における「費用」は単に支出であるだけでなく、電気料金からの補填が完了している

という点で「回収」済みの費目である。 
このように見直すと、実支出と補填済み費用の関係はつぎのようになる。 

(a)水力発電 ： 16 兆 6657 億円→ 14 兆 6130 億円 
(b)火力発電 ：170 兆 9891 億円→168 兆 0265 億円 
(c)原子力発電： 57 兆 9498 億円→ 52 兆 4349 億円 

この観点から３部門を対照すると、原子力発電部門における投資回収が、額面上も比率

的にも遅れていると評価せざるを得ない。 
 

3.4.2 収益率 
次に収益率、すなわち、｛収支差額÷事業収益｝を両方式で対照してみよう。 
損益計算書ベースと現金支出ベースの収益率を比較すると、 

(a)水力発電 ：32.6%→23.7% 
(b)火力発電 ： 8.9%→ 5.2% 
(c)原子力発電：14.4%→ 7.4% 
となる。 

収益率で見た場合、現金支出ベースでみてもなお原子力発電は火力発電より電力事業者

にとって有利な発電方式となっている。しかし、利益率自体は損益計算書ベースから半分

程度に減っている。ここからも、先行投資の回収遅れが収支差を圧迫している状況が見て

とれる。 
 
3.4.3 送電端単価 

最後に送電端単価を比較してみよう。 
送電端単価では 

(a)水力発電 ：5.7 円/kWh→ 6.5 円/kWh 
(b)火力発電 ：9.4 円/kWh→ 9.6 円/kWh 
(c)原子力発電：7.4 円/kWh→ 8.1 円/kWh 
となっている。 

送電端単価は、いうまでもなく発電部門単体の発電原価と見てよい。さらに損益計算書

ベースより現金支出ベースのほうが実際の発電単価をより正確に表示する。 
現金ベースで見ても水力発電が抜群に安価であり、原子力発電は火力発電を上回るコス
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トパフォーマンスを一応発揮している。ところが、原子力発電の優位性は、損益計算書ベ

ースで 2.0 円/kWh であったのに、現金支出ベースでは 1.5 円/kWh に縮小している。 
この上に、東日本大震災以降の耐震設備補強の負担や稼働率の低下、そして最終的には

廃炉費用という損失要因が重なったらどうなるか。 
 
3.5 原子力発電が抱える固有の問題の確認 

3.4 節で述べたように、本研究の分析によって、原子力発電では先行投資の回収が、火

力発電に比して遅れていることが明らかになった。その理由としては、以下のことが考え

られる。 
①固定資産の減価償却期間が、原子力発電では 40 年、火力発電では 15 年と原子力発電

のほうが圧倒的に長い。 
②燃料費について、火力発電では燃料費の実額をただちに（速効的に）計上できるのに対

し、原発では「減損額」という費目で部分的に（遅効的に）計上するにとどまる。 
この状況は一見、財務処理のタイムスケジュールにおける若干の特異性にすぎないよ

うにみえる。しかし、これは原発の存在理由を揺るがしかねない重大要因なのである。 
じつは、①と②の財務処理上の費用計上によって原子力発電の年間運転コストが引き

下げられ、損益計算書上では〈原子力発電電力が火力発電電力より安価である〉という要

件が確保される。翻って、この要件が火力発電に対する原子力発電の優位性～存在理由と

されてきた。 
ところが、その代償として、電力各社の貸借対照表には、未償却の固定資産および核

燃料（資産）が膨大に積み上がる。これらの「巨額資産」が、「不良資産」化を免れるた

めには、すべての原子力発電所が 40 年間支障なく稼働する必要がある。 
後者の核燃料（資産）について電力各社がどの程度の残高を抱えるか、2015 年度末の

残高を表 3.10 に確認しておこう。 
 

表 3.10 電力各社の核燃料（資産）残高（2015 年度末） 

北海道 東北 東京 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 合計

装荷核燃料 0 347 1,235 400 748 262 70 0 755 3,819
加工中等核燃料 1,455 1,046 6,597 1,997 4,553 788 1,795 1,415 2,051 21,697

計 1,455 1,393 7,832 2,397 5,301 1,050 1,866 1,415 2,806 25,515

（億円）

 
出所：電事連（2018）、電力各社「有価証券報告書」を基に筆者作成 

 
もし電力会社が原子力発電から撤退するとなると未償却の固定資産とこれらの核燃料

（資産）がすべて埋没費用となる。先行投資の償却を完遂するためには、運転を継続して

いくしかない。 
このような埋没費用と未償却資産が、電気事業者の経営スタンスを金縛りにしており、

原子力発電からの撤退を峻拒させ、「再稼働」に邁進するしかない状況に陥らせているよ

うに思われる。 



50 
 

しかし、稼働を続けることにもリスクが伴う。まず「再処理を要する核燃料」（加工中

等核燃料の一部を構成する）という名目の使用済み核燃料が際限なく堆積していく。もし

核燃料サイクルが未完のままに終われば、これがまるごと途轍もない「不良資産」に転化

することになる。しかしそうなったとしても、その実体がプルトニウムである以上、電気

事業者としてはこれをコスト度外視で環境から遮断しつつ、またその存在を秘匿しつつ、

護持していかなければならない。加えて、実際的に処理不能な放射性核廃棄物もまた莫大

に発生し、発電設備総体も稼働履歴の積み上げに応じて汚染度が上がり、最終的には「廃

炉」費用を見積もり不能なほどに高騰させることになる。 
では、これらのリスクに対して現時点でどの程度の「準備」がなされているのか。 
原子力発電に関してバックエンド費用として電力各社に法律が拠出を要請しているの

は、①使用済核燃料再処理等費17、②特定放射性廃棄物処分費18、③原子力発電施設解体

費19の３つである。 
①使用済核燃料再処理等費は、電力各社が引当金として貸借対照表の負債の部に計上す

るとともに、「公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター」へ外部積立し、再

処理業者である日本原燃（株）が必要に応じてこの積立を取崩す方式で、管理されること

になっている。 
②特定放射性廃棄物処分費は、電力各社が発電実績（暦年）に応じて「原子力環境整備

機構（NUMO）」に拠出し、NUMO がこれを①と同じく「公益財団法人原子力環境整備

促進・資金管理センター」へ一旦外部積立し、必要の都度取り戻して、運営経費に充てる

こととされている。 
③原子力発電施設解体費ついては、電力各社は運転開始から解体が本格化するまでの期

間を 50 年間として、解体費用を定額法で引当てることを要請されている。（中部電力, 
2013） 

③については、電力各社の貸借対照表では、負債の部の「資産除却債務」として計上さ

れている。 
また、各社とも「使用済各燃料再処理準備積立金」を別途積み立ており、これは資産の

部で処理されている。 
なお、東京電力のみの引当金として「原子力損害賠償引当金」が存在する。 
これら電力各社と原子力環境整備促進・資金管理センターに積立てのあるバックエンド

コストの準備状況を示すと表 3.11 のようになっている。 
  

 
17 原子力発電における使用済核燃料の再処理用等のための積立金の積立て及び管理に関

する法律 
18 特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律 
19 原子力発電施設解体引当金に関する省令 
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表 3.11 電力各社と原子力環境整備促進・資金管理センターのバックエンドコスト準備

状況（2015 年度末） 

 

出所：電力各社「有価証券報告書」及び 
原子力環境整備促進・資金管理センター（2015）を基に筆者作成 

 
しかし、この 7 兆 7000 億円を上回る「準備」でも、電事連が、2004 年 1 月に資源エ

ネルギー庁に提出した「原子燃料サイクルのバックエンド事業コスト見積もり」（電事連

2004）、18 兆 8000 億円の半分にも満たない。 
河北新報（2018）によれば、再処理の要となる六カ所再処理工場は、建設費だけでも

3 兆 3700 億円、これに運転・保守費、工場の解体・廃棄物処理費など合わせた総事業コ

ストは 13 兆 9300 億円（2018 年 6 月時点）もの巨費が最低限かかるとされている。しか

し、「完成」の目処はまったく立っておらず、この先、どれほど費用がかかるか、本当の

ところ見当もつかない。 
さらに核燃料サイクルのもう一つの柱とされた高速増殖炉原型炉「もんじゅ」も、冷却

用ナトリウム漏れ事故や炉内中継装置落下事故等のトラブルを引き起こし、ほとんど稼働

実績がないまま、ついに 2016 年 12 月 21 日に廃炉が正式決定されている。ここでも運転

機関の日本原子力研究開発機構（2018）が自ら明らかにしているように、1980 年度から

2018 年度までの事業費 1 兆 768 億円が用費されている。 
仮に、バックエンドコストが電事連の見積もり以内に収まると仮定し、現時点の準備を

控除すると、不足は約 11 兆円となる。 
これに対して、原子力発電が 2015 年度までに 16 兆 7564 億円の収入超過を稼得して
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いる（表 3.4 参照）が、ここから先行投資の未償却分 5 兆 5149 億円（現金ベースと損益

計算書ベースの直接費用の差額）をまず引き当てると、11 兆 2415 億円が残る。 
つまり、原子力発電の 45 年間の収支はトントンであり、バックエンドコストが増大す

ると、純損に転落していくことになる。しかも、ここの費用積算には福島原発事故の事故

処理費用や「廃炉」費用、損害賠償は入っていない。東京電力（2018）がその p.132 で

見積もる損害賠償費用（除染費用を含む）は、2017 年度末時点で 8 兆 4641 億 77 百万円

となっている。 
これを加えただけで、原子力発電は国民経済的には「丸損」になるのである。 
 

3.6 結論 

本章は、財務諸表をソースデータとして電力産業の発電部門別の収益、費用そして利益

を算定し、貨幣価値（金銭ターム）に基づいてその収支構造を解明することを目的とし

た。 
その結果まず明らかになったのは、「水力発電」の営業利益稼得能力の卓越性である。

これは、ほとんどの大型ダムで初期投資の回収が完全に完了しており、発電設備の更新も

容易に行えるという利点に依っている。日本に大規模ダムの立地適所が枯渇している現状

では、電力産業が今の以上の利潤を期待することはできない。さらに、ダムは堆砂による

容積減衰を不断に被っており、多くのダムが今世紀中に寿命が尽きるリスクを抱える。 
これに対して「火力発電」は他の発電方式に比べて相対的にも絶対的にも利幅が薄く、

電力産業にとってあまり魅力的な発電方式といえないことが明らかとなった。これは、資

源国への先行的所得移転分を、事後的に需要端から回収することの困難性を示した結果と

もいえる。 
この二つの発電方式の中間のパフォーマンスを示すのが「原子力発電」である。原子力

発電は、損益計算書レベルではかなりの営業利益をもたらしている。ところが、電源開発

促進税を支払う末端需要者にとっては、その納付金は実質上原子力発電を支えるための費

用負担にほかならず、発電方式として安価だとはもはやいえなくなる。 
また、再生可能エネルギーについては、原子力発電に遜色ない開発実績が上がっていても

不思議でなかった。電源開発促進税は、3.2.4.3 目にあげたように、原子力発電のみならず再

生可能エネルギーを含めて電源開発一般に使われる建前となっている。その税収は、本来な

らば、原子力発電と比べて圧倒的に環境負荷が低い再生可能エネルギーの開発、普及にも十

分に活用されてしかるべきであった。そして、そういう対応が取られていれば、今日のよう

に電源開発促進税の負担と平行して「固定価格買取賦課金」を課されるという（最終需要者

にとってみれば二重の負担になるような）状況は避けることはできたのではないか。その段

階に到達しえなかったのは、この法律による助成が原子力発電を過度に偏重していたからに

他ならない。 
さらに、電力各社は、既存の設備と人員配置を抱えて電力小売り完全規制緩和を迎え

た。つまり、先行投資の減価償却をしながら、規制緩和環境における新規の設備投資に備

える必要がある。このため減価償却負担を負っていない新規参入企業に対して不利な状況

となる。そのうえ、先行投資が見込んだ需要を、新規参入企業に奪われるとなると、その
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先行投資の回収は難しくなる。 
本研究では、損益計算書ベース・現金支出ベースという二段階の分析により、原子力発

電部門では「先行投資の回収が制度的に遷延されている」状況が明らかになった。原子力

発電部門こそ、まさにこの二重の不利を抱え込んでいるのである。 
これに加えて、バックエンドコストの引当準備が甚だしく不足している現状を考え合わ

せると、これら費用計上の齟齬は設備寿命の末期に電力企業を一挙に追い込むことになる

であろう。 
電力産業はこの発電方式に固執すればするほど、自縄自縛の袋小路に陥る公算が高い。 
以上の諸点が本研究の主要な結論である。とくに、本研究で用いた縦深的アプローチに

おいて、損益計算書ベースの分析ステージで認識可能なことと、現金支出ベースの分析ス

テージにおいてはじめて認識可能になることのあいだに構造的な差異があることを確認し

ていただきたい。 
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第 4 章 エネルギー量的価値に基づく発電部門別エネルギー収支 
 
4.1 目的 

本研究は、第 1 章において、現実の経済過程には、内在する二つの様相が装備されてい

るとの認識を示した。 
(A)財の交換プロセスを構成する仮想的富（貨幣システム）の側面、 
(B)社会における全てのエネルギーと物質の変換を構成する実質的富の側面（ソディによれ

ば、この側面はさらに実質的富Ⅰ・実質的富Ⅱにさらに細分される。） 
本研究においては、(A)と(B)を同時に取り扱うことができる、経済－資源・エネルギー

問題に対する二元的または二重焦点（これを両建てとよぶ）アプローチを採用することが

不可欠であると提起した。 
ここで、特に強調しておきたいのは、(B)の側面で問題を取り扱うためには、熱物理学タ

ームにおける評価というコンセプト（あるいはエントロピー論的価値のコンセプト）の導

入を図る必要があるということである。 
そこで提唱したのが「エネルギー量的価値」というもう一つの価値概念の導入である。

その意味するところを電力産業に基づき説明し、「ある財または経済行為の価値を、投入

（＝消費）された 1 次エネルギー量に対応させて評価したもの」と位置づけた。 
本章においては、この概念を適用した具体的な評価を示すため、水力・火力・原子力と

いう発電部門別の「エネルギー収支」＝エネルギーレベルでの「投入・産出効率」の推計

を行う。 
これを行うことによって第 3 章で求めた電力産業の実質的富Ⅰ（Wealth I）と実質的富

Ⅱ（Wealth II）の貨幣価値がエネルギー量的に置き直され、第 1 章の図 1.1 が電力産業に

おいて描けることになる。 
 

4.2 方法 

本章の目的を達するために、まず発電部門別に投入された 1 次エネルギーを推計する必

要がある。 
次に、貨幣価値で示された電力産業の営業活動を、「エネルギー量的価値」に置き直すた

めには、換算係数を設定しなければならない。 
そのうえで、三番目の課題として、各発電部門と配電、送電、一般管理など共通部門に

区分して、それぞれが費消したエネルギー量的価値を推計する必要がある。 
これらの段階を経て発電部門別に投入されたエネルギー量的価値を推計し、これと発電

部門別の需要電力量と対比させれば、エネルギー量的価値による「エネルギー収支」＝「投

入・産出効率」を近似的ながら解明することが可能となる。 
 
4.2.1 発電部門別 1 次エネルギー投入量の推計 

日本における代表的なエネルギー統計である「エネルギー・経済統計要覧」における電

力部門への 1 次エネルギー投入は、地熱、火力、原子力については、火力の発電効率 41.46％
を用いて一律に推計されている。これに対して、国際エネルギー機関（IEA）においては、
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原子力 33％、水力他 100％、地熱 10％と計算されている。（日本エネルギー経済研究所

2017 解説） 
この違いは、発電方式別の 1 次エネルギー投入推計の精密さに影響を与える。 
このため、本研究は、原則として IEA 方式を採用し、火力発電については、電力各社、

電事連が各年度の発電時熱効率の実績値を公表しているので、これによることとする。 
なお、国際的にはエネルギー量は J（ジュール）もしくは TOE（Ton Oil Equivalent:石

油換算トン）で表示することが標準となっていることから、本研究においても、以下にお

いて、評価単位として「原油１トンを燃焼させたとき得られるエネルギー」である TOE を

採用する。 
 

4.2.2 エネルギー量的価値への換算係数 
1970 年~2015 年までの電灯・電力料金収益は第 3 章の表 3.3 に示したように、529 兆

8922 億円である。この集計に利用した年度毎の料金収益と前項で算出した 1 次エネルギ

ー投入量（TOE ベース）から、［金額（貨幣価値）→エネルギー量的価値（ECV）］、［ECV
→金額（貨幣価値）］の「換算係数」を求める。 
 
4.2.3 発電部門に投入されたエネルギー量的価値の推計手法 

需要電力（エクセルギー）は、1 次エネルギーという「原料」を、発電「設備」を「運

転」して電力を取り出し、需要者に届けられる。このため、投入量を推計するためには、

「設備」コストと「運転」コストに分離して、それぞれのコストを推計する必要がある。 
① 設備コストは、実際に発電に使われた設備の設置に要した費用ということなるが、こ

れを正確に求めることは不可能である。このため、本研究においては、発電部門別に、

年度当初と年度末の固定資産残高から平均残高を推計し、これを設備費用として取扱う。

そのうえで、これに設備利用率を乗じて、年間の設備コストを推計する。設備利用率は、

3.2 で推計した発電部門別の発電量を、（定格設備容量×24h×年度日数[365 日又は 366
日]）で除して求める。 

※設備コスト＝平均固定資産残高×設備利用率 
  設備利用率＝発電電力量÷（定格設備容量×24h×年度日数[365 日又は 366 日]） 

② 運転コストに関しては、まず原料である 1 次エネルギー相当分を 3.2.4.1 目で整理し

た「直接費用」から分離しなければならない。水力、新エネルギーについては、本来こ

のコストはかからない。火力発電については、「燃料費」がこれに相当する。原子力発電

については、3.2.5.4 目において「減損額」及び「濃縮関連費」を燃料費として扱ってい

るので、これを控除する。 
また「減価償却費」と「除却損」は、実際に支出される費用ではなく、先行投資の回

収分と残存価値の喪失分にあたるため、これも直接費用から控除する。 
※運転コスト＝直接費用－（燃料費＋減価償却費+除却損） 

③ ②、③を 4.3.2 項で算出したエネルギー量的価値への換算係数を乗じて、それぞれの

エネルギー量的価値を推計する。 
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4.2.4 共通部門に投入されたエネルギー量的価値の推計手法 
 送電、変電、配電および業務という共通部門においても、発電部門同様、設備コストと

運転コストに分離して推計する必要がある。 
①設備コストについても、発電部門と同様に平均固定資産残高を基準に推計する。ただし、

発電部門のように「利用率」を一義的推計できない。安田（2018）では送電線の実際の

設備利用率が求められているが、過去の実績にこれを反映させるのは論理的でない。そ

こで本研究では、電事連の電力統計の燃料実績には送電における熱効率が年度別に推計

されていることから、これを設備稼働係数として採用し、設備コストを推計する。 
※設備コスト＝共通費用の各費目の平均固定資産残高×設備稼働係数 

②運転コストに関しては、発電部門と違って「燃料費」控除は必要がない。このため、3.5.1
項で求めた共通費用の各費目別に、費用から「減価償却費」と「除却損」を控除し、こ

れを合計して求める。 
※運転コスト＝（共通費用の各費目）－（減価償却費+除却損）の合計 

③①＋②を 4.2.2 項で算出したエネルギー量的への価値換算係数を乗じて、共通部門のエ

ネルギー量的価値を推計する。 
④③を 3.2.1 項の④で求めた「発電端分担率」に基づいて、発電部門に配賦する。 
 
4.3 分析結果 

4.3.1 発電部門別 1 次エネルギー投入量 
1TOE に相当する電力量は 11.62 MWh なので、MWh→TOE の換算率は 0.086 となる。

（日本エネルギー経済研究所 2017 エネルギー換算表） 
これと 4.2.1 項の熱効率を組み合わせると表 4.1 の変換係数が求められる。 
 

表 4.1 MWh から TOE への変換係数 

 
            出所：エネルギー換算表を基に筆者作成 

 
1970 年~2015 年までの発電方式別（他社受電を含む）の累積発電量は、第 3 章の表 3.2

の「①発電電力量」として示しているが、この集計に利用した年度毎の発電量に、表 4.1 の

換算率を乗じて求めたものの累計は、表 4.2 のとおりとなる。 
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表 4.2 1 次エネルギー投入量の推計 

 
出所：表 3.1 及び表 4.1 から筆者作成 

 
4.3.2 エネルギー量的価値への換算係数 

4.2.2 項で示した方法で求めた換算係数は、表 4.3 のようになる。 
 

表 4.3 金額⇔エネルギー量的価値換算係数 

 

出所：表 3.3 及び表 4.2 から筆者作成 
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4.3.3 設備利用率 
4.2.3 項の算定式によって推計した、1970 ~2015 年度までの設備利用率（加重平均）は

表 4.4 のとおりである。 
表 4.4 設備利用率 

 

出所：電事連（2018）を基に筆者作成 
 

これと比較するために、3.1 節で取り上げた「均等化発電原価（LCOE）」を求める場合

に OECD（2015）と電事連（2013）それぞれが想定する設備利用率を表 4.5 に示す。 
 

表 4.5 均等化発電原価（LCOE）の算定上想定する設備利用率 

 
出所：OECD（2015）、電事連（2013）を基に筆者作成 

 
水力発電、火力発電、原子力発電とも、現実の発電過程では、LCOE で想定する設備利

用率に達していない。新エネルギー等発電については、高い利用率となっているが、これ

については、3.3.2 項に上げたように、発電実績と発電費用および資産計上の計上時期が大

きく異なっていることが反映されおり、ここでも「参考」値とする。 
原子力発電は、2011 年 3 月の福島事故以降、極端に利用率を下げているが、それであっ

ても一番高い利用率となっている。出力調整が容易でないため、昼夜の需要変動に関係な

く一定の電力提供するベースロード電源としてこれまで活用されてきたことが表れている。 
これに対して火力発電は容易に出力を変動させられることから、もっぱら需給調整局面

で用いられ、水力発電は原則的にバックアップ電源として用いられてきたことが、この利

用率に反映されていると考えられる。 
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4.3.4 エネルギー量的価値による発電部門別投入・産出効率の推計結果 
 4.2.3 項と 4.2.4項の手法を使って算出した発電部門別にエネルギー量的価値に換算した

投入量と、表 3.2 に集計した需要端電力量を TOE に変換した産出量を対比させた、「投入・

産出効率」は表 4.4 のようになる。 
 

表 4.6 エネルギー量的価値による発電部門投入・産出効率とエネルギー変換効率 

 

出所：筆者作成 
 
発電部門別の投入・産出効率は、57.13 倍の火力発電がいちばん優位となっている。 
これに対して原子力発電は、37.33 倍と火力発電の 65%の投入・産出効率しか得られて

いない。 
これは、原子力発電は発電設備を利用するために投じられた費用のエネルギー量的価値

が火力発電を上回る規模であるにもかかわらず、需要端供給量は火力発電の約 4 割に止ま

っていることが大きな要因と考えられる。 
なお、新エネルギー等発電については、3.3.2 項の「発電部門別の電気事業収益」のとこ

ろで注釈したように、発電実績と発電費用及び発電設備の計上時期が乖離しており、それ

がエネルギー量的価値への換算にも反映されるため、ここにおいても「参考」扱いとする。 
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4.3.5 設備投資額・設備投資の利用に要したエネルギー量的価値・発電電力量・設備利用

率・エネルギー量的価値レベルでの投入・産出効率の比較 
 4.3.4 項の分析結果をより明確に見るために、3.2.5.5 目で抽出した新規設備投資額に、

発電設備を利用するために投じられたエネルギー量的価値、発電量、設備利用率そしてエ

ネルギー量的価値レベルでの投入・産出効率を比較対照させてみよう。（表 4.7） 
 

表 4.7 設備投資額・設備投資の利用に要した ECV・発電電力量・設備利用率・ECV レベル

での投入・産出効率の比較 

 

 
出所：表 3.7 の基礎データ、表 4.2、表 4.6 から筆者作成 

 
原子力発電は重厚な装備を必要とするため、初期投資が大きく膨らむ。そしてそれ故、

設備投資に要するエネルギー量的価値も必然的に大きくなる。このため、営業成績を確保

するには、設備利用率を高く保つことが至上命題となる。しかし、日本の原子力発電の設

備利用率は事故や故障などもあって 6 割程度に終始した。それが発電電力量に作用して、

結果としてエネルギー量的価値（ECV）レベルの投入・産出効率が高められなかったと整

理できる。 
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4.4 発電部門別の投入・産出効率の推移 

投入・産出効率の年次推移を見ると、第 1 次オイルショック（1973 年）、第 2 次オイル

ショック（1979 年）に見舞われた翌年に、火力発電も水力発電も原子力発電も投入・産出

効率を大幅に下落させている。（図 4.1） 
 

 
図 4.1 発電部門別の投入・産出効率の推移 

出所：表 4.6 の年度データから筆者作成 

 

火力、水力、原子力の 3 部門に共通する投入・産出効率の低下は、オイルショックがも

たらしたコストプッシュインフレにより、燃料費のみならず人件費を含む全ての生産コス

トが上昇し、エネルギー量的価値（ECV）に換算した投入量にそれが反映されたというこ

とである。要するに、火力発電も水力発電も原子力発電も設備、運転に要するコスト構造

は大差が無く、しかもそのコストは営業費用の大きな部分を占めているということになる。

（逆にいえば、燃料費の占める割合は相対的に小さいということである。） 

電事連（2013）は、原子力発電の採用理由として、「化石燃料による発電と比べて発電コ

ストに占める燃料費の割合が小さいため、燃料価格の変動による影響を受けにくいという

特長がある」ことを上げている。 

しかし、原子力発電も水力発電、火力発電と同様のコスト構造に拘束されているため、

火力発電に対する優位性、代替能力をそもそも持たず、今後においてもこの構造から脱せ
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ない限り、持ちえないといえる。 

 

4.5 貨幣価値ベースでの収支推計との比較・対照 

まず、発電部門別に収支差額（利益）に対する発電部門別の「生産性」を推計してみる。

（表 4.8） 
 

表 4.8 発電部門別の対収支差額（利益）生産性 

 
出所：表 3.2 の基礎データ、表 3.4、表 3.7 から筆者作成 

 
表 3.5「損益計算書ベース・発電部門別利益率」及び表 3.8「現金支出ベース・発電部門

別利益率」にも表れていたが、水力発電が好成績を収めており、原子力発電が火力発電に

優位を保っていたことが、ここでも確認できる。 
 

しかし、エネルギー量的価値（ECV）ベースまで含めて投入・産出効率を比較すると、

火力発電の効率性の良さが一気に浮上してくる。（表 4.9） 
 

表 4.9 投入・産出効率の金額ベース、エネルギー量的価値（ECV）ベースの比較 

 
出所：表 3.4、表 3.7、表 4.6 から筆者作成 

 
水力発電は、金額ベースでは高い投入・産出効率を上げているが、設備利用率の低さが

反映されて ECV ベースでの投入・産出効率は低水準に止まっていると考えられる。 
火力発電と原子力発電は、金額ベースではほぼ同等の効率性となっているが、ECV ベー

スでは火力発電が圧倒的に優位となっている。その理由は、4.3.5 項で述べたように原子力

発電は大きな先行投資に見合うだけの発電量を確保できなかったため、と分析できる。 
なお、新エネルギー等発電部門は、設備投資の回収が進んでいないために金額ベースで

は 1 を割り込み赤字となっている。 
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4.6 結論 

電力産業は電気エネルギーというエクセルギー（有効エネルギー）そのものを「商品」

として取り扱う特異的な産業である。実際、電力産業では、製品たる電力量も、電力「生

産」に要するエネルギー投入も直接に“kWh”（=3600 ｷﾛｼﾞｭｰﾙ）というエクセルギー形

態（の量）で表示される。 
この特性に着目すると、電力産業の事業活動を、(A) 貨幣価値レベル（財務会計上の記

述）での取り扱いと (B) 熱力学的価値（エネルギー）レベルでの取り扱い、という複眼

的な視角から分析することができる。 
こうした特性を生かして第 3 章の 3.3.1 項において発電部門ごとに発電端から需要端に

至る各段階の電力量を算定したが、第 3 章においては、その算定結果を、〈収益と共通費用

を各発電部門に配賦するためのパラメータ〉として付随的に利用したにとどまる。 
ところが、この算定に加えて、発電時に投入するエネルギー資源量（primary energy）

を計上すれば、それが「商品としての電力量」（＝エクセルギー形態にあるエネルギー量）

に転換されるまでのエネルギー収支総体（全過程）を捉えることができる。 
本章では、この課題解決に取り組んだ。 
まず、発電部門別に発電電力量を基に 1 次エネルギー投入量を求め、表 4.2 にその推計

結果を示した。 
次いで、これを第 3 章の 3.3.5 項の「現金支出ベースでの算定結果」に投影する具体的

な手法を開発して、発電部門別の発電設備、運転コスト、配送電に要する設備及び運転コ

ストを金銭価値からエネルギー量的価値に換算した。 
そして、この推計結果と発電部門別の需要電力量と対比させることで、エネルギー量的

価値による「エネルギー収支」＝「投入・産出効率」を推計することを可能とした。 
さらに、この段階において可能となった熱力学的価値（エネルギー）ベースの収支算定

と、第 3 章で行った貨幣価値ベースの収支算定を比較・対照し、その構造的対応性を探っ

た。 
その結果、「損益計算書ベース」「現金支出ベース」の収支推計では、水力発電が好成績

を収めており、原子力発電が火力発電に対して優位を保っていたが、エネルギー量的価値

（ECV）ベースまで含めて投入・産出効率を比較すると、火力発電の効率の良さが一気に

浮上してくる、という知見が得られた。 
また、以上を投入・産出効率に組み替えて比較すると、水力発電は、金額ベースでは高

い投資効率と上げているが、設備利用率の低さが反映されて ECV ベースでの投入・産出

効率は低水準に止まっており、火力発電と原子力発電は、金額ベースではほぼ同等の投資

効率となっているが、ECV ベースでは火力発電が圧倒的に優位となっている、という知見

が得られた。 
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第 5 章 エネルギー量的価値の理論 
 
5.1 目的 

第 3 章においては、電力産業の損益計算書の営業収支から出発して、設備投資を含めた

現金支出を求め、これと営業収入を比較して現金支出レベルの収支を推計した。さらに第

4 章で、この推計結果に、発電に要した１次エネルギー量を推計のうえ、これを投影させ

て発電過程・送配電過程におけるエネルギー量的価値を求め、これと需要電力量を対比し

て、エネルギーベースでの投入・産出効率を発電方式別に求めた。 
本章においては、このアプローチを国民経済レベルに導入する方法を具体的に展開する。 

 
5.2 1 次エネルギー供給（PES）と全産業産出（TIO） 

エネルギー資源も原料資源も、当然のことながら最初から「価格」が付いているわけ

ではない。価格が付くのは、図 1.2 に示した産出過程を通して「生活エネルギー」もしく

は「実質的富Ⅱ」に変換されて「商品」として取引される時点である。 
ここで価格の構成要素となるのは、この産出過程に投入される労働力と資本装備を賄

うのに要する費用である。企業家はこれに利潤を乗せて価格を算定し商品を市場に送り出

す。もちろん市場経済の下では、価格は需要者の支持がなければ成立しない。従って、市

場経済で一般的に流通している商品価格には産出過程で費やされた費用（と利潤）が反映

されていると考えてよい。 
われわれは既に商品価格を産業別に集計した年次マクロデータを持っている。産業連

関表データがそれである。そこでは、中間投入（＝中間消費）、雇用者所得、営業余剰、

資本減耗、最終消費、資本形成そして輸出、輸入などが縦横のマトリクス形式で推計され

ている。 
産業連関表では、タテ方向の計数の並びを「列」という。各列では、その部門の財・

サービスの生産に当たって用いられた原材料、燃料、労働力などへの支払の内訳（費用構

成）が示されており、産業連関表では、これを「投入」（input）という。 
一方、ヨコ方向の計数の並びを「行」という。各行では、その部門で生産された財・

サービスの販売先の内訳（販路構成）が示されており、産業連関表では、これを「産出」

（output）という。（総務省・産業連関表の仕組み） 
「列」に示された「雇用者所得」, 「営業余剰」, 「固定資本減耗」、そして「間接税

マイナス補助金」の合計である「付加価値部門合計」は、「国民総所得（＝分配面の

GDP）」に一致する。 
「行」に示された「消費支出」、「国内総資本形成」、「在庫品増加」そして「純輸出」

を合計した「最終需要合計」から「輸入」を引いた合計が、「国内総支出（＝支出面の

GDP）」に一致する。 
このように見ると、GDP が経済活動の全て表すものではないことが、改めて確認され

る。つまり、GDP に中間投入（中間産出）を加えなければ、国内の経済活動の総額は算

出できない。 
中間産出に最終需要合計を加えたものを産業連関表は「需要合計（Demand total）」と
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呼んでいるが、本研究では生産面に着目して、全産業産出（Total Industrial Output）と

いうことにする。 
他方、この産出過程は、1 次エネルギー供給（Primarily Energy Supply）（＝消費）に

重なる。ここで、そのことを提起したい。（図 5.1） 

PES は通常、「エネルギーバランス表」形式で表示される。PES に関しては、長期か

つ正確な年次データの蓄積もあり、これを自由に利用できるほか、トレンド予測にも使え

る。さらに年次の PES フローを表すエネルギーバランス表から、有効エネルギーとして

活用されたエネルギーと無効エネルギーとして廃棄された量が算定できる。 
 

 
図 5.1 産業連関表の概念と１次エネルギー供給の関係 

出所：筆者作成 

 
産業連関表は「経済波及効果」の測定などに積極的に用いられている。 
エネルギー経済学や環境経済学においては、エネルギー・コストを評価する方法とし

て産業連関表の利用が考案された。ここでいうエネルギー・コストとは、例えば自動車運

行に要する燃料代といった貨幣的な費用ではなく、一定の仕事や出力を得るために必要な

物理的なエネルギー量を意味する。1.1.4 項で取り上げた EROI（エネルギー投資効率）

を測るときの投入（Investment）側の物理量と同じ趣旨と考えて良い。 
Chapman（1974）は、その方法が開発された初期段階で、工業統計表その他の統計表

による積上げ方式とプロセス分析に並んで、産業連関表を活用したエネルギー・コストの

推計方法を紹介している。これを解説した室田（1979）によると「産業連関表に示され
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る逆行列投入計数表を参照し、そのうちエネルギー部門にあたる部分を解析することによ

って、各産業の生産物の貨幣価値一単位あたりのエネルギー・コストをキロワット時（あ

るいはキロカロリーなど）の尺度で算定することができる。また、必要に応じて、このデ

ータを生産物の数量一単位あたりのエネルギー・コストの値へと変換することもできる」

ようになる。 
この方法の最大の利点は、一定の値を入力すれば、機械的に推計結果が得られること

にある。このように汎用性が高いため、以後、多数の研究者がこの方法を産業別エネルギ

ー消費量や炭酸ガス排出量などの推計に活用し、また、推計方法の洗練化にも取組んでい

る。 
近年の研究から一例を上げると、Rocco（2016）は、エクセルギーが化石燃料の特性評

価に最も適した熱力学的測定基準であると位置づけ、商品およびサービスの 1 次エクセ

ルギーコストを評価するためのツールとして、通常（通貨価値ベース）の産業連関表を用

いる包括的な方法論を提案している。 
日本では、国立環境研究所地球環境研究センター(CGER)が「産業連関表による環境負

荷原単位データブック”Embodied Energy and Emission Intensity Data for Japan Using 
Input/output Tables (3EID)” 」を作成、公表している。（国立環境研究所地球環境研究

センター, 3EID） 
 また、日本エネルギー経済研究所（2005）は、内閣府が国民経済計算の付表として作

成する SNA 産業連関表の金額ベースの投入比率を原則として利用して、これとエネルギ

ーバランス表から得たエネルギー源毎の国内需要計（＝転換部門での投入計＋最終需要

計）と組み合わせて「経済、産業、エネルギー・環境の分析に資する産業部門別エネルギ

ー投入表の推計」を行っている。 
 これらの推計が求めているのは、エネルギーや炭酸ガスなどの「実量」である。投入さ

れた有効エネルギーやエントロピーとなって拡散した物質の物理量を推計するのであれ

ば、十二分に活用できる。 
ただし、エネルギー・コスト論的アプローチは基本的に経済活動を構成する成分とし

てのエネルギー量を把握しようというものである。これに対して、本研究は、経済活動全

体にエネルギー量的な価値評価を与えようとしている。ソディの提起した「経済過程を物

理次元（エネルギー・フロー）と制度次元（貨幣・フロー）という二つの次元で複眼的に

捉え直す」必要性と、その実現可能性の立証という目的を達するためには、エネルギー・

コスト論的アプローチとは別の手法を確立する必要がある。 
また、これまでは、社会資本や生産設備、耐久消費財（ソディの Real Wealth II）の

生産に投入されたエネルギーも同列に扱われていた。たしかに、このエネルギーは完全に

消滅しているが、本研究ではそれがこれら生産物に「体化」されているとするのが至当で

あると考える。これは既に示したとおりである。 
特定の商品ないしは企業活動へのエネルギー投入量は、ライフサイクルアセスメント

で使われるインベントリ分析によって、把握可能である。とはいえ、一連の社会資本のよ

うな膨大な物量となると、ライフサイクル的な分析は極めて困難となる。知る限り、これ

まで取り組まれていない。 
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そこで、よりマクロな視点から、産業連関表から得られる全産業産出（TIO）と、1 次

エネルギー供給（PES）の関係に着目して、以下のような理論的整理を試みる。 
PES は一年間に経済過程で商品生産のために消費された総価値をエネルギータームで

表す。一方、TIO は 1 年間に経済過程で産出された商品の総価値を金銭タームで表す。 
以上のことから、この〈全産業産出（TIO）と１次エネルギー供給（PES）〉という二

つのマクロ統計は同一の経済過程の二つのアスペクトである。すなわち、1 次エネルギー

供給（PES）は、経済活動総体をエネルギーの観点からとらえる。全産業産出（TIO）は

同じプロセスを通貨評価で表す。 
両者を明示的に照合することによって、オルタナティブな「評価・分析フレーム」を

立てる可能性が開けてくる。 
 

5.3 「エネルギー量的価値」による評価・分析フレーム  

「全産業産出（TIO）」＝「貨幣価値で表示された経済過程」(A)と「一次エネルギー供

給（PES）」＝「(A)を実効的にサポートするエネルギー量」(B)は、お互いに密接に対応

している。 
そこで、TIO（A）の構成要素を PES（B）に投影することによって、経済活動の総体

を「エネルギー量的価値」で評価する、という評価・分析フレームを提案したい。 
この評価・分析フレームは、次の原理と仮定から成り立つ。 

①原理：全産業産出（TIO）と 1 次エネルギー供給（PES）の全体的対応 
   いかなる産業産出（IO）も相応のエネルギー供給（ES）を必要とし、いかなる

ES も相応の IO をもたらす。したがって、たとえ個々の対応性が一様でなくて

も、総和は必ず対応する。 
②仮定：全産業産出（TIO）と 1 次エネルギー供給（PES）の構成要素ごとの対応 

上記の場合とは異なり、この場合、自動対応は必ずしも保証されない。 
   そこで、TIO 因子（コンポーネント）ごとに 
   「エネルギー含有量」= PES×TIO 因子（＝IO 値）/ TIO 
   があると仮定する。 
   これを「詳細な対応の原理」と呼ぶことにする。 
   こうして求められた個別 ES 項はエネルギーの次元（TOE や kWh など）をもつ

物理量であり、同時に、対応する IO を正確に表す価値量である。これを当該

ES のエネルギー量的価値（ECV）とする。 
③定義：すなわち、エネルギー量的価値（ECV）とは、「原理①と仮定②から導かれた、

経済活動（価値量）のエネルギー次元における表示」である。 
以上を図示すると、図 5.2 のようになる。 
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図 5.2 エネルギー量的価値による評価・分析フレーム 

出所：筆者作成 

 
ここで規定された値は、貨幣価値ベースで表示された全産業産出額を、1 次エネルギー

供給に「投影」したものである。この「投影」において、原像は貨幣価値次元、写像はエ

ネルギー次元にある。 
例えば、経済産業省（2019）から 2015 年の「延長産業連関表」を抽出し、同年の日本

の全産業産出を図 5.1 に示した方法で算定すると、1,073.0 兆円となる。いっぽう、資源

エネルギー庁（2019）に示される 2015 年度の日本の 1 次エネルギー国内供給は、石油換

算トン（TOE）換算で 478.2MTOE であった。 
したがって、この時点で、全産業産出額（TIO）を 1 次エネルギー供給（PES）に投影

する際の換算係数（conversion coefficient）は、478.2÷1,073.0＝0.45 [TOE/百万円]と
なる。 

この値をそれぞれ産業部門の産出額に乗ずることで、エネルギー量的価値に置き直す

ことができる。 
1,073.0：478.2＝1[百万円]：0.45[TOE] 

＝各産業産出額 [in 百万円] ：当該産業産出量 [in TOE] 
この最後の項、当該産業産出量がエネルギー量的価値（ECV）表示[in TOE]にほかな

らない。 
この操作を施すことによって、産業産出額（貨幣価値次元）をエネルギー次元の産出
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量で表すことが可能になる。その結果、＜産業部門の産出額をエネルギー・スケールで表

した値（エネルギー次元）＞と＜当該産業が実際に消費したエネルギー量（エネルギー次

元）＞とを対比することが可能となる。貨幣価値次元にとどまるかぎり、このような対比

は不可能である。 
この対比がどのような意義を持つかについては、第 7 章で詳細に考察を加える。 
 

5.4 結論 

本章においては、1）「エネルギー量的価値（ECV）」という「概念」を定立し、社会経

済に供給された 2) 「一次エネルギー供給（PES）」と「全産業産出（TIO）」とを対照さ

せ、3) TIO を PES に投影することによって、4)経済過程をエネルギー量的側面から分析

するというアプローチを提案した。 
ここにおいて、まず GDP が一国の経済過程の全てを表すものではないことが確認でき

る。GDP に中間投入を加えなければ、経済過程の全貌は見えてこない。一般にエネルギー

統計では、エネルギー需要と GDP 弾性値が示されている。しかし、PES と直接対応する

のは、GDP ではなく TIO であることを見逃してはならない。 
本章で提案したアプローチによれば、我々は経済過程を貨幣価値に加え、エネルギー量

的価値からも評価することができるようになる。 
 加えて、これまでフローとしてのみ取扱われていた 1 次エネルギー供給のうち、固定資

本や耐久消費財の建造に投入されたエネルギーが把握可能となり、それらに「体化」した

エネルギーが分離できるようになる。 
さらに、供給された 1 次エネルギー量を全産業産出に投影することで、「人間が賃金労

働の形で支出したエクセルギー」を含めた「産出」全てを、エネルギー量的価値として評

価できることになる。本研究で提示したアプローチを採用すれば、人間活動（労働）にエ

ネルギー量的評価を加えることができる。  
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第 6 章 エネルギー量的価値を評価・分析フレームとするケーススタディ 
 
6.1 目的、方法  

本章においては、ここまで提起してきた経済過程を貨幣価値とエネルギー量的価値の両

面から評価するというアプローチに立脚して、日本経済をケーススタディして、その有効

性の確認を試みる。 
これに要する、日本の 1 次エネルギー国内供給（PES）、全産業産出（TIO）そして国

内総生産（GDP）については、以下の方法で推計する。 
 

6.1.1 1 次エネルギー国内供給（PES）の推計方法 
資源エネルギー庁（2019）には、直近の年度から 1953 年度までの「総合エネルギー統

計（エネルギーバランス表）」が掲載されている。本研究においては、2019 年 4 月 12 日

公表時点の各年度の統計から 1955～2015 年度の「国内供給」を抽出して、推計値とする。 
また、総合エネルギー統計に用いられている J（ジュール）20から石油換算トン（TOE）

への換算は、次の係数を用いる。 
1×1015 J [→PJ]＝0.023889×106 TOE [→MTOE] 

 
6.1.2 全産業産出（TIO）の推計方法 

全産業産出（TIO）の推計には、第 5 章で述べたように産業連関表を用いる。日本にお

いては、現在、二種類の産業連関表が存在する。 
一つは、総務省はじめ 10 府省庁21が合同で作成する「産業連関表」（以下「合同産業連

関表」）と、これを基本として経済産業省が毎年作成し公表している「延長産業連関表」の

グループである。 
もう一つは、内閣府が国民経済計算の付表として公表する「SNA 産業連関表」である。 
本研究で総産業産出を推計するにおいては、以下の理由から、合同産業連関表と延長産

業連関表を原則として採用し、これらから推計値が得られない年に関しては、国民経済計

算統計から推計値を算出する。 
合同産業連関表は、沿革をたどると 1951 年の試算表まで遡れるが、その公表は毎年連

続ではなく、2011 年を例外として、1955 年から 5 年おきとなっている。延長産業連関表

は、この間隔を補う目的で作成されており、1973 年から公表されている。ただし、2000～
03 年は休止となっているが、この間は簡易延長産業連関表で補充されている。 

これに対して SNA 産業連関表は、内閣府（2018）によれば、「我が国国民経済計算の計

数を基に、一定の技術仮定（商品技術仮定、産業技術仮定）に基づいて作成」するとされ

て、その公表は 1995 年からとなっている。 
このように、合同産業連関表及び延長産業連関表から連続的に得られる推計値は、SNA

産業連関表に比べ圧倒的に長い。このことから、原則的にこれを採用することとする。 

 
20 1J は 102g の物体を 1m 持ち上げるのに必要な仕事量であり、1PJ＝1015J＝1000 兆 J 
21 総務省・内閣府・金融庁・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業

省・国土交通省・環境省 
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ところが、この方法では、1956～59 年、61～64 年、66～69 年、71～72 年の推計値が

欠落する。この間は、日本の高度成長期にあたり、この欠落を放置するのは好ましくない。

そこで、本研究においては、次の方法により国民経済計算統計から、この欠落を補う。 
国民経済計算のフロー編付表「経済活動別国内総生産・要素所得」には「中間投入」が

推計されおり、1955 年から掲載されている22。この「中間投入」に、フロー編統合勘定の

「国内総生産と総支出勘定」に掲載されている「国内総支出」のうち、「民間最終消費支出」、

「政府最終消費支出」、「国内総固定資本形成」、「在庫品増加」及び「財貨・サービスの輸

出」を加算すれば、原理的には全産業産出を推計できる（図 5.1 参照）。上記の期間は

68SNA1990 基準によって推計されているので、これを使用して、この方法によって推計

値を算出する。 
なお、本研究が採用した推計方法による推計と合同産業連関表及び延長産業連関表から

抽出したデータの乖離度合いを検証するために、本研究の推計方法に推計を 68SNA1990
基準の最終年である 1998 年まで 1973 年から延長して比較したところ、表 6.1 に示すよう

に、乖離幅は 3.5%以内となっていることが確認された。 
 

表 6.1 本研究の推計方法による推計の合同・延長産業連関表からの推計との乖離度合い 

 

出所：内閣府（2019b）、総務省（2019a）、経済産業省（2018）を基に筆者作成 
 
6.1.3 国内総生産（GDP）の推計方法 
 国内総生産（GDP）については、内閣府（2019b）のフロー編統合勘定の「国内総生産

勘定」に掲載されている推計を抽出することする。ただし、SNA 統計は、序章でも触れた

ように数次にわたって改訂されており、複数の「基準年」と「基準 SNA」が存在する。本

研究では、時系列最終年の 2015 年に近接する順に、表 6.2 のように採用する「基準年」と

「基準 SNA」を選択することとする。 
 

 
22 内閣府（2019）の web 上の電子データは 1970 年までだが、内閣府（2001）には

1955 年から書籍上のデータとして収載されている。 
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表 6.2 国内総生産（GDP）の推計に採用する基準年と基準 SNA 

 

出所：内閣府（2019b）を基に筆者作成 
 
6.2 日本の 1 次エネルギー供給（PES）、全産業産出（TIO）と国内総生産（GDP）の推

移 

6.2.1 時間軸に沿った分析 
前項の推計方法によって抽出した、1955 年から 2015 年までの、日本の 1 次エネルギー

国内供給（PES）、全産業産出（TIO）そして国内総生産（GDP） の年次推移を一覧して

みよう。それを表したのが、図 6.1 である。 
 

 

図 6.1 日本の１次エネルギー国内供給（PES）、全産業産出（TIO）と国内総生産（GDP）

の推移（1955 年－2015 年） 

出所:資源エネルギー庁（2019）、総務省（2019a）、経済産業省（2019）及び 

内閣府（2019b）を基に筆者作成 
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まず、時間軸を横に取ってみる。 
1945 年 8 月 15 日にアジア・太平洋戦争は日本の無条件降伏で敗戦を迎えた。この戦争

における米軍の空爆によって、日本の工業生産基盤は壊滅的打撃を受けていた。その戦後

復興として日本政府がまず構想したのが「傾斜生産方式」だった。 
経済企画庁（1952）は、これを「輸入重油―鉄鋼増産―炭鉱へ鋼材の傾斜配給―石炭増

産―鉄鋼への石炭増配という経路を通じて、石炭、鉄鋼の生産を相互循環的に上昇させ、

それによって縮小再生産を食止めようとするものであった」としている。 
日本政府は 1947 年度の石炭生産 3 千万トンなどの目標を置いたが、これを実現するた

めの重要な梃子として期待されたのが、占領軍を介する重油 8 万 kl の緊急輸入だった。そ

して、実際、「生産が順調な増加を見せ始めたタイミングは、アメリカの援助による重油の

緊急輸入が始まったあとである」。（大来洋一/エルビラ・クルマナリエバ 2006） 
傾斜生産方式の成果については、否定的な見解も多いが、日本の戦後復興にはエネルギ

ー供給の拡大が必要条件であったことは、事実として認識すべきである。 
その後、日本政府は、大規模水力発電を主力とした「電源開発政策」によりエネルギー

供給体制を整えていく。日本の経済高度成長には、このような前段階があった。 
以上の段階を経て、日本の 1 次エネルギー国内供給（PES）は、1950 年代初期から最初

の石油危機に見舞われる 1973 年まで、驚異的発展を遂げた。この間、約 6 千万 TOE（石

油換算トン）から 4 億 TOE 近くまで拡大し、その 20 年間におよそ 6.5 倍となったことを

意味する。その後、約 10 年間停滞したが、1985 年あたりから再び増勢に転じた。しかし、

その勢いは 1990 代中頃で止まった。以降は 5 億 TOE を超えるラインで停滞している。 
一方、日本の全産業産出（名目）は、1 次エネルギー国内供給（PES）拡大に対して 10

年度程度の遅れで急拡大の過程に入った。この遅れは、設備投資が先行したことの現れだ

と考える。 
設備投資に要するエネルギー需要がまず拡大し、次に生産設備が拡充され生産高が増加

し、結果として国内総生産（GDP）が増大したと理解することができる。 
PES の拡大は、第 1 次オイルショック（1973 年）以降、かつての勢いを取り戻してい

ない。かたや TIO の拡大は PES とは対照的に、オイルショックを乗りこえてその後約 20
年間その粘り強さを持続した。この背景には、設備投資による生産性の拡充とバブル期

（1985～91 年）の固定資本投資があったと考える。ところが、全産業産出（TIO）の拡大

は 1990 年代に完全に頭打ちとなった。要するに 1990 年以降、PES と TIO の拡大がもた

らす経済成長という過去のパターンは停滞しているということである。 
さらに 1 次エネルギー国内供給（PES）は、2004 ～07 年の間でピークの 550MTOE 水

準に達したあと、2008 年から縮小が始まり、リーマン・ショック（同年）の翌年の 09 年

に大きく落ち込み、10 年には 08 年の水準に回復したものの、11 年からは縮小傾向となっ

ている。これに対して、2012年まではほぼPESと同期した動きであった全産業産出（TIO）

は、2013 年以降も拡大を維持しており、PES と「逆相関」の兆候を示している。 
図 6.1 から以上のような分析ができる。 
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6.2.2 2010 年代に表れた PES と TIO の「逆相関」の兆候について 
6.2.1 項で取り上げたように、2013 年を境に 1 次エネルギー供給（PES）と全産業産出

（TIO）に「逆相関」の兆候が表れている。 
ところが、日本エネルギー経済研究所（2018）によれば、国内総生産（GDP）との比較

では、2000 年代からエネルギー供給（消費）の弾性値はマイナスとなっており、TIO に先

立ちすでに逆相関となっていることが示されている。（表 6.4） 
 

表 6.3 エネルギー供給（消費）の GDP 弾性値 

 

出所: 日本エネルギー経済研究所（2018）から転載 

 
この PES と GDP の逆相関をどのように捉えるべきか。まず考えられるのは、エネルギ

ー利用効率が格段に改善され、投入された 1 単位のエネルギーに対する付加価値生産がこ

れまで以上に高まっているという見方である。つまり、PES の縮減以上に効率改善が効い

て GDP の拡大が可能となっていると見るのである。 
これには、インターネットの活用による無店舗販売など物流の劇的変革、製造業から金

融・サービス業へと経済活動の中心の大規模移行などよって、対付加価値エネルギー生産

性に革命的な改善がもたらされたと考えることもできよう。また、エコカーや省エネ家電

が普及したことで、同じ効用を得るために要するエネルギー消費そのものが抑制されてい

ることも加味されるだろう。 
現時点においては、このような定性的な見解しか述べることができない。これらの改善

効果を計測するには、さらに詳しい定量的分析が必要である。このため、産業構造、流通

機構の革新や技術的要因による影響については、ここでは判断を保留することとする。 
これに対して、序章で見た国民経済計算体系（SNA）の改定よる GDP の増大は、1 次エ

ネルギー供給（PES）との対比に、より直接な影響を確実に与えていると判断できる。 
内閣府（2016）によれば、08SNA では、「研究・開発（R&D）に要した費用」と「防衛

装備品」が資本化され、「総資本形成」に取り込まれることになった。これらは、93SNA ま

では中間消費（投入）に計上されていた。つまり、08SNA ではそれ以前の基準と比較して、

研究・開発投資と防衛装備品の分だけ GDP は「大きく」算出されていることになる。 
これは、全産業産出（TIO）と PES が相関していたとしても、それとは無関係に GDP

が増大したと計測されるようになったことを意味する。もはや、PES と GDP の関係性は

切断されていると考えても良いのではないか。少なくとも、統計データはそれを示唆して

いる。 
ところが、経済産業省（2015）は、最新の「長期エネルギー需給見通し」でも将来のエ
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ネルギー需給推計の基本に「経済成長」を置き、そこからエネルギー需要を類推し、それ

に基づき電力の発電構成（エネルギー・ミックス）を導くという、従来の手法を踏襲して

いる。この手法の論理的な説得力、妥当性に大きな疑問を投げざるを得ない。 
それはさておき、1 次エネルギー供給（PES）と総産業産出（TIO）の逆相関に対象を戻

そう。これを説明するには、産業構造の変化や技術革新といった要因に別の要因を加える

必要があるように思う。その要因の第一候補となるのが「人口」である。何故なら、稲葉

（2008）が指摘するように、日本は「世界最高の長寿命のもとでの持続的人口減少という

人類未踏の社会に足を踏み入れつつある」からである。 
このような日本の人口動態と 1 次エネルギー国内供給（PES）の推移を 2000 年から対

比させると、図 6.2 のようになっている。 
 

 
図 6.2 日本の人口動態と１次エネルギー国内供給（PES）の推移（2000 年－2017 年） 

出所:総務省（2019b）、資源エネルギー庁（2019）を基に筆者作成 
 

人口は、2008 年の 1 億 2,808 万人をピークに減少を始め、17 年には 206 万人減の 1 億

2,671 万人となっている。なお余談になるが、この 206 万人は、2018 年 10 月時点の長野

県の人口に匹敵する。 
これに対して 1 次エネルギー国内供給は、6.2.1 項で述べたように 2004 ～07 年の間で

ピークの 550MTOE 水準に達したあと、2008 年から縮小が始まり 2016 年には 475MTOE
まで下がっている。要するに、日本の人口減少と 1 次エネルギー国内供給（PES）の縮小

は、人口減少が本格化した以降はほぼ相関しているように見える。 
日本の人口減少の原因は、人口置換え水準を大きく下回る少子化の進行にある。人口構

成は高齢側が極端に肥大し、労働適齢の人口は減少の一途をたどっている。もし、この状

況がエネルギー消費に影響を及ぼしているとすれば、日本のエネルギー需給の分析には経
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済要因に先んじて、この視点から検討する必要が出てくる。 
ただし、2017 年には前年比 5.5MTOE と若干ではあるものの 1 次エネルギー国内供給

が伸びており、もしかすると PES と TIO の逆相関は一過性のものであるかもしれない。 
いずれにせよ、今後においても、1 次エネルギー供給（PES）と全産業産出（TIO）に人

口動態を加えて、その動向を把握し、詳細な分析を加える必要がある。 
これもまた、本研究に残された課題の一つである。 
 

6.2.3 時点で対比した分析 
次に、時間軸を垂直に取って、PES と TIO を時点対照してみる。すると、これによって

エネルギー量的価値（ECV）への換算係数が得られる。それを示すのが、表 6.4 である。 
 

表 6.4 1 次エネルギー国内供給（PES）、全産業産出（TIO）、国内総生産（GDP）及びエネ

ルギー量的価値（ECV）への換算係数の推移 

 
出所:資源エネルギー庁（2019）、総務省（2019）、経済産業省（2019）及び 

内閣府（2019b）を基に筆者作成 

 
第 1 章において「エネルギー量的価値（ECV）」とは、「ある財または経済行為の価値を、

投入（＝消費）された 1 次エネルギー量に対応させて評価したもの」を意味すると定義し

た。 
さらに前章において、まず①全産業産出（TIO）と 1 次エネルギー供給（PES）の全体

的対応という「原理」を確認した。次いで②「エネルギー含有量」= PES×TIO 因子（＝

IO 値）/ TIO があるという「仮定」を立てた。その上で③この原理と仮定から「経済活動

（価値量）のエネルギー次元における表示」という、より実践的な定義を導いた。 
そして、ここにおいて、全産業産出額（TIO）の各因子を 1 次エネルギー供給（PES）

に投影し、エネルギー量的価値（ECV）に置き直す。このために、換算係数（conversion 
coefficient）を用いる必要があることを提示した。 

全産業産出（TIO）も 1 次エネルギー供給（PES）も年々変動することから、換算係数

も当然変動する。表 6.4 は、それを示している。 
この換算係数の変動が意味するのは、例えば、1955 年の百万円は 1TOE の 2.98 倍、2．

98TOE と等価であったものが、2015 年の百万円は 0.45TOE まで低下しているというこ

とである。 
逆に、この 60 年間に 1TOE のエネルギー量的価値と等価の貨幣価値は、34 万円から

224 万円に上昇したということでもある。それだけ、エネルギー量的価値の貨幣価値に対
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する評価が上がったと考えられる。 
しかし、1TOE が「原油 1 トンを燃焼させたとき得られるエネルギー」という物理的定

義は 60 年前であっても同じである。エネルギー量的価値が表す実質的富と貨幣価値が表

す仮想的富の乖離がそれだけ広がったと見ることもできる。 
 

6.2.4  エネルギー量的価値（ECV）で表示した全産業産出（TIO）の推移 
本節のまとめとして、全産業産出（TIO）を 1 次エネルギー供給（PES）に「投影」し、

エネルギー量的価値（ECV）で表示した全産業産出の年次推移を示す。（図 6.3） 
 

 
図 6.3 エネルギー量的価値（ECV）で表示した全産業産出（TIO）の推移 

出所:筆者作成 
この図 6.3 においては、制度次元（マネー・フロー）のアプローチから得られた貨幣価

値次元の産出額（TIO）を、物理次元（エネルギー・フロー）からのアプローチである PES
に投影して、「中間需要」、「消費」、「投資」、「輸出」、「輸入」のそれぞれを、ECV で表示

したエネルギー次元の産出量に変換している。これは、両建て分析の視点を一つに結実さ

せようとする試みでもある。 
そして、ここでこの図 6.3 に示されたエネルギー量的価値の総量は、1 次エネルギー国

内供給（PES）として確定した「絶対値」であるということを強調しておきたい。 
これにより、年次比較するために、デフレータや物価指数などの補正係数を用いる必要



78 
 

がなくなる。 
このことがどのような新たな視点をもたらすのか、変動の激しい「投資需要」を抜き出

して、貨幣表示とエネルギー量的価値（ECV）表示で比較してみよう。（表 6.5） 
 

表 6.5 投資需要の「貨幣表示」と「エネルギー量的価値（ECV）表示」の比較 

 
出所:図 6.3 のデータを基に筆者作成 

 
貨幣表示、エネルギー量的価値（ECV）表示とも一見すると同様なトレンドを辿ってい

るように思える。しかし、例えば、1970 年と 2011 年を比較すると、貨幣表示では、28.6
兆円→93.9 兆円と約 3.3 倍となっているが、これに対して、ECV 表示では、50.0MTOE→

46.1MTOE と逆に低下していることが示されている。 
ECV 表示で見ると、2011 年の投資需要は、オイルショック（1975 年）からバブル経済

前夜（1985 年）まで抑制された水準を下回る、過去 40 年間で最低となっていることが分

かる。 
そして、この投資需要の減少が国内総生産 GDP の縮減の大きな要因となっていること

が、図 6.3 から読み取れる。 
このように、ECV 表示を採用すると、名目値で表した貨幣表示の限界を超えて、国民経

済の実態により正確に迫れるようになる。 
 
6.3 エネルギー量的価値（ECV）による鉄道建設事業の評価 

本節では、表 6.4 に示した換算係数を使って、リニア新幹線、東海道新幹線、日本にお

ける唯一のリニア鉄道である愛知高速鉄道東部丘陵線（愛称 Linmo）のエネルギー量的価

値（ECV）による事業評価を試みる。 
 
まず、三つの事業の概要を示す。 
リニア新幹線は、東京－大阪間 438km を超伝導磁気浮上方式、最高速度 505km/h で運

行し、直行便 67 分で結ぶ計画である。総工費は 9.03 兆円。2045 年の東京－大阪全線開業

を目標とするが、当面は東京－名古屋間 286ｋｍを、5.43 兆円をかけて建設し、2027 年の

開業を目指すとしている。（橋山 2014 p.19 表 1 より） 
東海道新幹線は、最初の東京オリンピック開幕の 10 日前、1964 年 10 月 1 日に開業し

た東京－大阪間を結ぶ世界最高水準の高速鉄道である。路線延長は、515km、総工費は 3800
億円、うち 8000 万ドル当時の為替レート（1 米ドル＝360 円）で日本円に換算すると 288
億円の融資を世界銀行から受けている。 

愛知高速交通東部丘陵線（愛称 Linmo）は、日本で最初に開業したリニア鉄道である。

駆動方式がリニモは常電導吸引型磁気浮上式 (HSST)、リニア新幹線は超伝導磁気浮上方
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式という違いはあるが、日本唯一のリニア鉄道であることに間違いはない。その総工費

1008 億円は、2005 年当時の為替レート（1 米ドル＝110.22 円）で 9 億ドル程度となる。

この額は、東海道新幹線の竣工時の米ドル建て価格（1 米＄＝360 円）10.6 億ドルと僅差

である。 
この 3 建設事業の貨幣価値表示のコスト比較を示すと表 6.6 のようになる。 

 

表 6.6 3 鉄道建設事業の貨幣価値での比較 

 
出所：筆者作成 

 
表 6.6 に示したように、総務省（2019c）の消費者物価指数で東海道新幹線の総工費を

現在価値に直すと 1 兆 6,034 億円程度となり、9 兆 300 億円とされるリニア新幹線はこ

れと比較して最低でも 5.6 倍もの建設費が投じられることになる。 
要するに 1km 当たり 206 億円もかかるとされるリニア新幹線の工費は、これまでの新

幹線と比較にならないのである。もし強引に比較を取ろうとすれば、地下鉄の工費と比べ

るしかないだろう。地下鉄協会（2018）によると、福岡市営地下鉄七隈線橋本～天神南

（2005 年全通）は 12.7km の路線距離を 2,811 億円かけて建設されたから、1km 当たり

の単価は 221 億円となる。 
リニア新幹線の路線距離 438km は、東京と大阪を合計した地下鉄総延長 431.9km（東

京メトロ：195.1km、東京都営地下鉄：109km、大阪地下鉄：137.8km）（地下鉄協会, 2018）
に正しく匹敵する。リニア新幹線というのは、東京と大阪の地下鉄のトンネルをすべて連

結して、東京・大阪間に並べたくらいのスケールになると考えればよい。 
ここでは貨幣価値による事業スケールの比較を試みた。この場合、過去の事業につい

ては「現在価値」に換算し直す必要がある。ここで、いかにして適切な換算係数を得るの

かという新たな問題が生じる。 
必然的に係数の設定次第で推計結果に大きな違いが生ずることになる。 
例えば、日本銀行（2019）の国内企業物価接続指数（2015 年平均＝100）で比較する

と、1964 年は 48.7 だから、倍率は 2.05 程度となり、これで 1964 年当時の 3,800 億円

を現在価値換算すると 7,803 億円となる。これを基準とすれば、リニア新幹線の建設費
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は東海道新幹線の 11.6 倍にも達する。このように消費者物価指数と企業物価指数とでは

二倍の開きが生じてしまう。ところが、どちらが「正しい」と判定することはできない。

「相対比較」の限界である。 
これに対して、建設に要したコストを一旦「エネルギー量的価値」という単一の価値形

態に置き換えておけば、このような時価換算そのものが不要になる。 

そこでリニア新幹線、東海道新幹線、リニモの 3 建設事業の比較を、6.3 節に示したエ

ネルギー量的価値を用いて再考すると、表 6.7 のようになる。 
 

表 6.7 3 鉄道建設事業のエネルギー量的価値での比較 

 

出所：筆者作成 

 

この表 6.7 が示しているのは、リニア新幹線は建設段階で 1km 当たり東海道新幹線の 6
倍（=9,189TOE÷1,447TOE）ものエネルギー量的価値を費やさなければ実現されないとい

うことである。しかもこれは「計画」段階で見積もった最低限の建設費（通例、意図的に

下算される）をもとにした試算にすぎない。 

そのうえ安倍（2013）は、リニア新幹線は、運行時に東海道新幹線の 4～5 倍の電力（＝

熱物理的価値）を消費するという技術的な試算結果を示している。 

つまり、リニア新幹線は、エネルギーを大量消費する、過去に例のない、プロジェクト

であることが明白になっているのである。 

  
6.4 結論 

ソディ理論の核心は、「人類の経済過程はすべて有効エネルギー（エクセルギー）の変

換過程である」という事実を明示的（explicit）に記述し、分析するところにある。 
ソディの実質的富は、1 次エネルギー供給（PES）を表す統計、エネルギーバランス表

によってかなりの程度、推計されている。ところが、このデータには大きな限界がある。

というのは、このデータはエネルギー・フローの経路を示すのみであり、そのうち実質的

富Ⅱに体化されたエクセルギーの分量については別途に算定する必要がある。これを実行

できないと、社会が利用したエクセルギー支出の態様総体を定量的に把握することは不可

能である。 



81 
 

これに対して、全産業産出（TIO）を表す統計には、産出された実質的富Ⅱである「総

固定資本形成」が貨幣価値表示で把握されている。つまり、＜PES と TIO という二つの

マクロ統計を照合する＞という方法論を採ることによって、＜実質的富Ⅱに体化されたエ

クセルギー量を適正に推計できる＞という可能性が開けてくる。 
実質的富Ⅰの主力を占めるエネルギー資源には、農林水産物、水力、風力、地熱、太

陽熱などの「フロー型資源」と化石燃料という「ストック型資源」がある。産業革命の最

も基本的な意義は、エネルギー資源の大部分を、フロー型資源からはるかに潤沢なストッ

ク型資源に転換したところにあった。とはいえ、ストック型資源はいちど使ってしまうと

なくなる。したがって、これに依存して社会生活を営むことになったときから、人類は

「資源の枯渇」という宿命を背負い込むことになった。 
ソディもこのことを十分認識していて、19 世紀から 20 世紀にかけてという「自分たち

の過ごしている” The flamboyant era”（金ピカの時代）は、自分たちの功績（発見や

発明のこと）によってではなく、石炭紀の太陽光エネルギーを固定した蓄積を相続してき

たために実現したのであり、それゆえ、現世は一回だけはその収入を超えて生計を成り立

たすことができたのである」（Soddy 1921 p.30）と記している。 
いっぽう実質的富Ⅱは寿命（耐用年数）を持つ。ソディは実質的富Ⅱに”permanent”

（永続的）という語を当てたが、正確には”durable”（耐久的）、というべきであろう。 
ジョージェスク＝レーゲンが『エントロピー法則と経済過程』を著した翌年、1972 年

に『成長の限界』と題するローマクラブのレポートが発表された。それ以降、実質的富Ⅰ

の持続可能性についてはつよい危機意識が形成された。それに比して、実質的富Ⅱの維持

可能性については、まったく等閑視されてきた。実質的富Ⅱの寿命は、実質的富Ⅰの持続

可能性が損なわれる時点のはるか手前で尽きるのに。 
企業の生産設備が更新されなければ生産力は直接的に減殺される。これが全企業にわ

たって起これば、雇用や所得が一気に失われ国民経済はたちまち萎縮する。全国的に張り

巡らされた電力ネットワーク、鉄道ネットワーク、道路ネットワークなど社会資本がきち

んと更新されないと、社会生活は大混乱に陥る。 
Daily（1996）は、「現行国民所得勘定における奇妙な非対称性―人工資産が減価する

のに応じてわれわれは当期の生産から人工資産の価値を償却するのに、自然資産の減耗に

ついてはそうした控除をおこなわないという奇妙な非対称性―」を指摘している。この指

摘はたしかに重要であるが、そもそも固定資産の「減価償却」は＜先行投資を後の収入か

ら回収するために、分割し費用として計上する＞という会計処理上の技術に過ぎない。実

際、定額または定率による減価償却というのは会計学的便法であって、実質的富Ⅱの物理

的劣化を考慮することなく設定されている。 
より具体的にみると、ある財の減価償却が＜適正に実施された＞場合でも、その引当

金が、その財の寿命が尽きたときそれを物財的に更新するに足る権能をもつとは限らな

い。過去の投資が無事に回収されたことはたしかだが、その資金が更新投資に確実に当て

られる保証がなく、さらに更新時に必要な更新費用が暴騰しているリスクも大きい。 
しかし、経済価値を貨幣価値からエネルギー量的価値に置き直すことよって、(A)異な

る時点の経済状態を直接的に比較することが可能になり、(B)デフレータや割引現在価値
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という「時点修正」（これも恣意性・不確実性を含む）を施す必要がなくなる。(C)固定資

本がその修復や更新のために将来的に要求するコストもエネルギー量的価値の次元におい

て推計可能になる。さらに(D)国際間の経済比較も、為替レートの変動を排して行うこと

が可能になる。 
このことを、6.3 節で行った「エネルギー量的価値（ECV）による 3 鉄道建設事業の評

価」によって示した。 
この方法論アプローチには、広範な応用可能性があると考えられる。  
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第 7 章 考察 
 
7.1 「エネルギー」を基準にした評価指標の定立とそれを活用した評価方法の確立 

本研究は、第一番目の研究目標を、＜「エネルギー」を基準にした評価指標の定立とそ

れを活用した評価方法の確立＞においた。 
この研究目標に対して、まず第 1 章において、現実の経済過程には、内在する二つの様

相が装備されているとの認識を示した。 
(A)財の交換プロセスを構成する仮想的富（貨幣システム）の側面、 
(B)社会における全てのエネルギーと物質の変換を構成する実質的富の側面（ソディによれ

ば、この側面はさらに実質的富Ⅰ・実質的富Ⅱにさらに細分される。） 
そして、(A)と(B)を同時に取り扱うことができる、経済－資源・エネルギー問題に対す

る二元的または二重焦点（これを両建てとよぶ）アプローチを採用することが不可欠であ

ると提起した。 
ここで、特に強調したのが、(B)の側面で問題を取り扱うためには、熱物理学タームにお

ける評価というコンセプト（あるいはエントロピー論的価値のコンセプト）の導入を図る

必要があるということである。 
そこで提唱したのが「エネルギー量的価値」というもう一つの価値概念の導入である。

その意味するところを電力産業に基づき説明し、「ある財または経済行為の価値を、投入

（＝消費）された 1 次エネルギー量に対応させて評価したもの」と位置づけた。 
次に、日本の電力産業の営業活動を取り上げ、(A)と(B)を同時に取り扱う両建てアプロ

ーチの実際例とした。 
第 2 章において、「家庭用」「産業用」と二重価格制度のもと組込まれた営業構造を押さ

えた。次いで、第 3 章においては、まず発電等エネルギー的な入出力に関するデータから、

発電端から需要端に至る発電方式別の実績を推計整理した。さらに、電力産業の損益計算

書レベルの営業収支から出発して、これを基に設備投資を含めた現金支出全般に組み替え、

これと営業収入を比較して現金支出レベルの収支を発電方式別に推計した。さらに第 4 章

で、第 3 章の推計に活用したデータから、発電に要した 1 次エネルギー量を推計し、これ

に発電過程・送配電過程を投影させて、両過程におけるエネルギー量的価値を求めた。そ

のうえで、これと需要電力量を対比して、エネルギーベースでの投入・産出効率を発電方

式別に求めた。そして、このエネルギーベースでの投入・産出効率を、第 3 章で行った金

銭価値評価の収支推計と比較した。 
このようにして、「(A)財の交換プロセスを構成する仮想的富（貨幣システム）の側面」

と「(B)社会における全てのエネルギーと物質の変換を構成する実質的富の側面」の両者を

照合しつつ追究することによって、経済活動をより正確に把握することが可能になるとい

うことを証明した。同時に「このアプローチを観察可能な事実にもとづいて検証する」と

いう研究課題を解決した。 
第 5 章においては、第 4 章で採用したアプローチを国民経済レベルに導入する方法を具

体的に展開するという研究課題を解決した。この課題を解決するために、1）「エネルギー

量的価値（ECV）」という「概念」に「経済活動（価値量）のエネルギー次元における表示」
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という、より実践的な定義を導入し、社会経済に供給された 2) 「一次エネルギー供給

（PES）」と「全産業産出（TIO）」とを対照させ、3) TIO の各要素 を PES に投影するこ

とによって、4)当該要素にエネルギー量的価値を導入するという具体的なアプローチを考

案した。 
第 6 章においては、ここまで提起してきた経済過程を貨幣価値とエネルギー量的価値の

両面から評価するというアプローチに立脚して、日本経済をケーススタディして、その有

効性を確認した。まず、日本の 1 次エネルギー供給（PES）と全産業産出（TIO）の歴史

的変遷を同一平面に並べて比較、対照することで、＜(A)財の交換プロセスを構成する仮想

的富（貨幣システム）の側面＞と＜(B)社会における全てのエネルギーと物質の変換を構成

する実質的富の側面＞を同時に取り扱うことができることを示した。 
次いで、1 次エネルギー供給（PES）と全産業産出（TIO）を時点対照することで、PES

から TIO へ、TIO から PES へと相互に変換可能なことを示し、その換算係数の設定方法

と実際の換算係数の歴史的な推移を提示し、エネルギー量的価値（ECV）で表示した全産

業産出（TIO）の推移を示した。 
最後に、この変換方式を使って 3 鉄道事業のエネルギー量的価値レベルおける事業評価

を行い、国民経済レベルにおいても＜「エネルギー」を基準にした評価指標の定立とそれ

を活用した評価方法の確立＞ができることを立証した。 
 
この日本における 3 鉄道事業のエネルギー量的価値（ECV）による事業評価を通じて、

これまでフローとしてのみ取扱われていた 1 次エネルギー供給のうち、固定資本や耐久消

費財などのストックに投入されたエネルギーが把握可能となり、それらに「体化」したエ

ネルギーがフロー計算から分離できることを立証できたと考える。 
これにより、＜エネルギーを基準とした評価指標を経済社会の持続可能性や社会資本の

更新可能性を図る尺度としても機能させる＞という第二の課題解決に一歩近づけたと思う。

今後には、どのようにこれを活用するのかという具体的方法論の樹立が残されている。 
 
また、ストックに「体化」したエネルギーを量的価値として把握する方法を考案したこ

とで、エコロジー経済学の「スループット」概念を実在的な次元において定量化し、その

“見える化”(Visualization)に体系的な基礎を与える道を開いたと考える。 
エコロジー経済学は、「スループット」を「原料の投入に始まり、原料の財への転換がお

こなわれ、最後に廃棄物の産出に終わるフロー」（Daily 1996, p.28）と定義する。 
全産業産出（TIO）は、じつはスループットの構成と大きさを貨幣数量的価値で表示し

ている。これを「エネルギー量的価値」に換算すれば、スループットの物理量的な大きさ

と構成が見えてくることになる。本研究はこの具体的な方法を考案した。 
エコロジー経済学は「定性的であっても、定量的でない」という批判をかねてから受け

てきたが、エネルギー量的価値の概念を導入することによって、この批判を克服すること

が可能になると考える。 
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7.2 日本の電力産業に埋め込まれた営業構造の解析 

電力供給は営利事業でありながら、社会に大きな効用をもたらす公益事業でもある。

電力の安定供給は電力産業の健全性に依るところが大きい。この健全性を判断する前提と

して、＜電力産業が歴史的に形作ってきた営業構造を客観的に捉える＞という研究課題を

三番目に設定した。 

この研究課題の解明を目指して、第 2 章では「家庭用」「産業用」と二重の価格体系を採

用した電力産業の需要別収支を歴史的に検討した。その結果、以下の知見を得た。 
①大口電力が規制緩和されて以降 2003 年度からは、「産業用電力」（電力需要の 2/3 を占

める）の収支が一貫して赤字であり、「家庭用電力」（需要の 1/3 しか占めない）の収支

が大幅な黒字となっている。 
②後者が前者を補填して電力産業全体の営業利益が確保される営業構造となっている、 

次いで、第 3 章においては、電力産業の損益計算書レベルの営業収支から出発して、こ

れを基に設備投資を含めた現金支出全般に組み替え、これと営業収入を比較して現金支出

レベルの収支を推計した。 
その結果、以下のような分析結果を得るところとなった。 

①まず明らかになったのは、「水力発電」の営業利益稼得能力の卓越性である。しかし日

本に大規模ダムの立地適所が枯渇している現状では、電力産業が今の以上の利潤を期待

することはできない。 
②これに対して「火力発電」は他の発電方式に比べて相対的にも絶対的にも利幅が薄く、

電力産業にとってあまり魅力的な発電方式といえないことが明らかとなった。 
③この二つの発電方式の中間のパフォーマンスを示すのが「原子力発電」である。原子力

発電は、損益計算書レベルではかなりの営業利益をもたらしている。ところが、電源開

発促進税を支払う末端需要者にとっては、その納付金は実質上原子力発電を支えるため

の費用負担にほかならず、発電方式として安価だとはもはやいえなくなる。 
④原子力発電部門では「先行投資の回収が制度的に遷延されている」状況となっている。 

さらに第 4 章で、第 3 章の推計に活用したデータから、発電に要した 1 次エネルギー量

を推計し、これに発電過程・送配電過程を投影させて、両過程におけるエネルギー量的価

値を求めた。そのうえで、これと需要電力量を対比して、エネルギーベースでの投入・産

出効率を発電方式別に求めた。 
その結果、以下のことが判明した。 

①発電部門別の投入・産出効率は、火力発電がいちばん優位となっている。 
②これに対して原子力発電は、火力発電の 65%の投入・産出効率しか得られていない。 
③これは、原子力発電は発電設備を利用するために投じられた費用のエネルギー量的価値

が火力発電を上回る規模であるにもかかわらず、需要端供給量は火力発電の約 4 割に止

まっていることが大きな要因と考えられる。 
④水力発電は、設備利用率が低いことが反映されて、投入・産出効率を落としている。 

そして、最後にこのエネルギーベースでの投入・産出効率を、第 3 章で行った金銭価値

評価の収支推計と比較した。 
その結果、「損益計算書ベース」「現金支出ベース」の収支推計では、水力発電が好成績
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を収めており、原子力発電が火力発電に優位性を保っていたが、エネルギー量的価値（ECV）

ベースまで含めて投入・産出効率を比較すると、火力発電の効率の良さが一気に浮上して

くる、という知見が得られた。 
また、以上を投入・産出効率に組み替えて比較すると、水力発電は、金額ベースでは高

い投資効率と上げているが、設備利用率の低さが反映されて ECV ベースでの投入・産出

効率は低水準に止まっており、火力発電と原子力発電は、金額ベースではほぼ同等の投資

効率となっているが、ECV ベースでは火力発電が圧倒的に優位となっている、という知見

が得られた。 
 
日本の電力産業には、以上のような営業構造が埋め込まれており、これを抜本的に解消

できないまま、さらなる規制緩和局面を迎えるとなると、相当厳しい経営状況に置かれる

と考えられる。特に原子力発電は、電力会社の経営に考えられている以上に重荷となるこ

とは、確実に予想できる。 
詳しくは次節で述べるが、エネルギー産業の使命、存在意義は熱力学的剰余を社会に提

供するということにある。これに対して原子力発電は、発電時には剰余を提供できても、

それによって発生した核廃物を自然界から隔離するために、未来に永劫にエネルギー投入

を要求する。それは提供した剰余価値を優に上回る可能性があるうえ、余剰価値を取得す

るのは現在世代であり、核物質を封じ込めるためのエネルギー提供を強いられるのは将来

世代になる。つまり、原子力発電は世代間搾取を組み込んだ発電方式ということになる。 
いっぽう、第 3 章の 3.8 節において、原子力発電のバックエンドコストの準備状況を概

観し、これが不足していること明らかにした。この資金準備もさることながら、エネルギ

ーに関しても引当準備を持たなければいけない。むしろこちらにほうがはるかに重大であ

る。いくら資金準備があっても、エネルギー価格が高騰するならば、核物質の封じ込めに

必要なエネルギーの確保は危うくなる。 
つまり、原子力発電による電力供給を受けた現在世代は、どの国であっても、自分たち

の使えるエネルギーを節約して将来世代に引き渡す「エネルギー準備」を積み立てておく

必要がある。 
本研究で提唱する＜経済過程を、貨幣価値とエネルギー量的価値の両面から捉える＞と

いうアプローチを応用すれば、この構造と準備の必要性を明らかにする糸口が開ける。 
 

7.3 経済過程とエネルギー消費 

一般に、経済成長をもたらす要因として生産性の改善があり、特に「全要素生産性（Total 
Factor Productivity）23」の改善は重要な役割を果たすと理解されている。滝澤（2019）
が示すところでは、日本生産性本部においては、TFP の上昇率は次の算式で算定すること

になっている。 
TFP 上昇率＝ 

ln(Yt/Yt-1)－0.5×(αt+αt-1)×ln(KSt/KSt-1)－0.5×((1-αt)+(1-αt-1))×ln(LHt/LHt-1) 

 
23 滝澤（2019）は TFP を「広い意味で技術進歩を表す指標と考えられるため、この変化

率はしばしば技術進歩率と呼ばれる」としている。 



87 
 

Y：実質 GDP  内閣府「国民経済計算確報」 
K：実質資本ストック 内閣府「民間企業資本ストック確報」 
S：稼働率 製造業 経済産業省「鉱工業生産指数」 
      非製造業 経済産業省「第三次産業活動指数」 
L：就業者数 総務省「労働力調査」   
H：労働時間 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
α：資本分配率 内閣府「国民経済計算確報」 

資本分配率＝1－(雇用者報酬＋生産・輸入品に課される税)/国内総生産(生産側) 
このように経済分析の主流においては、エネルギーの経済過程に対する寄与はほとんど

考慮されていない。これは、Solow（1957）がいわゆる「ソロー残渣」を「発見」して以

来の伝統的取扱いといって良い。 
ソローは、コブ－ダグラス型生産関数を米国全体のマクロ経済に拡張した際に、「総所得

は、労働の取り分と資本の帰属分に分配される」と「各生産要素は限界生産物に等しい報

酬を受け取る」という二つの仮定を置いた。確かに、多くのエネルギーが消費されること

で生産力増強がもたらされたとしても、その改善による所得の増分が自然界に配分される

ことはあり得ない。経済学的常識としては、それは全て労働者か資本家に還元されると考

えるのだろう。 
しかし、それではエネルギーの使用効率改善や消費拡大の経済過程にもたらす寄与が

「技術進歩」のごく一部に取り込まれてしまい、明確に意識されることはない。 
 
何人かの研究者は、近代経済学が「エネルギーを生産要素として明確に取り扱えていな

い」ことの重大性に気づいていた。 
その一人に、ピーター･チャップマンがいる。 
Chapman（1979）で、「例えば、自動車の金銭的な生産コストは、労働、原料、輸送、

燃料および資本装備に対する支払いに分割される。『資本』に対する支払いはさらに三つの

型、すなわち、実際の機械ならびにプラントの購入、土地の購入、および『利潤及び利子』

への支払いに細分される。この『要素インプット』は図（7.1）の左側の棒グラフで示され

ている。図（7.1）にはこれに加えて、輸送、原料などへの支払い項目を、さらにその各項

目に対する『要素インプット』に細分した結果が、小さな棒グラフとして書き込まれてい

る。このような分割をどんどん進めていくと、最後に全コストの四個の基本インプット、

『労働』、『土地』、『利潤および利子』、『燃料』への分割が得られることになる」と提起し

ている。 
チャップマンは、ここで『燃料』と呼ぶのは、「技術的に有用なエネルギー」と定義して

いる。これは 1.1.2 項でソディが「生活を可能にし、賦活化するエネルギー」すなわち「食

糧、燃料、爆薬、肥料、その他、使用時の変化に価値があるもの」と定義した消耗性の富

のうちの「燃料」に正に同じと考えて良い。 
そして、『燃料』のエネルギー・コストを集計する方法として、工業統計表その他の統計

表による積上げ方式とプロセス分析に並んで、産業連関表を活用した推計方法を紹介した

ことは、5.3 節で述べたところである。 
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図 7.1 Chapman の「要素インプットの４個の基本インプットへの分割」 

出所:Chapman（1979）（日本語訳版）から転載、一部色付けは筆者 
 
一方、Kümmel（1982）は、生産活動の構成要素に資本と労働に、生産活動に投入され

たエネルギーを加えた、KLEC(capital-labor-energy-creativity) モデルの構築を志向する。

まず、石油、ガス、石灰、原子力、水素エネルギーの年間消費量を、ペタジュール（PJ）
に換算し、これを合計してエネルギー投入量を設定する。次に、LINEX という生産関数を

開発して、資本、労働とエネルギーという計測単位を異にする要素の相対的な比重の設定

という難題の解決に当ったのである。 
Strahan（2007）は、この LINEX 生産関数を次のように紹介、評価している。 
「初年度の資本、労働、エネルギーの量を指数化し、その後の変化を比率で示し、比較

可能にする。（中略）きわめて優れているが、ごく一般的な計算式が使われており、ある結

果のなかで、いくつもの異なる要素が同時に変化していた場合、それぞれの相対的な重要

性がわかるようになっている」。 
確かに、これは、労働と資本に、エネルギー生産性改善とそれに起因するエネルギー消

費の増大を加えることができる数式モデルとなっている。 
キュンメルはその後も KLEC モデルに基づき考察を進め、最終的には Kümmel, Henn, 

Lindenberger（2002）において、「米国（1960～93 年）、日本（1965～92 年）、西ドイツ
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（1960～89 年）の 3 国は、計測期間においては 1960 年を 1 と置いた経済成長を示す指数

の経験値と KLEC モデルの理論値がほぼ同期し、GDP の増減に対するエネルギーの寄与

は、米国：0.51(±0.02)、日本：0.61(±0.15)、西ドイツ：0.64(±0.15)と認められる」との

推計を公表している。 
この論文でキュンメルとその共著者は、「厳密に言えば、生産要素（としての）E はまさ

にエクセルギー消費である。エクセルギーはエネルギーの有効な部分であり、他のエネル

ギー、特に仕事に変換することができる。 E を構成する化石燃料および原子力という主要

なエネルギー形態は、有力なエクセルギーの担い手である」と位置づけている。 
 
エクセルギーとは 1.1.1 項で述べているが《有効エネルギー》のことである。エアーズ

は、このエクセルギーの増加が経済成長に与える影響はキュンメルらの示唆するところよ

り大きいと考えた。そこで、発電所や製造工程、輸送、暖房など主要なエネルギー消費部

門について熱力学的効率の推移を調べ、エクセルギーを測る指標を開発した。そして、こ

れを LINEX 関数に基づくモデルに投入し「理論値」を計算したところ、それが 1900 年か

ら 1970 年半ばまでの米国と日本の実際の経済成長率を高精度で再現することを突き止め

たのである。ただし、20 世紀の第 4 四半世紀中の成長率とは約 12％の乖離が認められる

としている（Ayers and Watt 2009）。これは、情報技術の発達にあるとエアーズらは見て

いるが、私見では、序章で触れた SNA の基準改定も影響していると考えられる。 
Strahan（2007）は、エアーズは「熱効率が向上すれば、コストが低下し、価格が低下

する。価格が低下すれば需要が刺激され、利益が押し上げられる。その結果、設備投資が

拡大する。それがさらなる効率の向上につながる」という「熱力学の効率の向上が引き起

こす正のフィードバック・ループ」仮説を立て、それで「経済成長の要因のかなりの部分

を占めることを示した」としている。 
GDP は、消費と投資で構成されるが、それは取りも直さず、電力などのエクセルギーの

利用（消費）やエクセルギー消費を土台に提供されたサービス、さらにエクセルギーが「体

化」した住宅や生産設備、社会資本などへの貨幣価値の支払いである。これを前提にすれ

ば、エクセルギーの獲得効率の改善が GDP の増大に繋がるという関係性が理解できる。

この関係性に理論的な光を当てた功績は大きいと考える。 
 
ここで、1.1.2 項で示したソディの数式的表現とそれを図示した図 1.1 を再掲しよう。 

Raw Materials + Available Energy = Wealth I. (1) 
Wealth I = Life-Energy + Waste Energy and Materials. (2) 
Raw Materials + Available Energy = Wealth II + Waste Energy. (3) 
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図 1.1 ソディの提起した実質的富の産出過程詳解（再掲） 

出所：筆者作成 

 

これを見ると、キュンメル、エアーズらの研究成果は、この数式的表現に現代の息吹

を吹き込んだと考えて良いのではないか。 
さらにキュンメル、エアーズらの研究は拡張の余地を残していることが分かる。 
ジョージェスク＝レーゲンが『エントロピー法則と経済過程』にいう「経済過程」には、

エントロピーとなったエネルギー（Waste Energy）までが含まれている。これはまたソデ

ィの 3 式すべてを満たす「経済過程」でもある。社会に投入されたエネルギーは、フロー

で見れば、家計部門と政府部門への配分を除いて、産業部門において全て利用されエント

ロピー（廃熱）に転化する。したがって、このジョージェスク＝レーゲン的な意味おける

「経済過程」を捉えるためには、エアーズの GDP とエクセルギーの関係性を照射したモ

デルからさらに一歩踏み込んで、GDP に中間投入を加えた、エントロピー生成も包摂する

モデル設定が必要になる。 
本研究の最大の課題設定は、これに取り組むことにあった。 
 
これに対して本研究では、経済過程を「制度次元（貨幣・フロー）」と「物理次元（エ

ネルギー・フロー）」という二つの次元で複眼的に捉えなおす必要性を提示し、具体的に

は制度次元の全産業産出（TIO）と、物理次元の 1 次エネルギー供給（PES）を同時に参

照し、TIO を PES に「投影」することで、エネルギー量的価値（ECV）として経済過程

を表示するという方法論を組み立てた。 
これにより、どのような評価が可能になったか、日本の電力産業を題材に明らかにし

てみよう。 
まず物理次元で捉えると、2015 年度の日本の１次エネルギー国内供給は、6.2.3 項に示
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したように、478.2MTOE である。電力産業は、このうち 166.5MTOE を使って、

70.4MTOE の電力を提供している。（資源エネルギー庁 2019） 
これに対して、制度次元で見ると日本の全産業産出は、同じく 6.2.3 項のとおり

1,073.0 兆円であり、このうち、電力産業の受取りは 22.5 兆円、2.1％となっている。（総

務省 2019a） 
この 22.5 兆円をこの 5.3 節で示した方法で「投影」して、エネルギー量的価値に置き

直すと、10.0MTOE となる。 
これを視覚的に示すと、次の図 7.2 のように整理できる。 
 

 
図 7.2 両建て分析から見えるもの 

出所：筆者作成 

 
要するに、日本の電力産業は実量として 70.4MTOE の電力を社会経済に提供しなが

ら、貨幣価値を置き換えたエネルギー量的価値としては、10.0MTOE しか受け取ってい

ない。 
その差 60.4MTOE は、どう扱うべきか。 
これは、電力産業が「社会経済に提供した余剰のエネルギー量的価値」、また「社会経

済が獲得した正味のエネルギー量的効用」に当たると考える。 
もし、電力産業が実量に等しいエネルギー量的価値を社会経済から取り込んでしまっ
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たら、他の産業や家庭が使えるエネルギー量的価値は残らない。 
Morgan（2013）は「究極的には、経済は余剰エネルギーの方程式であり、［歴史的に

も］つねにそうであった」といっているが、余剰のエネルギー量的価値の提供こそが、電

力産業をはじめとするエネルギー産業の存在意義である。 
今後、1.1.4 項で触れたように EROI（エネルギー投資効率）の低い、従って「原価」

の高いエネルギー資源に依存するようになるならば、電力産業の社会経済に提供する余剰

のエネルギー量的価値は縮小するしかない。逆に社会経済は、電力産業から得られる正味

のエネルギー量的効用を減らすことになる。あるいは、同じエネルギー量的効用を獲得す

るためには、他の効用の購入を断念するという形のより高い「機会費用」が要求されるこ

とになる。 
本研究が採用した方法論は、それが、どれほどの価値としてのエネルギー量に当たる

のか、推計可能としたのである。 
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第 8 章 結論 
 
本研究は、＜「エネルギー」を基準にした評価指標の定立とそれを活用した評価方法の

確立＞を最大の研究課題とした。この課題を解明するために、まず「ある財または経済行

為の価値を、投入（＝消費）された 1 次エネルギー量に対応させて評価したもの」と位置

づける「エネルギー量的価値」という概念の導入を図った。 
電力産業に埋め込まれた営業構造分析を進めながら、この分析で利用した電力産業の損

益計算書と貸借対照表に基づき現金支出レベルの費用推計に進んだ。そしてこの推計結果

に、別途推計した発電実績に基づく 1 次エネルギー投入量の推計を投影し、水力、火力、

原子力という各発電部門と送・配電部門のそれぞれに投じられた費用に「エネルギー量的

価値」による評価を与えた。そのうえで、この各発電部門に投入されたエネルギー量的価

値と需要電力量を比較して、エネルギーレベルの投入・産出効率を導いた。この一連の操

作により、＜「エネルギー」を基準にした評価指標の定立とそれを活用した評価方法の確

立＞が可能であることを証明した。 
次いで、このアプローチを国民経済レベルに導入する方法を具体的に展開するという課

題に取組んだ。この課題解決のために、全産業産出（TIO）と 1 次エネルギー供給（PES）
という二つのマクロ統計が同一の経済過程の二つのアスペクトであることに着目して、両

者を対照させ換算係数を設定し、それを使って全産業産出（TIO）の各要素 を 1 次エネル

ギー供給（PES）に投影することによって、当該要素をエネルギー量的価値に変換すると

いう具体的なアプローチを導入した。 
この具体的な変換方式を使って、「エネルギー量的価値（ECV）で表示した全産業産出

（TIO）」の推移を示すとともに、日本の 3 鉄道事業のエネルギー量的価値レベルの事業評

価を行い、国民経済レベルでも＜「エネルギー」を基準にした評価指標の定立とそれを活

用した評価方法の確立＞ができることを立証した。 
 

地球環境学に課せられた使命の一つに、地球環境に対立しない持続可能な社会経済シス

テムへの移行を研究することがある。しかし、現実の社会経済には、歴史的に構築された

大規模な社会資本が存在しており、それを無視してシステム転換を図ることはできない。

このため、まず、現状の社会資本の様態を詳細に分析し、理解しておく必要がある。 
本研究においては、電力産業という最大のインフラ産業に埋め込まれた営業構造を明ら

かにした。この点において地球環境学へ一定の貢献ができたと考える。 
それにも増して「エネルギー量的価値」という概念を定立したこと、そのものが大きな

貢献になると考える。 
本研究の題材にした「電力」は、かつては照明や局所的な熱源に用いられる程度であっ

た。しかし、現代では、照明、冷暖房はもとよりパーソナルコンピュータから電気自動車

など輸送機器にいたるまで、日常生活のほぼすべてカバーする用途の動力として活用され

ている。電力 1kWh がもたらす効用はかつてなく高まっている。これは、電力の利用価値

が格段に高まっていると考えても良いだろう。 
しかし、1kWh の電力を同時に多用途に使うことは出来ない。必ず「何に」使うかとい
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う選択がついて回る。エネルギー需給のひっ迫や地球温暖化防止など環境保全対策の深化

に従って、この優先順位の選択は厳しいものになる。地球環境学の見地からは、エネルギ

ー利用効率が高い用途から優先することが望ましいことになる。 
この判断基準として、「エネルギー量的価値」という概念が大いに生きてくる。 
 
本研究において提案した推計方法は、端的にいうと、各産業部門の産出や実現した付加

価値を、国民経済における貨幣価値基準のシェア（占有率）に基づいてエネルギー量的価

値に置き直したものである。 
通常の経済学的理解では、エネルギー生産性とは、投入エネルギー対する売上げないし

は利潤の大きさをいう。これが大きければエネルギー生産性が高いと評価される。 
本研究にも、この対比構造は引き継がれる。このため、消費したエネルギーに比して売

上げが大きければ、あたかもエネルギーレベルにおける投入・産出効率も高いかのような

結果が出てくる。 
ここに本研究の限界があると思われるかもしれない。 
しかし、この経済学の一般認識で投入ないしは消費と捉えられているエネルギーは、あ

くまで（エネルギーバランス表に表示された）フローレベルのエネルギーである。 
これに対して、本研究のアプローチによれば、生産設備や家屋、耐久消費財（ソディの

Wealth II）に「体化」したエネルギーに量的評価を与えることができる。 
これら固定資産に体化したエネルギー量的価値に利用率を乗じたもの(A)に、その資産の

運用に要したエネルギー量的価値(B)を加えたもの{(A)+(B)｝が、真に投入ないしは消費し

たエネルギー量的価値と考えるべきである。 
本研究のアプローチを採用することで、第 4 章で示したように、水力、火力、原子力、

新エネルギーという発電部門別に{(A)+(B)｝を推計し、これを需要電力量と対比させて、エ

ネルギーレベルでの投入・産出効率を求めることを可能とした。 
さらに、第 7 章の 7.3 節で電力量というアウトプットの反対給付としての受取りを貨幣

価値からエネルギー量的価値に置き直して、物理的アウトプットと比較した。このことで、

電力産業が社会経済に提供するエネルギー量的価値の余剰を示した。これは制度次元（貨

幣価値レベル）でのアウトプットにエネルギー量的評価を与え、物理次元のアウトプット

と比較するという操作であった。 
このような操作を可能としているのは、電力産業においては物理次元のアウトプットが

一義的に明白に捉えられるからである。都市ガスなどエネルギー供給産業を除いて他産業

においては、このような一筋縄ではいかない。 
おそらく、資源制約や環境制約が大きくなる中、今後は同じ「効用」を実現するために

如何に投入エネルギーを抑制するかが課題となる。本研究のアプローチからは、貨幣価値

ベースのアウトプットにエネルギー量的価値を与えられる。一方、エネルギー・コスト論

的アプローチにより投入エネルギー（ないしはエクセルギー）推計が求められる。これら

の組み合わせを考えることで、各産業部門におけるエネルギータームでの入力・出力を比

較できるところまで進む可能性が開けてくる。本研究の発展型としてこの課題に取り組ん

でいきたい。 
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さらに、エネルギー量的価値で評価した Wealth II に、適正な減衰曲線を算定すること

が出来れば、物理的に有意な耐用限を推定することが可能になる。そして、更新時期を迎

えた固定資産の投入されたエネルギー量的価値に換算係数を乗じて現在の貨幣価値を求め

れば、更新費用がほぼ正確に推計できることになる。このような推計は、過去において莫

大な社会資本投資を行ってきた日本のような国においては、非常に大きな意味を持つこと

になる。 
これを具体的に推計する方法論を確立することも次なる課題である。 
 
これから先、日本において人口減少による経済縮小が懸念されている。それに対して、

人工知能、ロボット技術、自動車の自動運転、より進化した IoT などの導入によって一人

当たりの GDP を拡大し、そのことによって、経済縮小を補えるかも知れない。もしかす

ると、Rifkin（2014）がいう「限界費用ゼロ社会」の実現に近づけるかも知れない。 
一方、近代経済学は、 GDP を投入された資本と労働への見返りと見做してきた。そし

て、この GDP を増加させるために技術装備が高度化し、その結果、エネルギー消費が増

大してきた。しかし、技術的重装備がエネルギー消費を今以上に拡大してしまうと、環境

制約と資源制約から、社会経済を持続可能とするのは困難になる。 
このような明確な危機認識が、近代経済学には形成されないという状況が生じている。 
経済活動のエネルギー量的側面からの評価がより一層必要となっている。 
本研究で提示した「エネルギー量的価値」というもう一つの価値概念は、今後の経済に

おける評価基準になり得ると考える。そのような状況に鑑みて、本研究が先行的な役割を

果たせれば幸いである。 
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